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1	 		　この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株式
61,965千円（見込額）の募集及び株式243,000千円（見込額）の
売出し（引受人の買取引受による売出し）並びに株式47,385千円
（見込額）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）につ
いては、当社は金融商品取引法第５条により有価証券届出書を
2023年９月８日に関東財務局長に提出しておりますが、その届出
の効力は生じておりません。

	 		　したがって、募集の発行価格及び売出しの売出価格等については
今後訂正が行われます。

	 　なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。
2	 		　この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている内
容のうち、「第三部　特別情報」を除いた内容と同一のものであり
ます。



新株式発行並びに株式売出届出目論見書

成友興業株式会社

東京都あきる野市草花1141番地１



　本ページ及びこれに続く写真・図表等は、当社グループの概況等を要約・作成したものであります。
　詳細は、本文の該当ページをご参照ください。

　当社グループは、環境事業、建設事業及び環境エンジニアリング事業を営み、事業間において常に先を見据え再
資源化を推進する（当社では、「e Synergy System」と呼んでいます。）ことで、再開発等の都市更新を下支えし、将
来を先取りした（当社では、「Think ahead」と呼んでいます。）企業を目指して、事業活動を行っております。
　当社グループの属する産業廃棄物処理業界・汚染土壌処理業界・建設業界と関連性が高い国内建設市場は、高度
成長期以降に整備された首都高速道路、地下鉄、一般道路等の都市インフラの老朽化に伴い、それらの更新時期を
迎えていることから、引き続き建設廃棄物処理に対する旺盛な需要が継続する見通しであります。更には羽田空
港アクセス線やリニア新幹線など大型プロジェクトも控えており、益々その重要性が増していると考えており
ます。
　これまで携わった都市開発事業や公共工事は、現在では東京都の観光地やランドマーク、また日常生活に必要不
可欠なインフラとして、未来に繋がっていく事業であります。そのため当社の使命は、都市更新に伴い排出される
廃棄物を可能な限り優良な製品として社会に還元し、地域社会と地球環境に貢献しながら都市更新を下支えして
いくことであります。長年構想してまいりました再生骨材の普及については、カーボンハーフやカーボンニュート
ラルが追い風となり、再生骨材の付加価値を高めるべく信頼できるパートナーとともにプロジェクトに積極的に
取り組んでまいります。

地域社会と地球環境に貢献する
成友興業では建設・環境・環境エンジニアリングという、循環・共生・成長し続けるシス
テムをもって地域社会と地球環境に貢献して参りました。

今後はこれからの時代に対応するためにさらにスピード感を高め、
「Think ahead」に貢献できる「コト」は何かを想像し、
「Think ahead」に求められる「技術」を確立し、
「Think ahead」を実行できる「ヒト」を育て、
未来を担うすべての人たちのために、持続可能で地球環境にやさしい都市更新を支えてい
ける企業を目指し前進を続けてまいります。

環境エンジニアリング事業

企業理念・経営方針1



　当社グループは、当社及び連結子会社2社により構成されており、首都圏を中心に、環境事業として建設系産業
廃棄物及び汚染土壌（注）1等（以下、「廃棄物等」という。）の収集運搬及び中間処理並びに再資源化（以下、「廃棄物
処理業」という。）、建設事業として都市インフラ等の道路舗装・土木・土地造成・上下水道工事を主な事業内容とし
ております。

　当社グループの特徴は、環境事業、建設事業及び環境エンジニアリング事業を兼ね備えていることにより、事業
間または他企業との再資源化を経営戦略の中に取り込んでいることです。必ずしも当社内で完結したサイクルで
はありませんが、建設現場で発生する廃棄物等を環境事業で再資源化して再び建設事業で再利用し、さらに環境ソ
リューション機能を加えることで調査分析から収集運搬・中間処理・再利用までのワンストップ体制を整えており
ます。こうした地球環境にやさしい事業運営システムを当社では「e Synergy System」（注）2と呼び、都市インフ
ラの更新（以下、「都市更新」（注）3という。）に貢献できる事業を展開しております。

（注）1．  土壌汚染対策法における基準値を超過してる土壌です。
（注）2．  建設現場で発生した廃棄物等を、環境事業の自社処理施設で建設資材やセメント原料へ再資源化して、再び建設現場で使用するという資源リサ

イクルを実現する当社独自の概念であります。
（注）3．  コンクリート等の耐用年数や機能性等の老朽化・陳腐化の観点から都市インフラは数十年単位で建替等のリニューアルが必要になるという業界

で広く共有されている考え方です。

成友興業では環境事業・建設事業・環境エンジニアリング事業を展開
その他子会社の成友セキュリティでは警備事業・令友工業では施工・測量事業を展開

〉〉〉 事業一覧

成友セキュリティ（その他事業）
工事現場の警備

環境エンジニアリング事業

水と土の品質保証

環境事業

汚染土壌・廃棄物の再資源化
および運搬

建設事業・令友工業
公共工事の施工管理

（工程・原価・品質・安全・環境管理）
工事現場での施工・測量

事業の内容2



図　保有処理施設及び取扱い品目について

　建設（建築）現場から当社または他社のダンプトラックにて収集運搬し、がれき類は破砕しふるい分けにより
大きさを調整し再生砕石として、建築（建設）業者などに販売しております。汚染汚泥、汚染土壌等については、城
南島第一工場もしくは城南島第二工場で受け入れています。城南島第一工場では、薬剤による含水率調整や異物
除去（乾式処理）、城南島第二工場では水を用いたふるい分け（湿式処理）を行います。中間処理によって取り出さ
れた砂利や砂は、建設工事現場で埋戻し用の砕石や砂として販売し再利用されます。中間処理の最終過程で生じ
た残さ物は、セメント原料の粘土代替品として日本各地のセメント工場へ出荷し再資源化されます。粘土代替品
は、当社が処理費用（運搬費を含む）を負担してセメント工場へ処理を委託しております。汚染のない建設汚泥は、
あきる野工場で薬剤による含水率調整（乾式処理）を行い建設工事の埋戻し材（改良土）として利用されます。中
間処理業については東京都内で、新規の施設建設には建設候補地が少ないため参入障壁が高く、かつ首都圏では
都市更新は継続されるため、今後も安定した事業成長を見込んでおります。
　当社では収集運搬に用いる車両を合計83台（2023年7月31日現在）保有し、主に東京都内の収集運搬を行っ
ており、東京都内のほか、千葉県、埼玉県、神奈川県、山梨県、静岡県、群馬県、栃木県、福島県、長野県、茨城県、新潟
県と関東地方を中心に収集運搬許可エリアを拡大しております。中間処理施設は、東京都内に3ヶ所あります。

（東京都多摩地域1ヶ所、東京都大田区2ヶ所）そのため、都内で排出される建設系廃棄物を全域に渡りカバーす
ることが可能です。当社は、これらの施設および車両を活用して、東京都内を中心に収集運搬、中間処理のサービ
スを提供しております。一般的に、リサイクルが困難な廃棄物などは最終処分として埋め立てますが、当社では
最終処分業の許可は有しておりません。

（1）環境事業
　2022年9月期において、当社グループの連結売上高の約54％を占めております。当社が中間処理を受託して
いる主な取扱品目は、がれき類（（注）4）、建設発生土（（注）5）、建設汚泥（（注）6）、汚染汚泥（（注）7）、工場系汚泥

（（注）8）及び汚染土壌（（注）1）です。各処理施設の取扱い品目及び処理方法は、下図のとおりです。
（注）4．  建物の新築や改築・解体に伴って生じたコンクリート破片ないしアスファルト破片です。
（注）5．  建設工事から搬出される土砂であり、埋立てや盛土の材料として土地造成などに利用できる有用な再生資源であり、資源の有効な利用促進に

関する法律において、再生資源として利用が促進することが特に必要な建設副産物とされており、産業廃棄物処理法には該当しません。
（注）6．建設工事にかかわる掘削工事から生じる泥状の掘削物及び泥水です。
（注）7．  汚染土壌（（注）1）と同等レベルの有害物質を含む環境リスクの高い（土壌環境基準を超過した、産業廃棄物基準値以内）泥状の掘削物及び泥水

です。
（注）8．  汚染汚泥のうち、製造メーカーの製造過程で排出される汚泥を工場系汚泥と定義しております。

乾式処理

あきる野工場 城南島第一工場

乾式処理

城南島第二工場

湿式処理

建設発生土 汚染土壌

建設汚泥

がれき類（コンクリートがら・アスファルトがら）

汚染汚泥 工場系汚泥

土壌汚染対策法の対象
（産業廃棄物ではない）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の対象
（産業廃棄物）



（2）建設事業
　2022年9月期において、当社グループの連結売上高の約40％を占めております。首都圏における、国土交通
省及び東京都をはじめとする、国及び地方公共団体発注の公共工事の元請、及び大手ゼネコン等が受注した公共
工事等の下請を中心に事業展開しております。対象工事は幹線道路の整備等に関する舗装工事及び一般土木工
事であります。工事受注後は、当社の現場代理人が合材メーカーや協力会社等より材料の発注及び労務・機械・外
注を手配します。公共工事や民間工事を工期内に適切な品質で施工管理し、竣工検査の後、発注者への引き渡し
を行います。

〉〉〉 将来展望　廃コンクリートとカーボンニュートラル

　2030年のカーボンハーフ、2050年までのCO2のカーボンゼロに向けて、各産業はカーボンリサイクルへの過
渡期を迎えております。当社で取り扱う廃コンクリート塊や再生建設資材（再生砕石や再生骨材等）へのCO2固定
化（リサイクル・コンクリート）について、今後その役割はより一層重要になってくると考えられます。廃棄物から
素材との認識を深め、産学共同の実証実験等を活用しながら、地域社会と地球環境へ一層の貢献ができるよう多様
なパートナー企業とともに技術を向上させ、ESG施策にこれまで以上に積極的に取り組みます。

　環境事業における系統図は下図のとおりです。
排出事業者

ゼネコン
製造メーカー

自治体
環境事業

収集運搬
収集運搬車両

収集運搬費用を
排出事業者より受領

処理費用を
排出事業者より受領

処理費用をセメント
メーカーに支払

セメント原材料として
二次処理委託

販売

中間処理
破砕、造粒固化、
分別処理施設

二次処理委託
セメントメーカー

再生利用者
ゼネコン

当社建設事業

（注）　　　　　は事業範囲を表しています。

排出事業者 収集運搬 中間処理 最終処分



　過去5年間における東京都内での施工状況（下請工事を除く）です。現在都内3か所（多摩西事業所、多摩北事業
所、城東事業所）に事業所を開設し、東京都の受注がメインとなっておりますが、今後は隣接する他県への事業拡
大も検討しております。

東京都内の道路舗装工事を中心に
施工管理（工程・原価・品質・安全・環境管理）を行う

　建設事業における系統図は下記のとおりです。

建設事業部
●舗装工事・一般土木工事・水道工事などの社会インフラの建設工事を行っています。
●東京都を中心に都市更新を担っています。

舗装工事 一般土木工事 水道工事

施工業者 資材会社 令友工業

発注

発注

※連結子会社

発注

発注

施工施工

施工

発注

施工

施工

民間企業

省庁・地方自治体 民間企業

建設事業部当　　社

得 意 先

協力会社



（4）その他
　連結子会社である成友セキュリティ㈱は、東京都西多摩地区（注）を中心として、主に都内全域を対象として交
通誘導警備と雑踏警備を行っております。
　交通誘導警備では建築・土木・工事現場等で搬出入誘導、第三者安全確保を行い、雑踏警備では人が多く出入り
する展示会やスポーツ大会、お祭りや祭礼行事等、各種イベント会場において、第三者の安全を円滑に確保して
おります。

（注） 東京都多摩地域の地域区分の一つで、多摩西部を指す地域名であり、範囲は現在及び過去の西多摩郡に当たる地域全域を指します。この範囲に
属する市町村は、青梅市、あきる野市、福生市、羽村市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、檜原村となります。

　成友セキュリティ㈱における系統図は下記のとおりです。
発注者

施工主
（ゼネコン、道路会社、成友興業等）

成友セキュリティ㈱

指定調査機関業務
環境計量証明業務 土壌汚染

対策工事業務

一連業務の一括受注する場合もあります。

環境エンジニアリング事業の事業領域

環境エンジニアリング事業（土壌汚染対策工事業務、環境計量証明業務、指定調査機関業務）

顧客
ゼネコン
建設会社

産業廃棄物処分
業者等

工事受注

工事現場における
警備請負

交通誘導警備
雑踏警備

お祭り等のイベントに
おける警備請負

舗装

推進（水道）
橋梁・鋼管杭

土木

市区町村 東京都 国土交通省

多摩西・多摩北・城東事業所共通

（3）環境エンジニアリング事業
　環境エンジニアリング事業は、土壌汚染対策工事業務、環境計量証明業務、指定調査機関業務を行っており、主
に大手ゼネコン等から受注しております。指定調査機関業務は、当社の技術者が調査計画の立案から調査を実施
し調査結果を顧客に提出します。土壌汚染対策工事業務は、当社の技術者が指定調査機関業務に基づいて汚染土
壌の掘削除去等の目的に応じた対策を行います。環境計量証明業務では、土壌や水を対象に濃度分析や自社製品
の化学性状の品質管理等を行っております。これら3つの業務はそれぞれ個別受注の場合や複数業務を一括受
注する場合がございます。例えば、汚染土壌調査にてサンプリングした土壌等を環境計量証明業務にて分析を行
う場合や指定調査機関業務後、土壌汚染対策工事を実施する場合があります。また、掘削除去工事において掘削
した汚染土壌等を当社の工場に搬入して処理を実施する事業間連携もございます。
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　  売上高
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純資産額（単体） 総資産額（単体） 純資産額（連結） 総資産額（連結）連結

　  純資産額／総資産額

　  経常利益 　  1株当たり純資産額

（単位：円）

第44期
（2018年）9月期

第45期
（2019年）9月期

第46期
（2020年）9月期

第47期
（2021年）9月期

第48期
（2022年）9月期

第49期
第3四半期
累計期間

（2023年）6月期

第44期
（2018年）9月期

第45期
（2019年）9月期

第46期
（2020年）9月期

第47期
（2021年）9月期

第48期
（2022年）9月期

第49期
第3四半期
累計期間

（2023年）6月期

第44期
（2018年）9月期

第45期
（2019年）9月期

第46期
（2020年）9月期

第47期
（2021年）9月期

第48期
（2022年）9月期

第49期
第3四半期
累計期間

（2023年）6月期

第44期
（2018年）9月期

第45期
（2019年）9月期

第46期
（2020年）9月期

第47期
（2021年）9月期

第48期
（2022年）9月期

第44期
（2018年）9月期

第45期
（2019年）9月期

第46期
（2020年）9月期

第47期
（2021年）9月期

第48期
（2022年）9月期

第49期
第3四半期
会計期間末

（2023年）6月期

単体 連結

第44期
（2018年）9月期

第45期
（2019年）9月期

第46期
（2020年）9月期

第47期
（2021年）9月期

第48期
（2022年）9月期

第49期
第3四半期
累計期間

（2023年）6月期

単体 連結

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：円）

単体 連結

単体 連結

　  親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益／当期純利益 　  1株当たり当期（四半期）純利益

（注）1.   当社は、2018年11月19日開催の取締役会決議により、2018年12月20日付で普通株式1株につき3株の株式分割を行っております。上記では、第44期の期首に当
該株式分割が行われたものと仮定して算定した場合の1株当たり指標の数値を記載しております。

2.   「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第48期の期首より適用しており、第48期及び第49期第3四半期に係る主要な経営指
標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

業績等の推移3
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【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年９月８日
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【電話番号】 該当事項はありません。
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【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】 募集金額

ブックビルディング方式による募集　　　　　　 61,965,000円

売出金額

（引受人の買取引受による売出し）

ブックビルディング方式による売出し　　　　　243,000,000円

（オーバーアロットメントによる売出し）

ブックビルディング方式による売出し　　　　　 47,385,000円

（注）　募集金額は、有価証券届出書提出時における見込額（会
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券届出書提出時における見込額であります。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

【表紙】
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種類 発行数（株） 内容

普通株式 30,000（注）２．
権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、

単元株式数は100株であります。

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

　（注）１．2023年９月８日開催の取締役会決議によっております。

２．発行数については、2023年９月25日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

３．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

４．上記とは別に、2023年９月８日開催の取締役会において、株式会社ＳＢＩ証券を割当先とする当社普通株式

19,500株の第三者割当増資を行うことを決議しております。

なお、その内容については、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケ

ートカバー取引について」をご参照下さい。

区分 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

入札方式のうち入札による募集 － － －

入札方式のうち入札によらない募集 － － －

ブックビルディング方式 30,000 61,965,000 33,534,000

計（総発行株式） 30,000 61,965,000 33,534,000

２【募集の方法】

　2023年10月４日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４　株式の引受け」

欄記載の金融商品取引業者（以下「第１　募集要項」において「引受人」という。）は、買取引受けを行い、当該引

受価額と異なる価額（発行価格）で募集（以下「本募集」という。）を行います。引受価額は2023年９月25日開催予

定の取締役会において決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総

額を当社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対し

て引受手数料を支払いません。

　なお、本募集は、株式会社名古屋証券取引所（以下「取引所」という。）の定める「有価証券上場規程施行規則」

第256条に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮

条件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をいう。）により

決定する価格で行います。

　（注）１．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２．上場前の公募増資を行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されており

ます。

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、2023年９月８日開催の取締役会決議に基づき、

2023年10月４日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出される

資本金等増加限度額（見込額）の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額であ

ります。

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格（2,430円）で算出した場合、本募集における発行価格の総額

（見込額）は72,900,000円となります。

６．本募集並びに「第２　売出要項　１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」及び「２　売出しの条

件（引受人の買取引受による売出し）」における「引受人の買取引受による売出し」にあたっては、需要状

況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、後記「第２　売出要項　３　売出株式（オーバー

アロットメントによる売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご

参照下さい。

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、後記「募集又は

売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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３【募集の条件】

（１）【入札方式】

①【入札による募集】

　該当事項はありません。

②【入札によらない募集】

　該当事項はありません。

発行価格
（円）

引受価額
（円）

払込金額
（円）

資本組入
額（円）

申込株数
単位
（株）

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

(注)１．

未定

(注)１．

未定

(注)２．

未定

(注)３．
100

自　2023年10月５日(木)
至　2023年10月11日(水)

未定

(注)４．
2023年10月12日(木)

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格は、2023年９月25日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク

等を総合的に勘案した上で、2023年10月４日に引受価額と同時に決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機

関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、2023年９月25日開催予定の取締役会において決定される予定であ

ります。また、「２　募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び2023年10月

４日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、2023年９月８日開催の取締役会において、

増加する資本金の額は、2023年10月４日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第

１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金に振替充当いたします。

５．株式受渡期日は、2023年10月13日（金）（以下「上場（売買開始）日」という。）の予定であります。本募

集に係る株式は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の「株式等の振替に関する業務規

程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。なお、本募集

に係る株券は、発行されません。

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、2023年９月27日から2023年10月３日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考として

需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更または撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従

い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については各社の店頭における表示またはホームペ

ージにおける表示等をご確認下さい。

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。

①【申込取扱場所】

　後記「４　株式の引受け」欄記載の引受人の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。

店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　立川支店 東京都立川市曙町二丁目13番3号

②【払込取扱場所】

　（注）　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

2023/09/06 17:27:15／23021056_成友興業株式会社_有価証券届出書（新規公開）

- 2 -



引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数

（株）
引受けの条件

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 未定

１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、2023年10月12日までに

払込取扱場所へ引受価額と

同額を払込むことといたし

ます。

３．引受手数料は支払われませ

ん。ただし、発行価格と引

受価額との差額の総額は引

受人の手取金となります。

計 － 30,000 －

４【株式の引受け】

　（注）１．引受株式数は、2023年９月25日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

２．上記引受人と発行価格決定日（2023年10月４日）に元引受契約を締結する予定であります。

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

67,068,000 10,000,000 57,068,000

５【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

　（注）１．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引受価額

の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格（2,430円）を基礎として算出した見込額であ

ります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。

（２）【手取金の使途】

　上記の手取概算額57,068千円に「１　新規発行株式」の（注）４.に記載の第三者割当増資の手取概算額上

限43,594千円を合わせた、手取概算額合計上限100,662千円については、環境事業における工場設備の一部入

替に充当する予定であります。その具体的な内容は以下のとおりであります。

　環境事業のあきる野工場、城南島第一工場、城南島第二工場において、汚染土壌処理施設及び産業廃棄物処

理施設の処理能力を維持または一部増強するための設備資金として、2024年９月期に全額充当する予定です。

　なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等で運用する方針であります。

　（注）　設備資金の内容については、「第二部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画」の項

をご参照下さい。
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札
による売出し

－ － －

－
入札方式のうち入札
によらない売出し

－ － －

普通株式
ブックビルディング
方式

100,000 243,000,000
東京都福生市
細沼　菜穂子

100,000株

計(総売出株式) － 100,000 243,000,000 －

第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　2023年10月４日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２　売出しの条件

（引受人の買取引受による売出し）　(2）ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者（以下「第２　売出

要項」において「引受人」という。）は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価

格、発行価格と同一の価格）で売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）を行います。引受人は株

式受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は

引受人の手取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

　（注）１．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

２．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、引受人の買取引受による売出しも中止いたし

ます。

３．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（2,430円）で算出した見込額でありま

す。

４．売出数等については今後変更される可能性があります。

５．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。

６．本募集並びに引受人の買取引受による売出しにあたっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントに

よる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３　売出株式（オーバーアロットメントによる

売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照下さい。

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。

８．当社は、株式会社ＳＢＩ証券に対し、上記売出数のうち13,000株を上限として、福利厚生を目的に、当社従

業員持株会(名称：成友興業従業員持株会)を当社が指定する販売先(親引け先)として要請する予定でありま

す。なお、親引けは、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に関する規

則」に従い、発行者が指定する販売先への売付け(販売先を示唆する等実質的に類似する行為を含む。)であ

ります。

２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。
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売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込株数
単位
（株）

申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１．

(注)２．

未定

(注)２．

自　2023年
10月５日(木)
至　2023年
10月11日(水)

100
未定

(注)２．

引受人の本店及
び営業所

東京都港区六本木一丁目６
番１号
株式会社ＳＢＩ証券

愛知県名古屋市中村区名駅
四丁目７番１号
東海東京証券株式会社

東京都中央区日本橋一丁目
17番６号
岡三証券株式会社

東京都港区東新橋一丁目９
番１号
アイザワ証券株式会社

埼玉県さいたま市大宮区桜
木町四丁目333番地13
むさし証券株式会社

大阪府大阪市中央区今橋一
丁目８番12号
岩井コスモ証券株式会社

未定

(注)３．

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格の決定方法は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビルディング方式」の（注）１．

と同様であります。

２．売出価格及び申込証拠金は、本募集における発行価格及び申込証拠金とそれぞれ同一となります。ただし、

申込証拠金には、利息をつけません。

引受人の買取引受による売出しにおける引受価額は、本募集における引受価額と同一となります。

３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日（2023年10月４日）に決定する予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。

５．株式受渡期日は、上場（売買開始）日の予定であります。引受人の買取引受による売出しに係る株式は、機

構の「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を

行うことができます。なお、引受人の買取引受による売出しに係る株券は、発行されません。

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．上記引受人の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビルディング方式」の（注）

７．に記載した販売方針と同様であります。

８．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。また、当該販売委託分とは別に引受人は、上記引受株式数のうち

一部を、他の金融商品取引業者に販売を委託することがあります。
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札
による売出し

－ － －

－
入札方式のうち入札
によらない売出し

－ － －

普通株式
ブックビルディング
方式

19,500 47,385,000
東京都港区六本木一丁目６番１号
株式会社ＳＢＩ証券

計(総売出株式) － 19,500 47,385,000 －

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、株式会社ＳＢＩ証券が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメントによる売出

しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合があり

ます。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は、2023年９月８日開催の取締役会において、株式

会社ＳＢＩ証券を割当先とする当社普通株式19,500株の第三者割当増資の決議を行っております。また、株

式会社ＳＢＩ証券は、名古屋証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を

上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

４．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（2,430円）で算出した見込額でありま

す。

６．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

売出価格
（円）

申込期間
申込株数単位

（株）
申込証拠金

（円）
申込受付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１．

自　2023年
10月５日(木)
至　2023年
10月11日(水)

100
未定

(注)１．

株式会社ＳＢ
Ｉ証券の本店
及び営業所

－ －

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、利息をつけませ

ん。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場（売買開始）日の予定で

あります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」

に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。なお、オーバーア

ロットメントによる売出しに係る株券は、発行されません。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．株式会社ＳＢＩ証券の販売方針は、「第２　売出要項　２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出

し）　(2）ブックビルディング方式」の（注）７．に記載した販売方針と同様であります。
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募集株式の種類及び数 当社普通株式　19,500株

募集株式の払込金額 未定（「第１　募集要項」に記載の募集株式の払込金額と同一とする。）

割当価格 未定（「第１　募集要項」に記載の募集株式の引受価額と同一とする。）

払込期日 2023年11月８日

増加資本金及び資本準備金に

関する事項

増加する資本金の額は、割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。また、増加する資本準備金の額は、資本金等

増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。

払込取扱場所
東京都立川市曙町二丁目13番３号

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　立川支店

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．名古屋証券取引所メイン市場への上場について

　当社は、「第１　募集要項」における新規発行株式及び「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式

について、株式会社ＳＢＩ証券を主幹事会社として、名古屋証券取引所メイン市場への上場を予定しております。

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について

　オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である細沼順人（以下「貸株人」という。）より借入れる株式であります。これに関連し

て、当社は、2023年９月８日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とする当社普通株式19,500株の第三者割

当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を行うことを決議しております。本件第三者割当増資の会社法上の

募集事項については、以下のとおりであります。

　主幹事会社は、当社株主から借受けた株式を、本件第三者割当増資による株式の割当て又は下記のシンジケートカ

バー取引もしくはその双方により取得した株式により返還します。

　また、主幹事会社は、上場（売買開始）日から2023年11月２日までの間、オーバーアロットメントによる売出しに

係る株式数を上限とし、当社株主から借受けている株式の返還に充当するために、シンジケートカバー取引を行う場

合があります。

　なお、主幹事会社は、シンジケートカバー取引により取得した株式数については、割当てに応じない予定でありま

すので、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数が減少する、又は発行そのものが全く行

われない場合があります。

　また、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わない

か、又は買い付けた株式数が上限株式数に達しなくともシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

３．ロックアップについて

　本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である細沼菜穂子並びに当社株主かつ貸株人であ

る細沼順人、当社株主である細沼理恵及び成友興業従業員持株会、当社新株予約権者である元石真祐美、萩森孝紀、

鈴木裕、新富明男、藤盛諭、新井和史、塩浦智之、隅田貴広、小島祥樹、紺野勝、木下実、越田秀克、金子守、惟村

宣治、青木泰三、石岡利美、髙橋伸治、清水寿敏、計良浩介、斉藤衛及び北垣栄一は、主幹事会社に対し、元引受契

約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の2024年４月９日までの期間（以下「ロックアップ期

間」という。）中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取引受に

よる売出し、オーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡すことは除く。）は行わない旨合

意しております。

　また、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の

発行、当社株式に転換若しくは交換される有価証券の発行または当社株式を取得若しくは受領する権利を付与された

有価証券の発行等（ただし、本募集、株式分割及びオーバーアロットメントによる売出しに関連し、2023年９月８日

開催の当社取締役会において決議された主幹事会社を割当先とする第三者割当増資等を除く。）を行わない旨合意し

ております。

　なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部若しくは全部につき解除できる権限を有しております。

　上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者割当等による募

集株式等の割当等に関し、割当を受けた者との間に継続所有等の確約を行っております。その内容については、「第

四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照下さい。
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回次 第47期 第48期

決算年月 2021年９月 2022年９月

売上高 （千円） 11,856,502 11,071,170

経常利益 （千円） 373,702 311,961

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 236,939 279,197

包括利益 （千円） 246,623 249,149

純資産額 （千円） 3,471,576 3,674,789

総資産額 （千円） 11,181,826 10,520,648

１株当たり純資産額 （円） 2,763.77 2,925.56

１株当たり当期純利益 （円） 188.63 222.27

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益

（円） － －

自己資本比率 （％） 31.05 34.93

自己資本利益率 （％） 7.05 7.81

株価収益率 （倍） － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 729,410 514,884

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △81,761 36,841

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △564,639 △1,040,410

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 1,675,971 1,187,287

従業員数
（人）

250 247

（外、平均臨時雇用者数） (146) (140)

第二部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

３．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者（パートタイ

マー、派遣社員、契約社員を含む。）の年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

４．第47期及び第48期の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和51年大蔵省令第28号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査を受けております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第48期の期首から適用してお

り、第48期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準を適用した後の指標等となっております。
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回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 2018年９月 2019年９月 2020年９月 2021年９月 2022年９月

売上高 (千円) 10,631,972 10,080,610 10,682,026 11,437,448 10,737,287

経常利益 (千円) 412,270 378,818 338,067 339,638 301,685

当期純利益 (千円) 279,601 245,103 204,444 222,411 276,870

資本金 (千円) 293,775 293,775 293,775 293,775 293,775

発行済株式総数 (株) 418,700 1,256,100 1,256,100 1,256,100 1,256,100

純資産額 (千円) 2,735,013 2,976,003 3,182,416 3,389,390 3,590,275

総資産額 (千円) 12,063,167 11,822,912 11,211,661 11,035,768 10,415,971

１株当たり純資産額 (円) 2,177.39 2,369.24 2,533.57 2,698.34 2,858.27

１株当たり配当額
(円)

－ － 20.00 20.00 40.00
（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 226.19 195.13 162.76 177.06 220.42

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 22.67 25.17 28.38 30.71 34.47

自己資本利益率 (％) 10.88 8.58 6.42 6.77 7.93

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － 12.3 11.3 18.1

従業員数
(人)

222 221 224 232 229

（外、平均臨時雇用者数） (－) (－) (－) (1) (2)

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１．第44期及び第45期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりま

せん。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者（パートタイマー、派遣社

員、契約社員を含む。）の年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

５．第47期及び第48期の財務諸表については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年

大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき監査法人Ａ＆

Ａパートナーズの監査を受けております。なお、第44期、第45期及び第46期については「会社計算規則」

（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しており、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に基づき監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査を受けておりません。

６．当社は、2018年11月19日開催の取締役会決議により、2018年12月20日付で普通株式１株につき３株の株式分

割を行っておりますが、第44期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり純資産額及び１

株当たり当期純利益を算定しております。

７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第48期の期首から適用してお

り、第48期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準を適用した後の指標等となっております。
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年月 概要

1975年３月 　建材（砕石）の販売業務を行うことを目的として、東京都福生市にて会社設立

1979年10月 　産業廃棄物収集運搬業の許可を取得し収集運搬業開始

1980年７月 　建設業許可取得

1990年９月
　秋川工場稼働（現あきる野工場）産業廃棄物（がれき類）中間処理業の許可を取得し環境事業（産業廃棄物処

　理事業）開始

1993年１月 　本社を移転（東京都あきる野市草花字下モ川原87番地12）

2001年５月 　品質マネジメントシステムISO9002認証取得（現ISO9001へ移行）

2003年12月 　あきる野事業所で新プラント稼働（汚泥処理施設）

　無機質汚泥造粒固化処理施設（固定式）許可取得

2005年４月 　新社屋完成、本社を移転（東京都あきる野市草花1141番地1）

2007年５月 　建設業を営む株式会社ウィルコン（東京都福生市）を吸収合併

2009年２月 　環境マネジメントシステムISO14001認証取得

2009年４月 　東京支店を開設（東京都中央区八丁堀）

2009年７月 　城南島事業所稼働（現城南島第一工場、東京都スーパーエコタウン事業選定施設）

2010年２月 　東京都優良性基準適合認定制度における産廃エキスパートとして認定（中間処理・収集運搬）

2010年11月 　城南島第一工場が全国初（日本産業標準調査会の取得者一覧より）、コンクリート用再生粗骨材H（JIS　

A5021）の認証取得

2011年３月
　城南島第一工場が改正土壌汚染対策法（2010年４月施行）に基づく東京都初（許可番号順に基づく）の汚染土

壌処理業許可取得

2014年３月 　土壌汚染対策法に基づく指定調査機関（土壌調査）の指定

2016年１月 　東京支店を移転（現東京本店、東京都中央区京橋二丁目13番10号）

2016年８月 　成友セキュリティ株式会社の全株式を取得し連結子会社化

2017年１月 　城南島第二事業所稼働（現城南島第二工場　東京都スーパーエコタウン事業選定施設）

計量証明事業の登録により環境ソリューション事業（環境分析）開始

2017年12月 　城南島第一工場が東京都初（東京都環境公社の施設認証リストより）、再生砕石民間基準「東京ブランド“粋

な”えこ石」の施設認証取得

2018年11月 　成友株式会社(現 令友工業株式会社）（東京都大田区）を連結子会社として設立

2021年10月 　環境事業から環境ソリューション事業をセグメントとして独立し、環境エンジニアリング事業を開始

2021年12月
　公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団　建設汚泥再生品等の有価物該当性に係る認証において第１号認証

取得（城南島第一工場）

２【沿革】
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３【事業の内容】

　　当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されており、首都圏を中心に、環境事業として建設系産業廃棄

物及び汚染土壌(（注）１)等（以下、「廃棄物等」という。）の収集運搬及び中間処理並びに再資源化（以下、「廃棄

物処理業」という。）、建設事業として都市インフラ等の道路舗装・土木・土地造成・上下水道工事を主な事業内容と

しております。

　　なお、事業の区分は「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　（１） 連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント

の区分と同一であります。

　当社グループの特徴は、環境事業、建設事業及び環境エンジニアリング事業を兼ね備えていることにより、事業間ま

たは他企業との再資源化を経営戦略の中に取り込んでいることです。必ずしも当社内で完結したサイクルではありませ

んが、建設現場で発生する廃棄物等を環境事業で再資源化して再び建設事業で再利用し、さらに環境ソリューション機

能を加えることで調査分析から収集運搬・中間処理・再利用までのワンストップ体制を整えております。こうした地球

環境にやさしい事業運営システムを当社では「e Synergy System」（注）２と呼び、都市インフラの更新（以下、「都

市更新」（注）３という。）に貢献できる事業を展開しております。

（注）１．土壌汚染対策法における基準値を超過している土壌です。

（注）２．建設現場で発生した廃棄物等を、環境事業の自社処理施設で建設資材やセメント原料へ再資源化して、再び建

設現場で使用するという資源リサイクルを実現する当社独自の概念であります。

（注）３．コンクリート等の耐用年数や機能性等の老朽化・陳腐化の観点から都市インフラは数十年単位で建替等のリニ

ューアルが必要になるという業界で広く共有されている考え方です。

　（１）環境事業

　　2022年９月期において、当社グループの連結売上高の約54％を占めております。当社が中間処理を受託している

主な取扱品目は、がれき類（（注）４）、建設発生土（（注）５）、建設汚泥（（注）６）、汚染汚泥（（注）

７）、工場系汚泥（（注）８）及び汚染土壌（（注）１）です。各処理施設の取扱い品目及び処理方法は、下図の

とおりです。

（注）４．建物の新築や改築・解体に伴って生じたコンクリート破片ないしアスファルト破片です。

（注）５．建設工事から搬出される土砂であり、埋立てや盛土の材料として土地造成などに利用できる有用な再生資源で

あり、資源の有効な利用促進に関する法律において、再生資源として利用が促進することが特に必要な建設

副産物とされており、産業廃棄物処理法には該当しません。

（注）６．建設工事にかかわる掘削工事から生じる泥状の掘削物及び泥水です。

（注）７．汚染土壌（（注）１）と同等レベルの有害物質を含む環境リスクの高い（土壌環境基準を超過した、産業廃棄

物基準値以内）泥状の掘削物及び泥水です。

（注）８．汚染汚泥のうち、製造メーカーの製造過程で排出される汚泥を工場系汚泥と定義しております。

図　保有処理施設及び取扱い品目について

　　建設（建築）現場から当社または他社のダンプトラックにて収集運搬し、がれき類は破砕しふるい分けにより大

きさを調整し再生砕石として、建築（建設）業者などに販売しております。汚染汚泥、汚染土壌等については、城

南島第一工場もしくは城南島第二工場で受け入れています。城南島第一工場では、薬剤による含水率調整や異物除

去（乾式処理）、城南島第二工場では水を用いたふるい分け（湿式処理）を行います。中間処理によって取り出さ

れた砂利や砂は、建設工事現場で埋戻し用の砕石や砂として販売し再利用されます。中間処理の最終過程で生じた

残さ物は、セメント原料の粘土代替品として日本各地のセメント工場へ出荷し再資源化されます。粘土代替品は、

当社が処理費用（運搬費を含む）を負担してセメント工場へ処理を委託しております。汚染のない建設汚泥は、あ

きる野工場で薬剤による含水率調整（乾式処理）を行い建設工事の埋戻し材（改良土）として利用されます。中間
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処理業については東京都内で、新規の施設建設には建設候補地が少ないため参入障壁が高く、かつ首都圏では都市

更新は継続されるため、今後も安定した事業成長を見込んでおります。

　　当社では収集運搬に用いる車両を合計83台（2023年７月31日現在）保有し、主に東京都内の収集運搬を行ってお

り、東京都内のほか、千葉県、埼玉県、神奈川県、山梨県、静岡県、群馬県、栃木県、福島県、長野県、茨城県、

新潟県と関東地方を中心に収集運搬許可エリアを拡大しております。中間処理施設は、東京都内に３ヶ所ありま

す。（東京都多摩地域１ヶ所、東京都大田区２ヶ所）そのため、都内で排出される建設系廃棄物を全域に渡りカバ

ーすることが可能です。当社は、これらの施設及び車両を活用して、東京都内を中心に収集運搬、中間処理のサー

ビスを提供しております。一般的に、リサイクルが困難な廃棄物などは最終処分として埋め立てますが、当社では

最終処分業の許可は有しておりません。

　　環境事業における系統図は下図のとおりです。
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　（２）建設事業

2022年９月期において、当社グループの連結売上高の約40％を占めております。

首都圏における、国土交通省及び東京都をはじめとする、国及び地方公共団体発注の公共工事の元請、及び大手

ゼネコン等が受注した公共工事等の下請を中心に事業展開しております。

対象工事は幹線道路の整備等に関する舗装工事及び一般土木工事であります。工事受注後は、当社の現場代理人

が合材メーカーや協力会社等より材料の発注及び労務・機械・外注を手配します。公共工事や民間工事を工期内に

適切な品質で施工管理し、竣工検査の後、発注者への引き渡しを行います。

建設事業における系統図は下記のとおりです。
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　過去５年間における東京都内での施工状況（下請工事を除く）です。現在都内３か所（多摩西事業所、多摩北事

業所、城東事業所）に事業所を開設し、東京都の受注がメインとなっておりますが、今後は隣接する他県への事業

拡大も検討しております。

東京都内の道路舗装工事を中心に施工管理（工程・原価・品質・安全・環境管理）を行う

（３）環境エンジニアリング事業

環境エンジニアリング事業は、土壌汚染対策工事業務、環境計量証明業務、指定調査機関業務を行っており、主

に大手ゼネコン等から受注しております。

指定調査機関業務は、当社の技術者が調査計画の立案から調査を実施し調査結果を顧客に提出します。土壌汚染

対策工事業務は、当社の技術者が指定調査機関業務に基づいて汚染土壌の掘削除去等の目的に応じた対策を行いま

す。環境計量証明業務では、土壌や水を対象に濃度分析や自社製品の化学性状の品質管理等を行っております。

これら３つの業務はそれぞれ個別受注の場合や複数業務を一括受注する場合があります。例えば、汚染土壌調査

にてサンプリングした土壌等を環境計量証明業務にて分析を行う場合や指定調査機関業務後、土壌汚染対策工事を

実施する場合があります。また、掘削除去工事において掘削した汚染土壌等を当社の工場に搬入して処理を実施す

る事業間連携もあります。
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　（４）その他

連結子会社である成友セキュリティ㈱は、東京都西多摩地区（注９）を中心として、主に都内全域を対象として

交通誘導警備と雑踏警備を行っております。

交通誘導警備では建築・土木・工事現場等で搬出入誘導、第三者安全確保を行い、雑踏警備では人が多く出入り

する展示会やスポーツ大会、お祭りや祭礼行事等、各種イベント会場において、第三者の安全を円滑に確保してお

ります。

（注）９．東京都多摩地域の地域区分の一つで、多摩西部を指す地域名であり、範囲は現在及び過去の西多摩郡に当たる

地域全域を指します。この範囲に属する市町村は、青梅市、あきる野市、福生市、羽村市、瑞穂町、日の出

町、奥多摩町、檜原村となります。

成友セキュリティ㈱における系統図は下記のとおりです。

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）
東京都福生市 50,000 その他 100

警備業務の委託
駐車場用地の賃借
役員の兼任１名

成友セキュリティ㈱
（注）２

（連結子会社）
東京都あきる野市 30,000 建設事業 100

建設工事（技術者等の労務
提供を含む）
役員の兼任１名

令友工業㈱
（注）２

４【関係会社の状況】

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
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2023年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

環境事業 119 （－）

建設事業 86 （2.5）

環境エンジニアリング事業 9 （2.0）

報告セグメント計 214 （4.5）

その他 6 （137.9）

全社（共通） 25 （－）

合計 245 （142.4）

2023年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

226 （2.0） 40.4 8.1 5,847,919

セグメントの名称 従業員数（人）

環境事業 119 （－）

建設事業 73 （－）

環境エンジニアリング事業 9 （2.0）

報告セグメント計 201 （2.0）

全社（共通） 25 （－）

合計 226 （2.0）

５【従業員の状況】

　（１）連結会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パート

タイマー、派遣社員、契約社員を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び内部監査

部門に所属しているものであります。

　（２）提出会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣

社員、契約社員を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び内部監査

部門に所属しているものであります。

　（３）労働組合の状況

当社グループには労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。

　（１）経営方針

当社グループは、環境事業、建設事業及び環境エンジニアリング事業を営み、事業間において常に先を見据え、

または他企業と再資源化を推進する（当社では、「e Synergy System」と呼んでいます。）ことで、再開発等の都

市更新を下支えし、将来を先取りした（当社では、「Think ahead」と呼んでいます。）企業を目指して、事業活

動を行っております。

当社グループの属する産業廃棄物処理業界・汚染土壌処理業界・建設業界と関連性が高い国内建設市場は、高度

成長期以降に整備された首都高速道路、地下鉄、一般道路等の都市インフラの老朽化に伴い、それらの更新時期を

迎えていることから、引き続き建設廃棄物処理に対する旺盛な需要が継続する見通しであります。更には羽田空港

アクセス線やリニア新幹線など大型プロジェクトも控えており、益々その重要性が増していると考えております。

これまで携わった都市開発事業や公共工事は、現在では東京都の観光地やランドマーク、また日常生活に必要不

可欠なインフラとして、未来に繋がっていく事業であります。そのため当社の使命は、都市更新に伴い排出される

廃棄物を可能な限り優良な製品として社会に還元し、地域社会と地球環境に貢献しながら都市更新を下支えしてい

くことであります。長年構想してまいりました再生骨材の普及については、カーボンハーフやカーボンニュートラ

ルが追い風となり、再生骨材の付加価値とすべく信頼できるパートナーとともにプロジェクトに積極的に取り組ん

でまいります。

　（２）経営環境

当社グループの環境事業が属する産業廃棄物処理業の推定市場規模は約5.3兆円となっております。（注）１

今後も前述のような都市更新が控えている他、地球環境・生活環境の向上に対する国・地方自治体・国民の意識

はますます高くなり、ライフサイクルアセスメント（注２）の観点からも新材を山などから切り崩して利用するよ

り、再生材を再資源化し建設現場で利用していただくほうがCO2（二酸化炭素）の排出量は少ないため、2030年の

カーボンハーフ、2050年のカーボンニュートラルの目標達成には再生品の利用が、ますます加速していくと想定し

ております。さらに2023年5月に施行された盛土規制法に伴い、今後は建設発生土の取扱いは、厳格な運用となる

と考えられております。

一方で産業廃棄物処理業界及び汚染土壌処理業界においては事業者のほとんどが従業員100人未満の中小零細企

業で占められているなか、規模の経済やコスト競争力の向上を目指す大手事業者による業務提携・M&Aの動きが活

発化するとともに、競争が一段と激化しております。（注）３

また、当社グループの建設事業が属する首都圏の建設業界においては、大規模震災に備えた国土強靭化計画及び

再開発が進んでおり、建設投資は引き続き拡大する傾向にあると考えられます。一方、建設就業者数は1997年（約

685万人）をピークとして減少が続いており、2021年はピーク時比70.8%の約485万人であります。また全産業と比

べて高齢化が進んでいることから、建設業の生産体制を将来にわたって維持していくためには、若年者の入職促進

と定着による円滑な世代交代が不可欠であります。（注）４

さらに働き方改革の一環として時間外労働の上限が適用される建設業の2024年問題が喫緊の課題とされており、

次世代に即した労働環境構築が必要となっております。今後は、環境事業においては、処理設備の充実及び土壌汚

染調査・処理技術の向上に努め、建設事業においては、地域のまちづくりや災害時の救命・地域復興の担い手とし

ての使命を果たすべく技術の向上に努めるとともに、他社との差別化をより一層進展させ、業容の拡大を図ってま

いります。
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　（３）経営戦略等

　当社グループは、各省庁及び各地方自治体への受注先の多角化、技術者の育成、処理能力の増強や取扱品目の拡

大と継続したコスト削減により、さらなる売上成長と利益率の向上を目指してまいります。中長期的には、事業の

高度化を推進し進化していくため、以下の施策に取り組んでまいります。

　　①中期経営計画期間における施策

a.環境事業

　当社環境事業は、リサイクル率99％以上を目指しており、当社処理施設にて中間処理を行うことで、これまで培

った資源循環の環を活かし、首都圏の都市形成の一助となる事業の高度化を推進し、事業の高度化により、売上成

長と利益率の向上に繋げてまいります。

　具体的な売上高及び利益率の増加策として、建設現場から搬入される建設系廃棄物に加え、通常では埋立処分さ

れていた廃棄物を受入れる予定でおり、産業廃棄物処分業許可変更により、受入品目を拡大し、処理施設の処理量

の向上により、売上高の増加に繋げてまいります。また、盛土規制法により、建設発生土の利用が厳格化するな

か、当社で中間処理を施した砂や浄化済土壌は、徹底した品質管理がされており、顧客にとり、安全に安心して全

国各地建設現場で利用ができるため、利用量の増加を目指しております。さらに、今後のカーボンニュートラルに

向けて、信頼できるパートナー企業とともに、脱炭素社会への転換を見据え、プロジェクトに積極的に取り組んで

まいります。

b.建設事業

建設事業は東京都23区を成友興業が、多摩地域を連結子会社の令友工業が担うという計画を有しています。その

理由は、東京都の発注工事の中でも2.5億円以上の大型案件については、本社のある地域によって23区と多摩地域で

分かれており、当社は現状では本社が多摩地域にあることから23区の大型案件には申し込みが出来ない状況となっ

ています。令友工業の東京都の入札参加資格を現在のDからCへランクアップさせることで、東京都の大型案件（入

札予定価格で、舗装：２億円未満・土木：3.5億円未満）を申し込める状況になった時には速やかに成友興業の本社

を23区内へ移転する予定であります。

　中期経営計画初年度の来期は、一人当たり売上を増加させるために、一件あたりの受注額に限界がある舗装（１

～1.5億円前後）中心の状況から一件あたりの受注額の増加が見込める一般土木（1.5～2.5億円前後）の受注を増や

します。近年長期化している準備期間や竣工後の書類作成期間を考慮すると、１億円前後の案件を年２回受注する

より、２億円前後の案件を年１回受注した方が、効率よく売上を上げることができます。経験豊富な入社10年以上

の各事業所の社員を中心に舗装から土木へ移行していきたいと考えております。今後は東京都23区と多摩地域の棲

み分けと同時に、事業継承及び類似会社のグルーピングを含めた首都圏への事業拡大も考えております。現在は、

入札参加資格の関係上、東京都中心の施工となっておりますが、首都圏において各省庁・各自治体の施工実績を積

み上げてまいります。また、働き方改革に向けて、バックオフィスを担う部署の採用を強化し、各事業所に配属す

ることによって労働基準法改正への対応も進めてまいります。

＜首都圏への事業拡大＞

c.環境エンジニアリング事業

　環境エンジニアリング事業については土壌汚染対策工事業務、環境計量証明業務、指定調査機関業務の各業務の

増員を通して、組織力の強化を図ると共に土壌汚染対策工事の元請受注へ繋げる予定であります。

　（４）経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、持続的な収益向上の為、売上高の成長とともに、売上総利益率を経営指標の重要な目標とし

て、企業価値の最大化を図ってまいります。売上高の成長は、環境事業においては設備の稼働率の向上、建設事業

においては経営事項審査を通じた受注能力の向上にそれぞれ寄与します。売上総利益率についてはセグメント毎の

売上総利益率を把握することで、セグメント毎の事業戦略を見直すことを可能にします。

当社グループでは売上高、売上総利益の予算達成のために各セグメント別に中期経営計画に即したKPIを設定し

ており、毎月取締役会において報告しております。環境事業ではあきる野工場開発に伴う受入量の増加、工場系汚

泥の受注状況、ＤＭＥ工法（磁力選別）による生産量を指標としております。建設事業では、大型案件受注件数、

発注者（国土交通省、東京都）別かつ工種別のランクアップ、技術者の資格取得状況を指標としております。環境

エンジニアリング事業では、土壌汚染対策工事業務、環境計量証明業務、指定調査機関業務の各業務別の売上高の

目標達成状況を指標としております。
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　（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社グループは、e Synergy Systemを推進し再開発等の都市更新を下支えし、将来を先取りした（Think ahead）

企業となるべく中期経営計画に則り売上高及び売上総利益の向上を目指しております。また、企業として永続的な

成長を進めるために以下の施策に取り組んでまいります。

　　① 人材の育成及び確保

人材の確保については、今後、更なる知名度・社会的信用の向上により、今まで以上により多くの優秀な人材を

採用する方針です。人材の育成については、採用した人材を集めて階層別の研修を充実させることで、リーダーシ

ップの取れる人材や業界の中核となる人材として育成し、成長著しい人材の中からゼネラリストとして企業経営を

担うことが出来るまで教育研修を徹底します。これらの施策により現在の当社の課題の１つである後継者の育成に

つなげてまいります。

　　② 環境問題・再生資材活用への対応

環境事業におけるさまざまな規制や、建設事業における再生資材の使用の推奨及び義務化等は、強化される傾向

にあります。また今後も継続される首都圏の再開発やインフラ整備において、新たな環境・再資源化問題が顕在化

することも考えられます。当社グループの強みである事業運営システム「e Synergy System」は、持続可能で地球

環境にやさしい都市更新を支えるための重要な要素になると考えております。この「e Synergy System」を駆使

し、地球環境に貢献してまいります。

③ 技術の向上

　2030年のカーボンハーフ、2050年までのCO2のカーボンゼロに向けて、各産業はカーボンリサイクルへの過渡期を

迎えております。当社で取り扱う廃コンクリート塊や再生建設資材（再生砕石や再生骨材等）へのCO2固定化（リサ

イクル・コンクリート）について、今後その役割はより一層重要になってくると考えられます。

　廃棄物から素材との認識を深め、産学共同の実証実験等を活用しながら、地域社会と地球環境へ一層の貢献がで

きるよう多様なパートナー企業とともに技術を向上させ、ESG施策にこれまで以上に積極的に取り組みます。

④ 財務体質の更なる強化

当社グループの環境事業は装置産業であり、新規の中間処理施設の設置等には多額の資金を要します。大型の設

備投資による財務体質への悪影響を緩和するために、財務体質の更なる強化を進め、盤石な経営及び安定した収益

構造の構築に努めてまいります。

（注）１．出所：環境省「平成23年度産業廃棄物処理業実態調査業務報告書」

２．ライフサイクルアセスメント；サービスのライフサイクル全体（資源採取―原料生産―製品生産―流通・

　　消費―廃棄・リサイクル）又はその特定段階における環境負荷を定量的に評価する手法

３．出所：（公社）全国産業廃棄物連合会（現（公社）全国産業資源循環連合会）「ＩＮＤＵＳＴ」2017年10

　　月号２～11頁「静脈産業における業界再編」

４．出所：一般社団法人日本建設業連合会　建設業デジタルハンドブック
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認可年月日 所管官庁等 許認可等の名称 許認可等の内容 許可番号 有効期限

2017年９月28日 東京都 産業廃棄物処分業 処分（中間処理） 第1320009089号 2024年９月27日

2017年９月28日 東京都 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第1300009089号 2024年９月27日

2017年６月29日 埼玉県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第01102009089号 2024年６月28日

2022年７月14日 神奈川県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第01402009089号 2029年６月８日

2018年１月11日 千葉県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第01200009089号 2024年９月18日

2018年７月10日 山梨県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第01900009089号 2025年７月９日

2019年12月27日 静岡県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第02201009089号 2024年12月26日

2020年５月25日 群馬県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第01000009089号 2025年５月24日

2020年７月２日 栃木県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第00900009089号 2025年７月１日

2020年７月３日 福島県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第00707009089号 2025年７月２日

2020年７月８日 長野県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第2009009089号 2025年７月７日

2020年８月27日 茨城県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第00801009089号 2025年８月26日

2020年９月15日 新潟県 産業廃棄物収集運搬業 収集・運搬 第01509009089号 2025年９月14日

2007年12月27日 東京都
廃棄物再生事業者登録

（あきる野工場）
がれき類及び汚泥の

再生事業
第10021号 なし

2018年３月６日 東京都
廃棄物再生事業者登録
（城南島第一工場）

がれき類の再生事業 第365号 なし

2021年３月５日 東京都
一般廃棄物処理届出受理

施設
がれき類の破砕施設 ２環多廃-第30号 なし

法令違反の要件及び
主な許認可取消事由

・役員及び主要な株主が、禁固刑以上の刑に処せられた場合、廃棄物処理法その他生活環境の保
全を目的とする一定の法令に違反し、又は刑法の傷害罪等の罪を犯し、罰金の刑に処せられた場
合は、欠格要件に該当し、産業廃棄物処分業及び産業廃棄物収集運搬業の許可が取り消されます
（法第14条第5項第2号）。
・産業廃棄物処理基準、産業廃棄物保管基準に違反した場合には、改善命令・事業停止等の行政処
分の対象となります（法第19条の５、法第13条の３）。
・産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」という。）を交付せず、又はこれに虚偽の記載をした
等の場合には、事業停止等の行政処分の対象となるほか、刑事罰の対象となります。
・産業廃棄物処理施設の構造及び維持管理が、技術上の基準又は維持管理計画に適合していない
等の場合には、改善命令の対象となります（法第15条の２の７）。

２【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性のあると認識している主要なリスクは、以下のとおりであります。

当社グループとして必ずしも重要なリスクとは考えていない事項についても、投資判断、あるいは当社グループの事業

活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者及び株主に対する積極的な情報開示の観点から記載してお

ります。なお、本項の記載事項は、当社株式への投資に関するすべてのリスクを網羅したものではありません。

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。

　（１）法的規制ならびに許認可の更新と取消し要件について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

　　　当社グループは以下のとおり事業毎に法的規制及び条例・指導要綱（以下、「法的規制等」という。）を受けてお

り、これら法的規制等の基準や要件に基づいて産業廃棄物収集運搬業及び処分業、汚染土壌処理業、建設業など必要

な許認可を取得しております。

当社グループでは、コンプライアンスを周知徹底するため、従業員研修の定期的な実施、事例の共有、講習会の受

講及び各種資格取得の奨励などを図っております。しかし、万が一、これら法的規制等の基準や要件に当社グループ

が適合しなくなった場合には、営業の停止命令や許可取消し、あるいは許認可の更新がなされなくなる等の行政処分

が下され、当社グループの事業展開に影響を与える可能性があります。また、これら法的規制等が改正又は新たに制

定される場合、その内容によっては事業機会が減少する可能性も考えられます。

①産業廃棄物処理業関係

　　当社グループの環境事業は、建設工事現場等で発生した産業廃棄物の収集運搬及び破砕・脱水・造粒固化等の中間

処理を行っており、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、本書全体において「廃掃法」という。）の規制

を受けております。

（産業廃棄物処理業等：当社）
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認可年月日 2002年９月19日

許認可等の名称 一般貨物自動車運送事業

許可番号 関自貨第448号

所管官庁等 国土交通省

許認可等の内容 貨物自動車による運送業務を行うもの

有効期限 なし

法令違反の要件及び主な許認可取消事由

「貨物自動車運送事業法」に規定された過労運転の防止その他輸送の安
全を確保するため適切な計画を有しない等の基準に適合しない場合（第６
条）や欠格事由（第５条）に該当する場合、もしくは有償で旅客の運送を
行い、「道路運送法」第83条により許可の取消しを受けた場合等。

認可年月日 所管官庁等 許認可等の名称 許認可等の内容 許可番号 有効期限

2021年３月31日 東京都
汚染土壌処理業許可

（城南島第一工場）

浄化等処理施設（浄化（抽出－
磁力選別）・不溶化）

分別等処理施設（異物除去・含
水率調整）

第0131001001号
2026年

３月30日

2022年１月23日 東京都
汚染土壌処理業許可

（城南島第二工場）

浄化等処理施設（浄化（抽出―
洗浄処理）・不溶化）

分別等処理施設（異物除去・含
水率調整）

第01310010003号
2027年

１月22日

法令違反の要件及び
主な許認可取消事由

「土対法」に規定された無許可の事業内容変更、委託契約、管理票虚偽記載等の違法行為（第
23条、第24条、第25条）ならびに欠格要件（第22条第3項第2号）に該当する場合等。

認可年月日 所管官庁等 許認可等の名称 許認可等の内容 許可番号 有効期限

2019年２月12日 環境省 指定調査機関
土壌汚染対策法に規定する

指定調査機関
環2019-3-0001

2024年
２月11日

法令違反の要件及び
主な許認可取消事由

「土対法」に規定された変更の届出（第35条）、業務規程（第37条第１項）または帳簿の備付け
等（第38条）に違反した場合ならびに欠格条項（第30条第１号及び第３号）に該当する場合等

認可年月日 所管官庁等 許認可等の名称 許認可等の内容 許可番号 有効期限

2017年１月５日 東京都 計量証明事業登録
区分；濃度（水又は土壌中

の物質の濃度）
第1398号 なし

法令違反の要件及び
主な許認可取消事由

「計量法」に規定された事業所の所在地の変更等の届出（第59条第１項）、事業規程の届出（第
110条第１項）を行っていない場合、計量証明事業についての不正の行為をした場合等

（一般貨物自動車運送事業：当社）

②汚染土壌処理業及び指定調査機関関係

　　当社グループの環境事業は、産業廃棄物処理業と同様に、建設工事現場等で発生した特定有害物質を含む汚染土壌

等に洗浄・不溶化等の中間処理を行い、セメント原料となる改質土としてセメント会社へ提供しており、「土壌汚染

対策法」（以下、「土対法」という。）の規制を受けております。

　　また、工場跡地等の不動産の売買や再開発等に際して、「土対法」に基づく土壌汚染状況調査は環境大臣による指

定を受けた「指定調査機関」が行うこととされており、当社グループは当該指定を受けております。

（汚染土壌処理業：当社）

（指定調査機関：当社）

③計量証明事業関係

　　当社グループは土壌中の有害物質の分析や廃棄物の成分分析等を行う「計量証明事業」の認定を受けており、「計

量法」の規制を受けます。

（計量証明事業：当社）
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区　　　分 当　　社

認可年月日 2023年５月12日

所管官庁等 国土交通省

許認可等の名称 特定建設業

工事の種類

土木工事業

とび・土工工事業

舗装工事業

水道施設工事業

造園工事業

解体工事業

許可番号 国土交通大臣許可（特-５）第22651号

有効期限 2028年５月11日

法令違反の要件及び主な

許認可取消事由

「建設業法」に規定された経営業務の管理責任者としての経験がある者を有しているこ

と等により許可要件を満たさなくなった場合（第７条、第15条）、許可申請書またはその

添付資料に虚偽の記載があった場合や重要な事実に関する記載が欠けている等により欠格

要件に該当した場合（第８条、第17条）、もしくは建設業許可の更新手続きを取らなかっ

た場合（第３条第３項）等。

区　　　分 令友工業㈱

認可年月日 2019年３月19日 2020年9月8日

所管官庁等 東京都 国土交通省

許認可等の名称 一般建設業 測量業

工事の種類

土木工事業

とび・土工工事業

舗装工事業

水道施設工事業

測量業

許可番号 東京都知事許可（般-30）第150027号 登録第(1)-36213号

有効期限 2024年3月18日 2025年9月7日

法令違反の要件及び主な

許認可取消事由

「建設業法」に規定された経営業務の管理責任者としての経験がある者を有しているこ

と等により許可要件を満たさなくなった場合（第７条、第15条）、許可申請書またはその

添付資料に虚偽の記載があった場合や重要な事実に関する記載が欠けている等により欠格

要件に該当した場合（第８条、第17条）、もしくは建設業許可の更新手続きを取らなかっ

た場合（第３条第３項）等。

認可年月日 所管官庁等 許認可等の名称 許認可等の内容 許可番号 有効期限

2021年２月９日 東京都公安委員会 警備業認定
第２号警備業務（交通誘導及

び雑踏警備）
第30002059号

2026年
２月８日

法令違反の要件及び
主な許認可取消事由

不正な手段による認定や欠格事由に該当している場合(警備業法第８条)

④建設業関係

　　当社グループは、建設事業について「特定建設業」及び「一般建設業」の許可を取得しております。

⑤警備業関係

　　当社グループは、その他について「警備業」の許可を取得しております。

（警備業：成友セキュリティ㈱）
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規制法 監督庁

大気汚染防止法 東京都

水質汚濁防止法 東京都

下水道法 東京都

騒音防止法 東京都

振動規制法 東京都

⑥その他配慮すべき法令

　　その他、当社グループが事業を行う上で配慮すべき主な法令は、次に記載のとおりであります。当社グループがこ

れらの規制に抵触することになった場合には、何らかの行政処分や損害賠償請求を受ける可能性があり、当社グルー

プの事業展開に影響を与える可能性があります。

（当社）

　（２）首都圏における土木・建設工事への依存について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

　　　当社グループが事業基盤としている首都圏ではリニア新幹線関連工事、東京外かく環状道路整備事業をはじめとす

る大型プロジェクトに加え、老朽化したインフラの更新工事が目白押しであるだけでなく、東京圏国家戦略特別地域

で計画されている多くの都市再生プロジェクトも控えております。

　　　当社グループの環境事業、建設事業ともに、これらにかかる土木・建設工事に依存しております。

　　　今後これらのプロジェクトに大きな変更等があった場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。プロジェクトに変更がないか適宜行政協議の見通しを確認しております。

（３）入札の指名停止等について

（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　建設事業において、自治体に対しては、業者登録が必要であり、登録事業者が入札に参加することが可能となりま

す。

　しかしながら、入札手続及び施工において、不正または不誠実な行為があった場合には、業者登録が取り消され

る、あるいは入札の指名が停止され、自治体との契約ができなくなる可能性があり、これにより当社グループの事

業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

＜指名停止基準＞

① 指名競争又は一般競争参加資格審査申請

　地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）上、指名競争入札及び一般競争入札には参加要件が定められて

おります。また、指名競争入札又は一般競争入札に参加しようとする者が、契約の履行にあたり、故意に工事、製

造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質もしくは数量に関して不正の行為をしたとき等に該当すると認めら

れるときは、地方自治体はその者について３年以内の期間を定めて指名競争入札又は一般競争入札に参加させない

ことができます。

　また、必要があるときは、指名競争入札及び一般競争入札に参加する者に必要な資格として、あらかじめ、契約

の種類及び金額に応じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況を要件

とする資格を定められる可能性があります。 指名競争入札及び一般競争入札へのかかる参加資格の認定にあたっ

ては、あらかじめ地方自治体に資格審査申請を行う手続が定められていることがあります。

　このような資格審査申請手続において、虚偽の記載等があった場合は、指名競争入札及び一般競争入札参加資格

の認定は受けられず、認定後に発覚した場合には取り消されることがあります。かかる入札参加資格として、当社

グループは省庁及び都道府県を含む地方自治体における指名競争入札及び一般競争入札に参加するための資格とし

て、複数の資格を取得しております。かかる資格に関しては、各省庁や各地方自治体が定める指名停止等の措置要

領に定められた一定の事由（指名停止事由）に該当した場合には、指名停止措置を受け、一定期間入札に参加する

ことができなくなります。指名停止事由はこれを定める省庁又は地方自治体により異なりますが、入札参加資格審

査申請書等に虚偽の記載があった場合、安全管理措置の不適切による事故により死亡者又は負傷者を生じさせる等

した場合、入札妨害・談合を行った場合、関連業法に違反した場合等が定められることがあります。

② 入札行為

　独占禁止法違反や官製談合等の不正な入札行為を行った場合は、公正取引委員会から排除措置命令が行われま

す。排除措置命令を受けた場合は、営業禁止や営業停止の行政処分の他、国及び自治体から指名停止の処分が科

せられます。

（４）施工物の瑕疵について

　　（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

　　　建設事業において、施工品質の管理には細心の注意を払い徹底した施工管理を行っておりますが、万が一施工物に

瑕疵が生じた場合には、損害の賠償や修補費用などが生じるほか、工事成績評点への影響などが生じ、業績に影響を

及ぼす可能性があります。当社は安全・品質・環境部を設置し、ＩＳＯ規格に基づく徹底した品質管理を実施すると

ともに、社員教育の充実による施工技術の更なる向上を図り、リスク低減に努めております。
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（５）協力会社の減少について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

　　　当社グループが所属する建設業界及び産業廃棄物処理業界においては多数の代替業者が存在しますが、職員の高齢

化や新規入職者の確保難などにより慢性的な人材不足のほか、運送車両の不足により、当社グループが必要とする時

期に外注業者を確保することが出来なかった場合、機会損失により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

（６）収益変動リスクについて

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

　　　建設事業及び環境エンジニアリング事業の工事請負契約では、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識する方法を採用しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原

価の割合（インプット法）によっています。

　適切な原価管理に取り組んでおりますが、原材料価格や輸送費、労務費の上昇リスクを内在しており、これらの見

直しが必要になった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（７）資材の高騰について

　　（発生可能性：高、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　　　資材や薬剤の価格が高騰したにもかかわらず、請負金額に転嫁することが困難である場合、工事原価や処理原価の

上昇により利益率が低下する可能性があり、これにより当社グループの事業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

このリスクに対応するため、代替品や新たな処理方法の模索を継続的に行っております。

　（８）環境事業における業界競争の激化について

　　（発生可能性：高、発生時期：長期、影響度：中）

　　　環境問題への意識が高まる昨今の状況下、環境ビジネスの一角として廃棄物処理業への注目は今後一層高まるもの

と予想され、他業界からの新規参入に加えて、既存の競合他社による企業買収・提携等を活用した地理的な事業領域

の拡大や、提供するサービスの多角化を含む業界再編に伴う競争環境の変化により価格競争が激化する可能性があり

ます。

　　　特に当社グループが事業基盤としている首都圏では、リニア新幹線関連工事、東京外かく環状道路整備事業をはじ

めとする大型プロジェクトに加え、老朽化したインフラの更新工事が目白押しとなっている一方、他地域にはそのよ

うな大型プロジェクトは限られていることから、他地域の同業者が首都圏に参入する動きがみられております。

　　　当社グループでは首都圏に産業廃棄物処理施設３工場を有しており、優位性があると考えておりますが、受注競争

の激化や受託単価の低下によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　（９）セメント会社との取引関係について

　　（発生可能性：高、発生時期：長期、影響度：中）

　　　当社グループが受け入れた汚染土壌等は浄化・不溶化等を行ったうえで、セメント原料となる改質土に再資源化し

て当社が処理費用（運搬費を含む）を負担して全国各地のセメント工場へ提供しております。2022年９月期連結会計

年度における当該処理費用は2,711百万円となっており、処理費用の単価については各セメント会社との交渉にて決

定しておりますが、セメントの需給状況等によっては変動し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

　　　また、国内各地のセメント工場では設備の定期修理等に伴う半月から１ヶ月程度の生産停止を行う場合がありま

す。その停止時期は各工場で異なるため、当社グループは全国各地のセメント工場を確保しリスクを回避しておりま

すが、万一、セメント工場の生産停止時期が重なった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

　（10）廃棄物及び汚染土壌の受入量や受入時期が想定と相違する可能性について

　　（発生可能性：高、発生時期：長期、影響度：中）

　　　廃棄物及び汚染土壌は主に大手総合建設業者（会社）から受入れておりますが、現場毎の発生量を事前に予測する

ことが困難なうえ、何らかの事情で工事の着工時期や施工スケジュールが遅れる場合もあり、結果として当社グルー

プが処理する廃棄物及び汚染土壌の受入量や受入時期が想定と相違した場合、当社グループの財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

　（11）取引先の信用不安リスクについて

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

　　　当社グループでは、新たな取引先については契約前に取引先の反社調査及び信用調査を実施し、リスクの軽減を図

っていますが、発注者・協力業者などの取引先に信用不安が発生した場合には、貸倒れの発生や引当金の計上、工程

の遅延などにより業績に影響を及ぼす可能性があります。当社は与信管理規程に基づき、取引先の状況把握を定期的

に実施し、回収懸念の早期把握や軽減を図り、リスクの低減に努めております。

2023/09/06 17:27:15／23021056_成友興業株式会社_有価証券届出書（新規公開）

- 24 -



　（12）借入金への依存度について
　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）
　　　産業廃棄物処分業及び汚染土壌処理業は装置産業であり、施設設置には多額の資金を要します。当社グループにお

きましては、2017年１月に城南島第二工場を建設・稼働させたことにより有利子負債残高は2022年９月期連結会計年
度において約4,426百万円（有利子負債依存度約42.1％）となっております。そのため、金利の上昇傾向が続いた場
合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　（13）固定資産の減損について
　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）
　　　当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。当社グループが有する固定資産につい

て、今後収益性が悪化したと判断される場合や市場価格等が著しく低下した場合は、減損損失を認識する必要があ
り、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　（14）従業員の育成・確保について
　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）
　　　当社グループの事業は「廃掃法」、「土対法」及び「建設業法」並びに「警備業法」等の法的規制を受けておりま

す。いずれの事業も公共性が高く、専門的な知識・技術・ノウハウ等が必要であることから、当社では優秀な従業員
の育成・確保が重要な経営課題であると認識しております。

　　　このため、当社グループでは毎月開催している中央安全衛生委員会を通じて法令遵守意識を高め、適法適正かつ安
全な業務を周知指導するとともに、社内外の勉強会、講習会の受講及び各種資格取得の奨励等による人材育成に努め
ております。

　　　しかしながら、こうした指導や人材育成が十分である保証はなく、また計画どおりに従業員を確保することができ
なかった場合、業務や事業計画の遂行に支障が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性が
あります。

　　　当社は、働き方改革を推進した労働環境の構築や、採用後の資格取得への積極的な支援及び左記に基づく採用活動
の実施により、リスクの低減に努めております。

　（15）当社の代表取締役社長である細沼順人への依存について
　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）
　　　当社の代表取締役社長である細沼順人は、経営方針や戦略の決定、事業推進において中心的役割を果たしておりま

す。当社では同氏に過度に依存しない経営体制を構築するため、職務権限の委譲、合議制の推進等により同氏に依存
しない業務運営の実施に努めておりますが、同氏が何らかの理由により当社の経営に携わることが困難になった場合
には、業務の停滞等により当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　（16）建設施工及び処理施設における労働災害及び事故について
　　（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）
　　　当社グループは、建設現場での施工、廃棄物の収集運搬や廃棄物処理施設の設置、運営を行っているため、事業運

営の過程において、事故又は設備の欠陥もしくは誤作動等による死亡事故を含む労働災害が発生する可能性がありま
す。建設業法、労働関係法令その他関連法令を遵守するとともに、安全教育の実施、危険予知活動や点検パトロール
等に加え、各事業所でも毎月安全衛生協議会を実施しているほか、グループ全体で開催する安全大会等において、労
働災害及び事故を撲滅するため、起こりうる事故や発生した事故の情報共有と対策の立案、周知徹底を行っておりま
すが、万一、法令違反又は人身や施工物等に関わる労働災害及び事故が発生した場合、業績や企業評価に影響を及ぼ
す可能性があります。

　　　なお、最近において、当社が下請け業者として参加している工事で、当社従業員に労働災害が発生しております。
当該工事の事実関係は明らかになっており、その事実関係では 、当社が業法、施工上ならびに労働契約上の責任を
負うことはないと考えておりますが、何らかの事由により、当社が関係者から何らかの請求を受ける可能性がありま
す。

　（17）処理施設３工場における環境保全について
　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）
　　　環境事業は廃棄物及び汚染土壌等を扱っており、処理施設３工場では騒音、振動、粉塵、排水が発生いたします。

当社グループでは、これらが周辺の生活環境に害を及ぼさないように日常的に施設点検等を行っているほか、地元自
治体と取り交わした環境保全協定書に基づいて定期的な環境モニタリングを実施しております。

　　　しかしながら、万一、天変地異や人的過失等の不測の事態により環境汚染等が発生した場合、損害賠償請求を受
け、又は周辺の調査や浄化に係る義務を負うこととなる可能性があり、これにより当社グループの社会的信用が低下
し、施設の周辺地域からの支持を失い、新規の許認可の取得や既存の許認可の維持に支障を及ぼす可能性がありま
す。その結果、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（18）自然災害・火災等の発生について
　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）
　　　当社グループの処理施設３工場は東京都に集中しておりますが、大型の台風、地震、津波等の自然災害に見舞われ

た場合、建設現場の施工遅延、施設の操業停止や廃棄物の収集運搬・処理の遅滞が生じ、復旧に多額の費用を要すな
ど甚大な被害を受ける可能性があります。

　　　そのため、当社グループにおいては、事業継続計画（BCP）を策定するとともに、事業所間連携を強化し、自然災
害の有事の際にも事業への影響が小さくなるよう努めておりますが、上記のような事象が発生した場合には当社グル
ープの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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　（19）代表取締役社長及びその親族等の当社株式保有について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　　　当社の代表取締役社長細沼順人及びその一族は、本書提出日現在で発行済株式総数の97.82％を所有しておりま

す。その結果として、当社の事業活動に影響を及ぼす重要な意思決定に対して影響力を行使することができます。ま

た、これらの株主は、現在までのところ安定保有を維持しておりますが、将来的に何らかの事情により、大株主であ

るこれらの株主の持分比率が低下した場合には、当社株式の市場価格及び議決権行使の状況等に影響を及ぼす可能性

があります。

　（20）業績の季節変動について

　　（発生可能性：高、発生時期：長期、影響度：小）

　　　当社グループの建設事業は、公共関連事業が多いため、特に年度末１月から３月に受注が集中する等の季節変動が

あります。工事進行基準を適用していることにより業績の季節変動はやや緩やかになっておりますが、建設事業の売

上高も上半期に多く計上されるため、投資者の判断に影響を及ぼす可能性があります。近年、上半期の売上高は年間

の53％から58％程度で推移しております。

　（21）反社会的勢力との取引に関するリスクについて

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

　　　当社グループは、反社会的勢力を排除するため、基本方針として、対応部署の設置、外部専門機関との連携、反社

会的勢力調査マニュアルの制定、暴力団排除条項の導入、暴追都民センターに賛助会員として加入すること、その他

必要な体制を確立することを定めています。

　　　また、新規の取引にあたって反社会的勢力との関係の有無についての確認や反社会的勢力ではない事を各種契約書

に記載し締結する等の手続きを行っております。しかしながら、当社グループとしてのチェックを行っているにもか

かわらず、反社会的勢力を含む犯罪集団との取引を排除できない可能性があります。その場合、詐欺や違法性のある

取引に巻き込まれる可能性があり、当社グループの社会的な評価が失墜することにより当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　（22）財務制限条項について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

　　　当社グループの借入金の一部には財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、期限の利益を喪失する等、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。財務制限条項の詳細は、「第５ 経理の状

況　１ 連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）※３　財務制限条項」に記載のと

おりであります。

　（23）新型コロナウイルス感染症の拡大について

　　（発生可能性：低、発生時期：中期、影響度：中）

　　　新型コロナウイルス感染拡大の当社業務への影響は今のところ軽微なものと判断しております。しかしながら今

後、感染の再拡大が深刻化した場合には、工事現場の工事延期、中間処理工場の稼働率低下や、従業員・協力業者へ

の感染によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　　当社グループでは、定期的に検温や消毒を行うことによって感染防止に努めるとともに、必要に応じて時差出勤や

リモートワークといった勤務形態を行うことによってリスクの最小化に向けた施策を実施しております。

　（24）情報管理のリスクについて

（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループは経営情報や顧客情報等の機密情報及び個人情報を取り扱っております。通信ネットワーク、データ

ベース、パソコンやタブレット等の情報端末等には最新のセキュリティ対策を施し、「情報セキュリティ管理規程」

に規定されているとおり各システムに関しては職務遂行上必要な者にのみアクセス権限を付与しています。

グループ社員を対象としたセキュリティ研修等による意識徹底を図っておりますが、外部から想定を超えるコンピュ

ータウイルス感染、重要データの抜取り、改ざん等の不測の事態が発生する可能性があります。

　また、当社グループは、情報システムの運営及び保守について第三者に委託しているため、当社グループの管理の

及ばないところでシステム障害その他の問題が発生する可能性があり、その開発、維持及び拡張に要する費用が将来

大幅に増加する可能性もあります。

　これらの重大なセキュリティ事故が発生した場合、情報流出等による賠償責任、対策のための多大な支出、当社グ

ループに対する信頼性の低下等が発生する可能性があります。この結果、当社グループの業績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

　（25）訴訟等について

（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループは、法令及び契約等の遵守に努めておりますが、施設の周辺住民その他の関係者、顧客その他の取引

先、競合他社、従業員等から、環境被害、契約違反、労働問題、知的財産権侵害や機密情報漏洩等を理由として訴訟

の提起を受ける可能性があります。

　特に従業員に対しては勤務条件等について丁寧な説明を行うことで、労働訴訟の未然防止に努めておりますが、重

大な訴訟が提起された場合、当社グループの事業運営に悪影響を及ぼす可能性や、当社グループの社会的信用が低下

し顧客との関係が毀損する可能性があります。

　また、仮に当社グループに不利な決定が下されなかった場合でも、訴訟対応のため、時間、費用その他の経営資源
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を費やす結果、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社は、訴訟等について、顧問弁護士等外部の専門家と緊密に連携し対応できる体制を構築することで、リスクの

低減に努めております。

　（26）過積載による法的規制違反の影響について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

　　　産業廃棄物収集運搬車両及び一般貨物自動車運送車両について、過積載が行われた場合、廃掃法及び貨物自動車運

送事業法に基づく行政処分又は刑事処分の対象となる可能性があります。その場合事業停止及び許可の取消しとなり

事業に大きく影響を及ぼします。

　（27）その他留意すべき事項について

　　（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

　　　「廃掃法」第14条の２第３項の規定を受けた施行規則第10条の10第１項第２号ハでは、「発行済株式総数の百分の

五以上の株式を有する株主又は出資の額の百分の五以上の額に相当する出資をしている者」の変更を廃棄物処理事業

者の届出事項と定めております。また、許可の新規取得や更新の申請時においても、同様に届出事項となっておりま

す。

　　　したがいまして、当社株式の５％以上を取得した株主が生じた場合、当社は当該株主の住民票の写し、登記事項証

明書等を所管官庁に対して提出する必要があります。さらに当該株主が欠格事由に該当した場合、当社の許可が取り

消しになる可能性があります。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）経営成績等の状況の概要

　　　　当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概況は次のとおりであります。

①財政状態の状況

　第48期連結会計年度（自 2021年10月１日　至 2022年９月30日）

　　イ　流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は3,755,054千円となり、前連結会計年度末に比べ399,490千円減少

いたしました。主な要因は、受取手形及び売掛金が246,758千円増加したものの、長期借入金の返済が進んだこと

等により現金及び預金が488,683千円減少したこと等によるものであります。

ロ　固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は6,765,593千円となり、前連結会計年度末に比べ261,687千円減少

いたしました。主な要因は減価償却等によるものであります。

ハ　流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は3,564,191千円となり、前連結会計年度末に比べ68,453千円減少い

たしました。主な要因は、支払手形及び買掛金が220,569千円増加したものの、長期借入金の返済が進んだことに

より１年内返済予定の長期借入金が178,627千円減少したこと等によるものであります。

ニ　固定負債

　当連結会計年度末における固定負債の残高は3,281,667千円となり、前連結会計年度末に比べ795,937千円減少

いたしました。主な要因は返済が進んだことにより長期借入金が794,280千円減少したこと等によるものでありま

す。

ホ　純資産

　当連結会計年度末における純資産の残高は3,674,789千円となり、前連結会計年度末に比べ203,212千円増加い

たしました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益が279,197千円となったこと等により利益剰余金が

233,261千円増加したこと等によるものであります。

　第49期第３四半期連結累計期間（自 2022年10月１日　至 2023年６月30日）

イ　流動資産

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は4,533,477千円となり、前連結会計年度末に比べ778,422千

円増加いたしました。主な要因は、契約資産が157,973千円減少したものの、現金及び預金が612,932千円、受

取手形及び売掛金が297,702千円増加したこと等によるものであります。

ロ　固定資産

　当第３四半期連結会計期間末における固定資産は6,745,961千円となり、前連結会計年度末に比べ19,632千円

減少いたしました。主な要因は減価償却等によるものであります。

ハ　流動負債

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は4,104,582千円となり、前連結会計年度末に比べ540,390千

円増加いたしました。主な要因は、短期借入金が300,000千円、契約負債が133,526千円増加したこと等による

ものであります。

ニ　固定負債

　当第３四半期連結会計期間末における固定負債は3,312,532千円となり、前連結会計年度末に比べ30,865千円

増加いたしました。主な要因は、長期借入金が32,132千円減少したものの、リース債務が62,108千円増加した

こと等によるものであります。
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ホ　純資産

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は3,862,324千円となり、前連結会計年度末に比べ187,535

千円増加いたしました。主な要因は、利益剰余金が186,997千円増加したこと等によるものであります。

②経営成績の状況

　第48期連結会計年度（自 2021年10月１日　至 2022年９月30日）

　当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症対策に伴う各種制限の緩和により社会・経済

活動が正常化に向かい、個人消費が緩やかに持ち直しています。一方、世界的に金融引締めが進む中でロシアのウ

クライナ侵攻による原油高や原材料価格の上昇、食料やエネルギー不足による供給面での制約等により、依然とし

て先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く建設業界・廃棄物処理業界におきましては公共投資において底堅さが増しており、民間

投資においても持ち直しの動きがみられています。大手ゼネコンにおいては受注高及び売上高は回復傾向にあるも

のの材料費高騰及び競争環境の激化を原因とした利益率の低下傾向がみられます。

　こうした状況下で当社グループの環境事業では価格競争の厳しい中、比較的に処理単価が高い工場系汚泥の受注

等に注力し、建設事業では引き続き元請工事を中心に受注及び施工をして参りましたが、両事業ともに原材料価格

等の製造原価の高騰が大きく影響しました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は11,071,170千円（前年同期比6.6％減）となりました。営業利益は

366,449千円（前年同期比14.9％減）、経常利益は311,961千円（前年同期比16.5％減）、親会社株主に帰属する当

期純利益は279,197千円（前年同期比17.8％増）となりました。

　　セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　　ａ．環境事業

　　　　上半期は大型建設現場の施工遅延により受入量が伸び悩みましたが、下半期は遅延現場への汚染土壌の搬入が

開始し、その他の大型案件の受注により回復傾向となりました。通年では上半期の不足分を補うことは出来なか

ったこと、また、今年度より一部事業を環境エンジニアリング事業として独立させたことにより、売上高

5,955,623千円（前年同期比12.1％減）となりました。製造原価については、原材料費の高騰に見舞われたものの

ＤＭＥ工法（磁力選別）により原価低減に努め、セグメント利益は488,087千円（前年同期比6.3％増）となりま

した。

　　ｂ．建設事業

　　　　官庁工事の工事開始までの準備期間や工事完成後の事務処理期間が従来に比し長期化する傾向となり、工事技

術者を施工に有効活用することが出来なかったこと等から、売上高は4,473,532千円（前年同期比4.4％減）とな

りました。また、人件費の上昇やアスファルト等の原材料価格の高騰が大きく影響しセグメント利益は476,432千

円（前年同期比17.7％減）となりました。

　　ｃ．環境エンジニアリング事業

　　　　従来、環境エンジニアリング事業は「環境事業」に含まれておりましたが、2021年10月１日付で環境エンジニ

アリング事業を部として独立させ、主要な事業の一つとして事業を取組んでいることに伴い、当連結会計年度よ

り、新たな報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

        環境エンジニアリング事業におきましては、対策工事を主軸とし、調査・分析業務を含め受注に注力いたしま

した。この結果、環境エンジニアリング事業の売上高は318,309千円、セグメント利益は10,233千円となりまし

た。

　　ｄ．その他

　　　　警備業務において、３月までに竣工する警備を行う工事案件完了後から次回案件までの間に空白期間が出来て

しまったほか、着工遅れ・休工が想定を上回る件数発生したことにより、稼働数確保が出来ませんでした。以上

の結果から警備売上高は449,242千円（前年同期比12.5％減）、セグメント利益は21,207千円（前年同期比57.9％

減）となりました。なお、警備隊員について、採用のため様々な施策を行うものの状況は依然苦戦しており、当

連結会計年度末時点で警備隊員が131名（2021年９月期末時点は145名）となりました。

　第49期第３四半期連結累計期間（自 2022年10月１日　至 2023年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、コロナ禍からの経済社会活動が正常化しつつある中、緩や

かな持ち直しが続いております。一方、世界的に金融引締めが進む中でロシアのウクライナ侵攻による原油高や

新型コロナウイルス等に起因する原材料価格の上昇、食料やエネルギー不足による供給面での制約等による下振

れリスクが台頭してきております。

　当社グループを取り巻く建設業界・廃棄物処理業界におきましては、設備投資については製造業を中心に一部

回復傾向が見られるものの、住宅建設や公共投資については、底堅く推移しております。

　こうした状況下で、当社の環境事業では、大型の開発案件により汚染土壌の搬入量が高水準で推移し、引き続

き工場系汚泥の受注や受注選別による高単価処理物の受注により処理単価は上昇傾向となっています。建設事業

受注に関しては、当第３四半期連結会計期間では官庁工事の受注高が堅調に推移しており、売上高は回復傾向に

あります。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は9,084,840千円となりました。営業利益は419,787千円、経常

利益は379,312千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は237,279千円となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

ａ．環境事業

　首都圏における大型の再開発案件や処理困難物の処理により、処理施設の稼働率が高い水準で進捗し利益率
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セグメントの名称

第48期連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

第49期第３四半期
連結累計期間

（自　2022年10月１日
至　2023年６月30日）

生産実績（千円） 前年同期比（％） 生産実績（千円）

環境事業（千円） 5,955,623 87.9 5,175,972

合計（千円） 5,955,623 87.9 5,175,972

セグメントの名称

第48期連結会計年度
（自　2021年10月１日
至　2022年９月30日）

第49期第３四半期
連結累計期間

（自　2022年10月１日
至　2023年６月30日）

受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

建設事業 4,137,537 86.3 2,042,462 86.1 4,232,757 3,049,979

環境エンジニアリング事業 334,073 － 15,763 － 494,593 144,918

合計 4,471,610 93.3 2,058,226 86.8 4,727,351 3,194,897

の向上にも繋がりました。原料費の値上げ基調も予断を許さない状況ですが、ＤＭＥ工法（磁力選別）により

製造原価の圧縮に努め、粗利率も順調に回復した結果、売上高は5,175,972千円、セグメント利益は573,333千

円となりました。

ｂ．建設事業

　期初から当第３四半期までに、建設業界において長年の課題である週休２日制導入に向けて行われている工事

の準備期間の最低必要日数の引き上げにより、それらの期間は工事が進捗しないことと複数の工事で準備期間が

重なったことから昨年度に比べて売上高は減少しました。一方で、建設資材の価格高騰への対応として購買管理

による原価圧縮、単品スライド等を用いた価格転嫁など粗利率の改善に努めました。以上の結果、売上高は

3,228,364千円、セグメント利益は271,811千円となりました。

ｃ．環境エンジニアリング事業

　土壌汚染調査業務及び仲介処分業務が順調に進捗しましたが、対策工事業務が一部案件で工期の遅延や設計

変更により、見込んでいた進捗とならず売上高は365,439千円、セグメント利益は16,861千円となりました。

ｄ．その他事業

　警備業務につきましては、受注していた工事警備案件の遅延、雨天等の休工により稼働数の確保は出来なかっ

たものの、上期に引き続き夜間工事警備等の高粗利案件が多い事や、値上げ交渉により平均受注単価が上昇した

ことで利益率が向上しました。以上の結果、売上高は372,299千円、セグメント利益は33,649千円となりました。

③キャッシュ・フローの状況

　第48期連結会計年度（自 2021年10月１日　至 2022年９月30日）

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末より488,683

千円減少し、1,187,287千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は514,884千円（前年同期は729,410千円の獲得）となりました。これは主に、売上

債権の増加額191,450千円（前年同期は売上債権の減少額118,523千円）、仕入債務の増加額239,544千円（前年同期

は仕入債務の減少額58,892千円）、減価償却費325,046千円（前年同期の減価償却費351,914千円）等によるもので

あります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果得られた資金は36,841千円（前年同期は81,761千円の使用）となりました。これは主に、保険積

立金の解約による収入114,810千円（前年同期は保険積立金の積立による支出7,153千円）、投資有価証券の売却に

よる収入80,963千円（前年同期は売却なし）、有形固定資産の取得による支出46,304千円（前年同期は51,707千円

の支出）、建設仮勘定の取得による支出118,822千円（前年同期は47,565千円の支出）等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は1,040,410千円（前年同期は564,639千円の使用）となりました。これは主に、長

期借入金の返済による支出972,908千円（前年同期は914,770千円の支出）等によるものであります。

④生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間の生産実績は次のとおりであります。なお、当社グループのう

ち、環境事業における廃棄物の処理実績を生産実績としております。

ｂ．受注実績

　当連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　（注）１．環境事業及びその他については、ａ.生産実績及びｃ.販売実績をご覧ください。受注から売上計上までの

所要日数が短く、期中の受注高と販売実績とがほぼ対応するため、記載を省略しております。

　　　　２．当連結会計年度より、業績管理区分の変更に伴い、環境エンジニアリング事業を部として独立させ、新た

な報告セグメントとしております。このため、前年同期比の記載を行っておりません。
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セグメントの名称

第48期連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

第49期第３四半期
連結累計期間

（自　2022年10月１日
至　2023年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円）

環境事業 5,955,623 87.9 5,175,972

建設事業 4,466,512 95.6 3,225,240

環境エンジニアリング事業 318,309 － 365,439

報告セグメント計 10,740,445 93.8 8,766,651

その他 330,724 80.6 318,189

合計 11,071,170 93.4 9,084,840

相手先

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

第49期第３四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

清水建設株式会社 1,282,203 10.8 369,460 3.3 45,997 0.5

鹿島建設株式会社 839,613 7.1 1,217,466 11.0 889,840 9.8

ｃ．販売実績

　当連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．当連結会計年度より、業績管理区分の変更に伴い、環境エンジニアリング事業を部として独立させ、新たな

報告セグメントとしております。このため、前年同期比の記載を行っておりません。

　　　　３．最近２連結会計年度及び第49期第３四半期連結累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。

　（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成しておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたりましては、経営者による会計方針の選択・適用と、資産・負債の評価などの会

計上の判断・見積りが含まれております。これらの見積りについて過去の実績や現状を勘案し、合理的に判断してお

りますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる可能性があります。当社グルー

プが採用しております会計方針のうち、重要なものにつきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　

（１）　連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

②経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績の分析

第48期連結会計年度（自 2021年10月１日　至 2022年９月30日）

＜売上高＞

当連結会計年度における売上高は、11,071,170千円（前年同期比6.6％減）となりました。環境事業では大型建設

現場の施工遅延により受入量が伸び悩み、建設事業では官庁工事の工事開始までの準備期間や工事完成後の事務処

理期間が従来に比し長期化する傾向の影響を受けたものであります。

＜売上総利益＞

　当連結会計年度の売上総利益は、1,236,479千円（前年同期比7.0％減）となりました。環境事業では一部の大型

案件で大幅に原価率が上昇し、建設事業においてもアスファルトが高騰し、原価率が上昇したことで粗利率の減少

に繋がりました。

＜営業利益＞

当連結会計年度における営業利益は、366,449千円（前年同期比14.9％減）となりました。経費圧縮に努め販売費

及び一般管理費は29,219千円減少しましたが売上総利益が減少したためであります。

＜経常利益＞

当連結会計年度における経常利益は、311,961千円（前年同期比16.5％減）となりました。支払利息は8,630千円

減少しましたが営業利益が減少したためであります。

＜親会社株主に帰属する当期純利益＞

当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益は、279,197千円（前年同期比17.8％増）となりまし

た。主に投資有価証券売却益及び保険解約返戻金等の特別利益によるものであります。

第49期第３四半期連結累計期間（自 2022年10月１日　至 2023年６月30日）

＜売上高＞

　当第３四半期連結累計期間における売上高は、9,084,840千円（前年同期比8.4％増）となりました。環境事業で

は首都圏における大型の再開発案件や処理困難物の処理により、処理施設の稼働率が高い水準で進捗し売上高が増

加、建設事業では工事の準備期間の最低必要日数の引き上げにより、それらの期間は工事が進捗しないことと複数
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の工事で準備期間が重なったことから売上高が減少しました。

＜売上総利益＞

　当第３四半期連結累計期間の売上総利益は、1,101,165千円（前年同期比15.1％増）となりました。環境事業では

ＤＭＥ工法（磁力選別）により製造原価の圧縮により増益となり、建設事業では売上高の減少に伴う減益となりま

した。

＜営業利益＞

　当第３四半期連結累計期間における営業利益は、419,787千円（前年同期比37.9％増）となりました。売上総利益

が増加したためであります。

＜経常利益＞

　当第３四半期連結累計期間における経常利益は、379,312千円（前年同期比43.5％増）となりました。支払利息が

5,062千円減少したことに加え営業利益が増加したためであります。

＜親会社株主に帰属する当期純利益＞

　当第３四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する当期純利益は、237,279千円（前年同期比3.9％増）と

なりました。前年に計上されていた投資有価証券売却益及び保険解約返戻金等の特別利益が減少しておりますが、

経常利益が増加したことにより親会社株主に帰属する当期純利益が増加しております。

ｂ．財政状態の分析

財政状態の分析につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　① 財政状態の状況」に記載しております。

ｃ．キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　③ キャッシュ・フローの

状況」に記載しております。

③資本の財源及び資金の流動性についての分析

今後の資金需要のうち主なものとしては、運転資金、設備投資、処理に係る外注費や労務費、借入金の返済及び利

息の支払等であります。当社グループの運転資金及び設備投資等の資本の財源は、自己資金又は金融機関からの借入

を基本としております。

④経営方針、経営戦略、経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等

経営方針、経営戦略、経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、「１経営方針、経

営環境及び対処すべき課題等 （４）経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載しております。

売上高、売上総利益については上述のとおりとなります。毎月取締役会で報告しているKPIについて環境事業は、あ

きる野工場開発に伴う受入量は193,961ｔ（通期目標240,000ｔ）、工場系汚泥の受注状況314,071千円（通期目標

353,600千円）、ＤＭＥ工法（磁力選別）による生産量が140,488ｔ（通期目標120,000ｔ）となっております。建設事

業は大型案件受注件数が４件（通期目標４件）、発注者（国土交通省、東京都）別且つ工種別のランクアップが１件達

成（通期目標３件）、技術者の資格取得状況が１級土木施工管理技士新規取得者数３名（通期目標２名）、２級土木施

工管理技士新規取得者数３名（通期目標３名）となっております。環境エンジニアリング事業は土壌汚染対策工事業

務の売上高が183,232千円（通期目標351,900千円）、環境計量証明業務の売上高が8,170千円（通期目標15,600千円）、

指定調査機関業務11,820千円（通期目標14,400千円）となっております。

⑤重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等 （１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載の

とおりであります。

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　第48期連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　当連結会計年度の設備投資の総額は217,816千円であり、セグメントごとの主な設備投資は以下のとおりであります。

　（１）環境事業

　　　　あきる野事業所の事務所建物建替及びヤード拡張工事に係る建設仮勘定に145,580千円、城南島事業所の工場設

備に23,710千円、その他ダンプ及び重機等の車両とリース資産に26,371千円の投資を実施しました。なお、当連結

会計年度はあきる野事業所の事務所建物建替に伴い、建物及び構築物24,283千円を除却しております。

　（２）建設事業

　　　　測量のためのドローンやレーザースキャナーに8,373千円のほか、車両を中心に6,137千円の投資を実施しまし

た。なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　（３）環境エンジニアリング事業

　　　　環境分析センターの試験室ダクトの改良工事に1,896千円の投資を実施しました。なお、当連結会計年度におい

て重要な設備の除却、売却等はありません。

　（４）その他

　　　　特筆すべき設備投資は実施しておりません。なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありま

せん。

　第49期第３四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間の設備投資の総額は314,364千円であり、セグメントごとの主な設備投資は以下のとおりで

あります。

　（１）環境事業

　　　　あきる野事業所のヤード拡張工事に34,354千円、城南島事業所の工場設備に78,856千円、その他ダンプ及び重機

等の車両とリース資産に95,729千円の投資を実施しました。なお、当第３四半期連結累計期間において重要な設備

の除却、売却等はありません。

　（２）建設事業

　　　　車両に3,018千円の投資を行いました。なお、当第３四半期連結累計期間において重要な設備の除却、売却等は

ありません。

　（３）環境エンジニアリング事業

　　　　車両に1,006千円の投資を実施しました。なお、当第３四半期連結累計期間において重要な設備の除却、売却等

はありません。

　（４）その他

　　　　特筆すべき設備投資は実施しておりません。なお、当第３四半期連結累計期間において重要な設備の除却、売却

等はありません。

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物
及び構築物
（千円）

機械装置
及び運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社・多摩西事業所

（東京都あきる野市）

全社

建設事業

本社機能・

営業所
41,792 4,681

66,801

（592.55)
1,541 114,817 28

多摩北事業所

（東京都武蔵野市）
建設事業 営業所 9,740 4,481 － 725 14,947 22

東京南事業所

（東京都大田区）
建設事業 営業所 － 1,420 － 440 1,860 19

あきる野工場

（東京都あきる野市）
環境事業 廃棄物等処理 51,717 54,683

680,704

(11,983.30)
247,041 1,034,147 52

城南島第一工場

（東京都大田区）
環境事業

廃棄物等処理

及び汚染土壌

処理

488,809 22,901
1,229,812

(6,000.01)
5,776 1,747,299 51

城南島第二工場

（東京都大田区）

環境事業

環境エンジニ

アリング事業

廃棄物等処理

及び汚染土壌

処理

1,488,561 780,112
1,259,000

(8,867.22)
67,867 3,595,541

24

(  2)

東京本店

（東京都中央区）
全社 本社機能 8,376 3,238 － 11,233 22,848 33

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

　（１）提出会社

2022年９月30日現在

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、リース資産ならびに建設仮勘定を含んでおります。

３．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者（パートタイマー、派遣社員、契約社員を含む。）の年

間の平均人員を（　）外数で記載しております。

４．事務所、事業用地等を賃借しており、年間賃借料は当社グループ内で3,294千円、当社グループ外で119,515千円であります。
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事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物
及び構築物
（千円）

機械装置
及び運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

成友セキュリティ㈱

(東京都福生市)
その他 本社機能 8,054 426

53,200

(623.23)
0 61,681

6

(138)

令友工業㈱

(東京都あきる野市)
建設事業 営業所 － 9,054 － 829 9,883

12

(－)

　（２）国内子会社

2022年９月30日現在

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品ならびにリース資産を含んでおりますが、建設仮勘定は含んでおりません。

３．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者（パートタイマー、派遣社員、契約社員

を含む。）の年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

４．事務所、事業用地等を賃借しており、年間賃借料は当社グループ内で360千円、当社グループ外で6,036千円であります。

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

あきる野工場

（東京都あきる野市）
環境事業

改良土工場移

動式スクリー

ン入替

20 ー
自己資金

及び借入金
2024年9月 2024年9月 （注）

城南島第一工場

（東京都大田区）
環境事業

ペレガイヤ

２基入替
135 ー

自己資金

及び借入金
2024年8月 2024年8月 （注）

城南島第二工場

（東京都大田区）
環境事業

サンドクリー

ン入替
40 ー

自己資金

及び借入金
2023年12月 2023年12月 （注）

城南島第二工場

（東京都大田区）
環境事業 洗い場増設 5 ー

自己資金

及び借入金
2024年9月 2024年9月 （注）

３【設備の新設、除却等の計画】（2023年７月31日現在）

　（１）重要な改修

（注）完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

　（２）重要な設備の除却等

　　　　重要な設備の除却等の計画はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,024,400

計 5,024,400

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,256,100 非上場

完全議決権株式であり株主

としての権利内容に何ら限

定のない当社における標準

となる株式であります。な

お、単元株式数は100株であ

ります。

計 1,256,100 － －

②【発行済株式】

決議年月日  2017年７月31日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役　　　　５

従業員　　　　70

監査役　　　　１

   子会社取締役　１（注）８．

新株予約権の数（個）※    26,880［26,520］（注）１．７

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※
   普通株式  80,640［79,560］（注）１．６．７

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※
   1,600（注）２．６

新株予約権の行使期間※
  自　2019年８月１日

 至　2027年７月31日

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

 発行価格　　1,600

 資本組入額　800（注）６

新株予約権の行使の条件※    （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項※
   譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項※
　 （注）５

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第１回新株予約権

　※　最近事業年度の末日(2022年９月30日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前

月末現在(2023年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［］内に記

載しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は、３株であります。

　　　　　なお、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、未行使の新株予約権の付与株式数を以下に定める

算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てます。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
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調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
　　　　１

 分割・併合の比率

調整後行使価額　＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×1株当たり振込金額

　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数

　　　２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の行使時

の払込金額（以下、「行使価額」という。）を調整し１円未満の端数は切り上げる。

    　また、当社が行使価額を下回る払込金額で募集株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の

行使に基づく株式の発行・処分を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

　　　３．（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社ま

たは当社子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位を有していなければならない。ただ

し、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

（２）新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件と

する。

（３）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。

　　　４．（１）新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子

会社となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主

総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社は無償で新株予約権を取得する

ことができる。

　　　　　（２）新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件の規定に該当しなくなった場合、及び

新株予約権者が保有する新株予約権を放棄した場合には、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きる。

　　　５．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において

残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計

画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　　　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約

権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　　　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、下記に準じて決定する。当社が株式分割（株式無償割当を含

む。）または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行なう場合ま

たはその他やむを得ない事由が生じた場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で

調整されるものとする。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、（注）２で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記（３）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　　　　　　　新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使の条件

　上記、新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

（７）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増

加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額
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決議年月日  2019年９月18日

付与対象者の区分及び人数（名） 従業員　　　　115（注）７．

新株予約権の数（個）※  25,000（注）［23,700］１．６

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※
 普通株式  25,000［23,700］（注）１．６

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※
 2,170（注）２

新株予約権の行使期間※
  自　2021年９月19日

 至　2029年９月18日

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

 発行価格　　2,170

 資本組入額　1,085

新株予約権の行使の条件※  （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項※
  譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項※
　 （注）５

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
　　　　１

 分割・併合の比率

調整後行使価額　＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×1株当たり振込金額

　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数

とする。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（９）新株予約権の取得事由

　（注）４に準じて決定する。

　　　６．当社は2018年12月20日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行ったことにより、「新株予約権の

目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

　　　７．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」は、退職により減少したもの

を減じた数であります。

　　　８．付与対象者の退職による権利の喪失により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、取締役５

名、従業員61名（定年退職者１名を含む）、子会社取締役１名となっております。

第２回新株予約権

　※　最近事業年度の末日(2022年９月30日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前

月末現在(2023年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［］内に記

載しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は１株であります。

　　　　　なお、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、未行使の新株予約権の付与株式数を以下に定める

算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てます。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　　　２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の行使時

の払込金額（以下、「行使価額」という。）を調整し１円未満の端数は切り上げる。

    　また、当社が行使価額を下回る払込金額で募集株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の

行使に基づく株式の発行・処分を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

　　　３．（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社ま

たは当社子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位を有していなければならない。ただ

し、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。
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（２）新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件と

する。

（３）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。

　　　４．（１）新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子

会社となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主

総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社は無償で新株予約権を取得する

ことができる。

　　　　　（２）新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件の規定に該当しなくなった場合、及び

新株予約権者が保有する新株予約権を放棄した場合には、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きる。

　　　５．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において

残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計

画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約

権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、下記に準じて決定する。当社が株式分割（株式無償割当を含

む。）または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行なう場合ま

たはその他やむを得ない事由が生じた場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で

調整されるものとする。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、（注）２で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記（３）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　　　　　　新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使の条件

　上記、新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

（７）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増

加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額

とする。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（９）新株予約権の取得事由

　（注）４に準じて決定する。

　　　６．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」は、退職により減少したもの

を減じた数であります。

　　　７．付与対象者の退職による権利の喪失により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、従業員93

名（定年退職者１名を含む）となっております。
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決議年月日  2021年12月24日

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役　　　　１

従業員　　　　１

新株予約権の数（個）※  4,000（注）１

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※
 普通株式  4,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※
 2,170（注）２

新株予約権の行使期間※
  自　2023年12月25日

 至　2031年12月24日

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

 発行価格　　2,170

 資本組入額　1,085

新株予約権の行使の条件※  （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項※
  譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項※
　 （注）５

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
　　　　１

 分割・併合の比率

調整後行使価額　＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×1株当たり振込金額

　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数

第３回新株予約権

　※　最近事業年度の末日(2022年９月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在(2023年８月31

日）において、記載すべき内容が最近事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は１株であります。

　　　　　なお、当社が普通株式の分割または併合を行う場合には、未行使の新株予約権の付与株式数を以下に定める

算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てます。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　　　２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の行使時

の払込金額（以下、「行使価額」という。）を調整し１円未満の端数は切り上げる。

    　また、当社が行使価額を下回る払込金額で募集株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の

行使に基づく株式の発行・処分を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

　　　３．（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社ま

たは当社子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位を有していなければならない。ただ

し、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

（２）新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件と

する。

（３）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。

　　　４．（１）新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子

会社となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主

総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社は無償で新株予約権を取得する

ことができる。

　　　　　（２）新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件の規定に該当しなくなった場合、及び

新株予約権者が保有する新株予約権を放棄した場合には、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きる。

　　　５．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において

残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権
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を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を

交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計

画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約

権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、下記に準じて決定する。当社が株式分割（株式無償割当を含

む。）または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行なう場合ま

たはその他やむを得ない事由が生じた場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で

調整されるものとする。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、（注）２で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記（３）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　　　　　　新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使の条件

　上記、新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

（７）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増

加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額

とする。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（９）新株予約権の取得事由

　（注）４に準じて決定する。

②【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年９月28日

（注）１
6,700 418,700 21,775 293,775 21,775 21,775

2018年12月20日

（注）２
837,400 1,256,100 ― 293,775 ― 21,775

（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）１．有償第三者割当増資によるものであります。

　割当先　成友興業従業員持株会及び多摩信用金庫

　　　　　　発行価格　　  6,500円

　　　　　　資本組入額　  3,250円

２．株式分割（１：３）によるものであります。

2023/09/06 17:27:15／23021056_成友興業株式会社_有価証券届出書（新規公開）

- 39 -



2023年７月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － － － － 4 5 －

所有株式数

（単元）
－ 45 － － － － 12,514 12,559 200

所有株式数の割

合（％）
－ 0.36 － － － － 99.64 100 －

（４）【所有者別状況】

2023年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,255,900 12,559

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 200 － －

発行済株式総数 1,256,100 － －

総株主の議決権 － 12,559 －

（５）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　　該当事項はありません。
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決議年月日
配当金の総額

（千円）

1株当たり配当額

（円）

2022年12月22日
50,244 40

定時株主総会

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様へ利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、今後の株主への剰余金の配当につきまして

は、業績の推移、財務状況、今後の事業・投資計画などを総合的に勘案し、内部留保とのバランスを取りながら、配当

性向30％程度を目指して、配当による株主への利益還元を安定的かつ継続的に実施する方針であります。

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　内部留保資金については、経営基盤の長期安定に向けた財務体質の強化及び事業の継続的な拡大発展を実現させるた

めの資金として、有効に活用していく所存であります。

　当社の剰余金の配当につきましては、期末配当は株主総会が、中間配当は取締役会が決定機関となっております。中

間配当につきましては、取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款

に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　　当社のコーポレート・ガバナンスに対する基本方針は、企業価値の継続的な向上を実現するために、効率的かつ

公正で透明性の高い経営及び経営監視機能の強化を目指すとともに、法令遵守の徹底及び迅速かつ正確な適時開示

により、株主、顧客、社会及び従業員等のステークホルダー各位から信頼される会社となることであります。

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　　　当社は、コーポレート・ガバナンス体制のより一層の強化を図るため、2018年12月20日開催の定時株主総会の決

議に基づき、監査等委員会設置会社に移行いたしました。

　　　当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置するとともに、

日常的に事業を監視する役割として監査室を設置し、対応を行っております。

　　　また、外部の視点からの経営監督機能を強化するため、社外取締役（監査等委員３名を含む）４名を選任してお

ります。

　　　これら各機関の相互連携により、経営の健全性・効率性を確保できるものと認識しているため、現状の企業統治

体制を採用しております。

ａ．取締役及び取締役会

　　　当社の取締役会は、本書提出日現在、監査等委員ではない取締役８名（細沼順人、萩森孝紀、斉藤衛、新富明

男、鈴木裕、元石真祐美、小島祥樹、岩渕恵理）、監査等委員である取締役３名（小林寛、島田啓三、遠藤幸子）

により構成されております。監査等委員ではない取締役８名のうち１名、監査等委員である取締役３名全員は社外

取締役であります。

　　　取締役会は、監査等委員である取締役の島田啓三が議長を務め、「取締役会規程」に則り、毎月１回の定例取締

役会の他、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、重要な業務執行の決定を行うとともに、各業務執行取締

役から業務執行状況の報告を適時に受け、取締役間で相互に職務の執行を監督しております。

ｂ．取締役（監査等委員）及び監査等委員会

　　　監査等委員会は、本書提出日現在、監査等委員である取締役３名（小林寛、島田啓三、遠藤幸子）により構成さ

れております。常勤監査等委員の小林寛が議長を務め、毎月２回の他、必要に応じて監査等委員会を開催しており

ます。監査等委員は、取締役の法令・定款遵守状況及び職務執行状況を監査し、業務監査及び会計監査が有効に実

施されるよう努めております。

　　　監査等委員は取締役会及びその他重要な会議に出席する他、監査計画に基づき重要書類の閲覧、役職員への質問

等の監査手続を通して、経営に対する適正な監視を行っております。また、監査室及び会計監査人と連携して適正

な監査の実施に努めております。

　　ｃ．リスク・コンプライアンス委員会

　　　当社のリスク・コンプライアンス委員会は、監査等委員ではない取締役８名（細沼順人、萩森孝紀、斉藤衛、新

富明男、鈴木裕、元石真祐美、小島祥樹、岩渕恵理）、監査等委員である取締役３名（小林寛、島田啓三、遠藤幸

子）により構成されております。取締役副社長執行役員萩森孝紀が委員長を務め、原則毎月１回開催し、当社グル

ープにおけるコンプライアンス及びリスク管理を推進しております。

　　ｄ．指名・報酬諮問委員会

　　　当社は取締役の報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を

図るため、取締役会の諮問機関として任意の指名・報酬諮問委員会を設置しております。同委員会は社外取締役を

委員長として社外取締役３名（島田啓三、遠藤幸子、岩渕恵理）と代表取締役社長の４名で構成されております。
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　　　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下のとおりであります。

③企業統治に関するその他の事項

ａ．内部統制システム整備の状況

　　　当社は、「内部統制基本規程」を定め、経営の適正性の確保、透明性の向上及びコンプライアンス遵守の経営を

徹底するため、下記のとおりに内部統制システムの整備を行っております。

（ａ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　イ．取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む「内部統制基本規程」を決定し、その運用状況を監

督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行っております。

　ロ．監査等委員は、内部統制システムの整備と運用状況を含め、独立した立場から取締役の職務執行の監査を行

っております。

　ハ．コンプライアンス体制の基礎として、取締役及び使用人が遵守すべき規範として「リスク・コンプライアン

ス規程」を定め周知徹底を図るとともに、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制

の構築・維持、意識の向上に努めております。

　ニ．監査室は、「内部監査規程」に則った監査を実施する事、所謂「J-SOX」に対応した監査を効率よく的確に実

施すること、を主眼とし、その結果を代表取締役社長に報告しております。

（ｂ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　当社においては、取締役の職務執行に係る情報は、取締役会その他重要な会議に関する議事録及び稟議書等

の文書（電磁的記録を含む。）として記録し、社内規程に基づき保存及び管理する体制としております。

（ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社においては、「リスク・コンプライアンス規程」を定め、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、

事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを未然に防止するように努めるとともに、事業運営に重大

な影響を及ぼす事態が発生した場合の対応やその予防について、必要な処置を講じる体制としております。

（ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　当社においては、原則として毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速か

つ効率的な意思決定を行う体制としております。

　　　また、取締役会の意思決定に基づく業務執行については、社内規程において職務分掌及び責任権限を定め、

業務の組織的かつ効率的な運営を図ることを確保する体制としております。

（ｅ）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　　当社は子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」を制定するとともに、当社の取締役を子

会社の監査役として任命しております。また、子会社から毎月の業況を当社取締役会に報告させ、計画の進捗

管理を行っているほか、当社監査室が定期的に監査し、その監査の結果を代表取締役社長に報告することとな

っております。

（ｆ）監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに

その使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員と協議のうえ、

監査等委員を補助すべき使用人を置くこととしております。

　　　なお、使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査等委員の事前の同意を得るものとし、当該使用
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人の取締役からの独立性を確保することとしております。

（ｇ）取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

　　　取締役及び使用人は、当社の業務又は財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見したとき

は、その内容について直ちに監査等委員会又は監査等委員に報告しなければならないこととしております。

　　　また、監査等委員に報告したことを理由とする不利益処分その他の不当な取扱いを禁止することとしており

ます。

（ｈ）その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　イ．監査等委員は、代表取締役社長と定期的な会合をもち、経営方針、会社の対応すべき課題、会社を取り巻く

リスクの他、監査等委員監査の環境整備の状況、監査上の重要な問題点について意見を交換することとしてお

ります。

　ロ．重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査等委員は取締役会の他、重要

な会議に出席でき、また、監査等委員から要求のあった文書等は、随時提供することとしております。

　ハ．監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、速やかに当該

費用又は債務を処理しております。

（ｉ）財務報告の信頼性に係る内部統制を確保するための体制

　　当社の財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制として、適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼

性を向上させるため、財務報告に係る内部統制の体制を整備しております。具体的には、監査室が「内部統制

に係る内部統制評価」を、「財務統制報告に係る内部統制基本計画書」実施手続きに基づく確認証憑のチェッ

ク並びに整備状況、運用状況のテストと評価を行なっております。また、監査等委員と監査情報の交換及び内

部統制上の問題・改善状況についての情報を共有するために、毎月監査等委員会へ参加。常勤監査等委員、非

常勤監査等委員とも連携・協議できる体制を構築しております。さらに常勤監査等委員とは日々細かい打合せ

や情報交換を実施できる体制となっております。

（ｊ）反社会的勢力との関係を遮断するための体制

　イ．当社は、暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力

集団等の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）との関係を一切遮断しております。

　ロ．当社は、反社会的勢力排除のため、以下の体制整備を行っております。

　　　・反社会的勢力対応部署の設置

　　　・外部専門機関（暴追都民センター）との連携体制の確立

　　　・反社会的勢力調査マニュアルの制定

　　　・暴力団排除条項の導入

　　　・その他反社会的勢力を排除するために必要な体制の確立

ｂ．リスク管理体制の整備の状況

　　　当社グループでは、企業価値向上のためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であると認識しており、

「リスク・コンプライアンス規程」を制定し、これに従い全役職員が法令等を遵守した行動、高い倫理観をもっ

た行動をとることを周知徹底しております。

　　　具体的には、市場、情報セキュリティ、環境、労務、製品の品質・安全等様々な事業運営上のリスクについ

て、リスク・コンプライアンス委員会を設置してリスク管理を行うこととしております。リスク・コンプライア

ンス委員会は、取締役、案件に応じて顧問弁護士を委員に加え、当社グループ運営に関する全社的・統括的なリ

スク管理の報告及び対応策検討の場と位置づけております。各部門長は担当部門を個別リスク所管部としてリス

クマネジメント業務を行うとともに、不測の事態が発生した場合にはリスク・コンプライアンス委員会へ報告す

ることとなっております。

　　　また、当社グループは、建設業法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、土壌汚染対策法、計量法、貨物自動

車運送事業法等に基づき、国土交通大臣及び東京都知事より建設業、各都県知事より産業廃棄物処分業・産業廃

棄物収集運搬業・廃棄物再生事業・汚染土壌処理業、計量証明事業、環境大臣より指定調査機関、国土交通省関

東運輸局より一般貨物運送事業の許可を受けて事業を行っております。同許可に関する法令遵守状況等について

は、総務部を主幹部署としており、内部監査業務を担う監査室が定期的にチェックしております。また、品質・

安全面についても監査室がISO品質・環境マネジメントシステムの一環として社内教育等を実施し、PDCAを繰り返

しながら徹底した管理・運用を行っております。

　　　なお当社は、取得、収集した個人情報の漏洩等は当社グループの信用力低下に直結することから、管理本部長

を個人保護管理者とする「個人情報管理規程」を整備し、個人情報管理に関するシステムのセキュリティ対策を

講じ、個人情報の適正管理に努めております。

ｃ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　　　当社は子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」を制定するとともに、当社の取締役を子会

社の監査役として任命しております。また、子会社から毎月の業況を当社取締役会に報告させ、計画の進捗管理

を行っているほか、当社監査室が定期的に監査し、その監査の結果を代表取締役社長に報告することとなってお

ります。
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ｄ．責任限定契約の内容の概要

　　　当社と取締役（業務執行取締役であるものを除く。）及び会計監査人は、取締役会の決議によって、取締役

（取締役であった者を含む）及び会計監査人の会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当

する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することがで

き、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる旨を定款に定めており、該当する取締役及び会計監査人と同規定に基づく責任限定契約を締結しておりま

す。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号に定める額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役及び会計監査人が責任の原因となった職務の遂行について、

善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

ｅ．取締役会の定数及び選解任の決議要件

　　　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内とし、監査等委員である取締役は５名以内とす

る旨を定款に定めております。また、取締役の選任は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と監査等委

員である取締役を区分して、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任

については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

ｆ．取締役会で決議できる株主総会決議事項

　　　当社は、会社法第454条第５項の規定により、毎年３月31日を基準日として、取締役会の決議により中間配当を

実施することができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とする

ものであります。

ｇ．株主総会の特別決議要件

　　　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長 細沼　順人 1967年６月５日生

1988年12月　当社　取締役

1991年４月　日建開発システム株式会社入社

1995年４月　当社入社　専務取締役

1996年10月　当社代表取締役

1997年６月　成友セキュリティ株式会社代表取締役

2016年７月　成友セキュリティ株式会社取締役会長

2018年11月　成友株式会社（現令友工業株式会社）取締役

2019年12月　成友セキュリティ株式会社取締役会長退任
令友工業株式会社取締役退任

2020年12月　当社代表取締役社長（現任）

（注）３ 978,771

取締役

（副社長執行役員）

環境事業部長

萩森　孝紀 1950年２月11日生

1972年４月　東京鋪装工業株式会社入社

2004年２月　当社入社　工事部長

2007年５月　当社取締役事業本部長

2008年11月　当社常務取締役

2012年10月　当社取締役副社長

2018年10月　当社取締役副社長執行役員（現任）

2019年３月　当社安全環境部長

2019年12月　当社建設・環境事業担当

2021年10月　当社環境事業部長（現任）

（注）３ －

取締役

（常務執行役員）

経営企画部長

ＩＰＯ担当

斉藤　衛 1966年８月25日生

1990年４月　山一證券株式会社入社

1999年１月　プライス・ウォーターハウス・クーパース・コン
サルタント株式会社（現日本ＩＢＭ株式会社）入
社

2002年１月　外務省アソシエート・エキスパート・プログラム
により国際労働機関及び国連工業開発機関勤務

2005年１月　外務省入省

2006年10月　新光証券株式会社（現みずほ証券株式会社）入社

2011年５月　東海東京証券株式会社入社

2017年４月　株式会社ＳＢＩ証券入社

2017年９月　株式会社タケエイ入社

2019年２月　当社入社

2019年３月　当社経営企画部長

2019年10月　当社執行役員経営企画部長

2020年10月　当社常務執行役員（ＩＰＯ担当）経営企画部長

2020年12月　当社取締役常務執行役員（現任）

2021年12月　当社経営企画部長兼ＩＰＯ担当（現任）

（注）３ －

（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性8名　女性3名　（役員のうち女性の比率27.2％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

（常務執行役員）

建設事業部長

新富　明男 1962年９月12日生

1981年４月　東京鋪装工業株式会社入社

2007年４月　当社入社

2007年６月　当社多摩北事業所長

2011年10月　当社建設事業統括部長兼多摩北事業所長

2013年12月　当社取締役

2014年12月　当社事業本部副本部長兼多摩北事業所長

2016年７月　成友セキュリティ株式会社取締役

2016年10月　当社建設事業部長（現任）

2018年10月　当社取締役執行役員

2018年11月　成友株式会社（現令友工業株式会社）取締役

2019年12月　成友セキュリティ株式会社取締役退任
令友工業株式会社取締役退任

2020年10月　当社取締役常務執行役員（現任）

（注）３ －

取締役

（執行役員）

環境エンジニアリン

グ事業部長

鈴木　裕 1966年８月11日生

1989年４月　株式会社ミユキ入社

1999年２月　当社入社　営業部長

2001年１月　当社取締役営業部長

2007年５月　当社営業本部長

2008年11月　当社専務取締役

2009年６月　当社東京支店長

2010年10月　当社東京支店長兼事業本部営業統括

2011年10月　当社環境事業統括部長

2014年12月　当社企画営業本部長

2016年10月　当社環境事業部長兼あきる野事業所長

2018年10月　当社取締役常務執行役員

2018年11月　成友株式会社（現令友工業株式会社）取締役

2019年１月　当社環境事業部長

2019年12月　令友工業株式会社取締役退任
当社環境事業部長兼城南島第一事業所長

2020年10月　当社取締役執行役員（現任）

2021年10月　当社環境エンジニアリング事業部長（現任）

（注）３ －

取締役

（執行役員）

安全・品質・環境部

担当

総務部長

元石　真祐美

（注）６
1966年３月１日生

1985年３月　当社入社

1997年６月　当社取締役

2005年10月　当社総務部長

2007年５月　当社監査役

2014年11月　当社取締役総務部長

2016年７月　成友セキュリティ株式会社監査役

2018年10月　当社取締役常務執行役員
管理本部長兼総務企画部長

2018年11月　成友株式会社（現令友工業株式会社）監査役

2019年１月　当社管理本部長

2019年12月　成友セキュリティ株式会社監査役退任
令友工業株式会社監査役退任
当社人事・総務担当

2020年10月　当社取締役執行役員総務部長（現任）

2021年12月　当社安全・品質・環境部担当（現任）

（注）３ －

取締役

（執行役員）

監査室長

小島　祥樹 1963年５月11日生

1988年４月　株式会社三菱銀行

（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）入行

2016年10月　当社出向　経理部長

2017年２月　当社取締役経理部長

2018年10月　当社取締役執行役員

2019年12月　当社取締役執行役員IPO・財務担当

2020年10月　当社取締役執行役員財務担当

2021年12月　当社取締役常勤監査等委員

2022年12月　取締役常勤監査等委員退任

2022年12月　当社取締役執行役員監査室長（現任）

（注）３ －

社外取締役
岩渕　恵理

（注）７
1990年２月９日生

2016年４月　三井住友信託銀行入行

2016年５月　弁護士登録

2019年２月　プロアクト法律事務所入所（現任）

2022年12月　当社社外取締役就任（現任）

2023年９月　ピルボックスジャパン株式会社

社外取締役監査等委員（現任）

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

（常勤監査等委員）
小林　寛 1955年11月30日生

1979年４月　山一證券株式会社入社

1998年２月　株式会社神明入社

1998年10月　東海丸万証券株式会社（現東海東京証券株式会
社）入社東京公開引受部長

2005年２月　エンゼル証券株式会社入社公開引受部長

2005年６月　ＳＭＢＣフレンド證券株式会社入社

2006年11月　藍澤證券株式会社入社

2007年７月　同社引受部長

2015年12月　同社理事ソリューション第一部長

2019年12月　当社取締役常勤監査等委員（現任）
成友セキュリティ株式会社監査役（現任）
令友工業株式会社監査役（現任）

（注）５ －

取締役

（社外監査等委員）
島田　啓三 1949年６月29日生

1973年４月　建設省（現国土交通省）入省

1992年７月　株式会社エムコ入社

1994年７月　鹿島建設株式会社入社

2009年７月　当社顧問

2011年８月　環境相・国交相認可建設廃棄物協同組合理事長

2017年２月　当社取締役

2018年12月　当社取締役社外監査等委員（現任）

2019年５月　環境相・国交相認可建設廃棄物協同組合理事長退
任

2019年10月　株式会社ジーエムエス業務顧問（現任）

（注）４ －

取締役

（社外監査等委員）
遠藤　幸子 1954年２月17日生

1994年４月　弁護士登録
税理士登録

1997年４月　鳥飼総合法律事務所弁護士

2003年４月　小川総合法律事務所弁護士

2006年４月　立教大学法科大学院講師

2009年４月　ベリタス法律事務所主宰（現任）

2016年12月　当社監査役

2018年12月　当社取締役社外監査等委員（現任）

2021年５月　日本ゼトック株式会社　社外取締役（現任）

2023年３月　株式会社セルシード　社外監査役（現任）

（注）４ －

計 978,771

　（注）１．取締役である岩渕恵理、小林寛、島田啓三、遠藤幸子は、社外取締役であり、その内小林寛、島田啓三、遠
藤幸子は監査等委員であります。

２．当社の監査等委員会の体制は以下のとおりであります。
　　委員長　小林寛、委員　島田啓三、委員　遠藤幸子
３．任期は、2022年12月22日開催の定時株主総会終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

係る定時株主総会終結の時までであります。
４．任期は、2022年12月22日開催の定時株主総会終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

係る定時株主総会終結の時までであります。
５．任期は、2021年12月24日開催の定時株主総会終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

係る定時株主総会終結の時までであります。
６．取締役　元石真祐美の戸籍上の氏名は、小森園真祐美であります。
７．社外取締役　岩渕恵理の戸籍上の氏名は、滝澤恵理であります。
８．2018年12月20日開催の定時株主総会の決議にて同日付をもって監査等委員会設置会社に移行しております。
９．当社では、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。取締役による兼任を除く執行役

員は以下の４名であります。
木下　実  （執行役員環境営業部長）
塩浦　智之（執行役員第一工事部長）
北垣　栄一（執行役員財務経理部長）
隅田　貴広（執行役員城南島事業所長）

②社外役員の状況
　　　当社は、本書提出日現在、社外取締役４名を選任し、取締役会の牽制及び経営監視機能を強化しております。な

お、当社と社外監査等委員との間において、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。
　　　社外取締役岩渕恵理は、弁護士として企業のリスクマネジメントについて豊富な知見を有していることから、社

外取締役に選任しております。
　　　社外監査等委員小林寛は、長年にわたり証券市場において株式公開指導を行った経験と豊富な知識を有している

ことを踏まえ、社外監査等委員に選任しております。
　　　社外監査等委員島田啓三は、官庁、大手建設会社、環境関連業界団体に長く在籍しており、その豊富な経験・知

識等から、環境事業・建設事業の両面から適宜助言又は提言を得るため、社外監査等委員に選任しております。
　　　社外監査等委員遠藤幸子は、弁護士・税理士としての豊かな経験により、高い見識を有しており、その知識・経

験に基づき、適宜助言又は提言を得るため、社外監査等委員に選任しております。
　　　また、当社では社外役員を選任するための独立性に関する基準又は方針としての特段の定めはありませんが、経

歴、当社との関係等から個別に判断し、当社からの独立性を確保できる方を社外役員として選任することとしてお
ります。
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③社外取締役又は社外監査等委員による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並び
に内部統制部門との関係

　　　社外取締役及び社外監査等委員は、毎月１回開催の取締役会に出席しており、その会議の中で意見交換や助言を
行うとともに、取締役の職務執行を監督、監査を行っております。

　　　また、監査等委員と会計監査人との連携につきましては、監査等委員、内部監査担当者及び会計監査人は、四半
期ごとに情報共有及び意見交換等を行い相互に意思疎通を図り、期首においては、相互の監査計画を説明し、当該
事業年度において重点的に監査を行う必要がある項目を確認する計画をしております。また、不正の恐れや懸念が
あるような事実について会計監査人が発見した場合、監査等委員及び内部監査室は報告を受けられる関係を構築し
ております。上記のような連携関係によって情報の共有を行い、それぞれの監査に資することとしております。

　　　その他内部統制部門とも同様に、常に情報交換が可能な状況であり、日々の情報交換を図っております。

氏　　名 監査等委員会出席回数 取締役会出席回数

小島　祥樹 25回中25回 13回中13回

小林　　寛 32回中32回 18回中18回

島田　啓三 32回中31回 18回中18回

遠藤　幸子 32回中32回 18回中18回

（３）【監査の状況】

①監査等委員会監査の状況

　当社は、2018年12月20日をもって監査等委員会設置会社へ移行しております。

　監査等委員会は、本書提出日現在社外監査等委員３名で構成されており、1名が常勤であります。

　常勤監査等委員は、取締役会その他の重要な会議に出席し当社グループの業務執行状況を確認し、必要に応じて意

見を述べるとともに、稟議書等の重要書類を閲覧し内部統制システムの構築及び運用状況について確認を行うなど、

健全で効率的な経営体制を確保するための助言を行いました。また、監査の実効性を確保するため、代表取締役、各

取締役と意見交換を行うほか、監査室、会計監査人との定期な会合を持ち、積極的な連携を図っております。

　社外監査等委員は、監査等委員会に出席し、常勤監査等委員から業務・会計監査の状況等の報告を受け、常勤監査

等委員と十分な意思疎通を図って連携するとともに、取締役会に出席し、必要に応じて意見陳述等を行っておりま

す。

　なお、監査等委員の遠藤幸子は、税理士の資格も有し、税務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　最近事業年度における監査等委員会は、定時・臨時の取締役会直前の開催のほか、毎月１回開催される定例監査等

委員会の他、臨時監査等委員会を開催しており、直近事業年度における個々の監査等委員の出席状況は以下のとおり

であります。

※小島祥樹は、2022年12月22日付で辞任しております。

　監査等委員会における主な検討事項は次のとおりです。

　・監査方針・業務分担、監査計画の策定、監査報告の作成

　・監査等委員選任議案提出に関する同意、会計監査人の評価・再任・不再任及び報酬の決定に関する同意、会計監

査人の監査の相当性

　・監査調書、取締役会報告資料や取締役会議案の事前確認等

　社外監査等委員３名のうち２名が報酬諮問委員会の委員となっております。

②内部監査の状況

　当社は、社長直轄の監査室に室長１名にて、「内部監査規程」に基づき、会社の業務運営が法令並びに会社の規程

類を遵守して適正に行われているかを評価することを目的として実施しております。また、内部監査担当者は監査等

委員及び会計監査人とは独立した監査を実施しつつも、定期的に情報交換を行う事で監査に必要となる情報の共有及

び相互連携を進め、三様監査による監査機能の向上を図っております。

　その他内部統制部門とも同様に、常に情報交換が可能な状況であり、日々の情報交換を図っております

③会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

ｂ．継続監査期間

　　４年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

　　指定社員　業務執行社員　齋藤　晃一

　　指定社員　業務執行社員　佐藤　禎

ｄ．会計監査業務に係る補助者の構成

　　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他３名です。
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区分
最近連結会計年度の前連結会計年度 最近連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 21,700 － 23,200 －

連結子会社 － － － －

計 21,700 － 23,200 －

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　　当社は、監査法人の能力、専門性、監査の体制、監査の品質、監査報酬等の観点から総合的に勘案し、適任と判

断したため、選定しております。

　　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等

委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

ｆ．監査等委員会による監査法人の評価

　　監査等委員会は、取締役等との意見交換、会計監査人からの報告や意見交換等を通じて会計監査の実施状況を把

握し、会計監査人としての独立性、専門性及び品質管理体制などについて総合的に評価を行っております。

④監査報酬の内容等

　ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

　　ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａを除く)

　　　　該当事項はありません。

　ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　　（最近連結会計年度の前連結会計年度）

　　　該当事項はありません。

　　（最近連結会計年度）

　　　該当事項はありません。

　ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、特別な方針等は定めておりませんが、当

連結会計年度においては、監査公認会計士等が策定した監査計画に基づいて両者で協議し、監査等委員会の同意

を得た上で、所定の手続きを経て決定しております。

　ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監

査計画における監査項目別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業

年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意

を行っております。

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

固定報酬 業績連動報酬

取締役
（監査等委員、社外取締
役を除く）

157,875 157,875 －

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く）

8,325 8,325 －

社外取締役
（監査等委員）

13,200 13,200 －

（４）【役員の報酬等】

　①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　　　当社は、社外取締役が過半数を占め、委員長を独立社外取締役とする指名・報酬諮問委員会を置き、取締役会に

対し助言・提言を行わせることにより、透明性を確保し、公正かつ適正に報酬を決定しています。報酬体系は固定

報酬と短期的な変動報酬である賞与とし、取締役の個人別報酬の決定は、各取締役の自己評価書とともに指名・報

酬諮問委員会に諮問し、その答申をうけて2018年12月の株主総会により承認された報酬総額年額300百万円の範囲内

で、取締役会にて決定しております。

　　　監査等委員である取締役の報酬等の額については、2018年12月の株主総会により承認された報酬総額年額30百万

円の範囲内で、監査等委員会にて決定しております。

　②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

a．役員報酬区分
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役員区分
報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

の員数（名）非金銭報酬等 退職慰労金

取締役
（監査等委員、社外取締
役を除く）

－ － 7

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く）

－ － 1

社外取締役
（監査等委員）

－ － 3

ｂ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

　　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ｃ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　該当事項はありません。

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 2 2,794

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 648 取引先持株会を通じた定期買付

銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 80,963

（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株式の

価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする投資を純投資目的である投資株式とし、そ

れ以外を純投資目的以外の目的である株式としております。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

　当社は、保有目的が純投資以外の目的である投資株式について、当該株式の保有が安定した取引関係の構築

や、事業シナジーを目的とした業務連携などにより当社の中長期的な価値の向上に資すると判断した場合におい

ては継続保有をし、一方その保有の意義が薄れたと判断した場合は売却を進めるなど縮減を図ります。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

　　最近事業年度において株式数が増加した銘柄

　　最近事業年度において株式数が減少した銘柄
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銘柄

最近事業年度
最近事業年度の

前事業年度
保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の
株式の保有

の有無
株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

大豊建設㈱

158 18,009 取引関係の維持・強化するため、同社株式
を保有しております。同社は当社の当事業
年度の廃棄物収集運搬・処理売上高割合は
１％未満ですが上位にあります。

無
657 68,795

㈱大林組

2,302 1,612 取引関係の維持・強化するため同社の持株
会に入会し株式の購入を行っております。
同社は当社の当事業年度の廃棄物収集運
搬・処理売上高割合は3.3％を占めており
上位にあります。

無
2,137 1,447

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

③保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

(2）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

(3）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第２条

の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（2020年10月１日から2021年９月

30日まで）及び当連結会計年度（2021年10月１日から2022年９月30日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（2020年10月１日から2021年９月30日まで）及び当事業年度（2021年10月１日から2022年９月30日まで）の財務諸

表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより監査を受けております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年10月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、また会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するために、監査法人

等が主催するセミナーへ出席しております。また、会計基準の変更について的確に対応することができる体制を整備

するため、公益財団法人財務会計基準機構への加入を検討しております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年９月30日）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,054,255 1,565,571

受取手形及び売掛金 1,037,511 1,284,269

完成工事未収入金 840,689 108,610

契約資産 － 676,770

原材料及び貯蔵品 19,241 34,262

未成工事支出金 12,048 11,940

その他 190,799 73,628

流動資産合計 4,154,545 3,755,054

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１ 3,226,415 ※１ 3,217,546

機械装置及び運搬具 ※１ 2,320,319 ※１ 2,314,133

土地 ※１ 3,289,518 ※１ 3,289,518

リース資産 247,260 148,753

建設仮勘定 115,737 261,317

その他 79,486 76,886

減価償却累計額 △2,541,332 △2,698,685

有形固定資産合計 6,737,405 6,609,470

無形固定資産

その他 4,856 4,757

無形固定資産合計 4,856 4,757

投資その他の資産

投資有価証券 70,243 2,794

繰延税金資産 56,451 54,671

その他 175,614 111,189

貸倒引当金 △17,290 △17,290

投資その他の資産合計 285,018 151,365

固定資産合計 7,027,280 6,765,593

資産合計 11,181,826 10,520,648

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年９月30日）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 944,358 1,164,927

工事未払金 376,632 395,608

短期借入金 ※２ 500,000 ※２ 500,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※３ 972,909 ※１,※３ 794,281

リース債務 45,501 19,314

未払法人税等 84,051 54,442

賞与引当金 47,465 51,739

未成工事受入金 268,093 －

契約負債 － 395,055

その他 393,633 188,822

流動負債合計 3,632,644 3,564,191

固定負債

長期借入金 ※１,※３ 3,871,848 ※１,※３ 3,077,567

リース債務 29,761 35,362

資産除去債務 15,360 15,514

その他 160,633 153,221

固定負債合計 4,077,604 3,281,667

負債合計 7,710,249 6,845,858

純資産の部

株主資本

資本金 293,775 293,775

資本剰余金 21,775 21,775

利益剰余金 3,125,892 3,359,153

株主資本合計 3,441,442 3,674,703

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 30,134 86

その他の包括利益累計額合計 30,134 86

純資産合計 3,471,576 3,674,789

負債純資産合計 11,181,826 10,520,648
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,178,504

受取手形及び売掛金 1,581,972

完成工事未収入金 142,826

契約資産 518,797

原材料及び貯蔵品 37,673

未成工事支出金 21,275

その他 52,428

流動資産合計 4,533,477

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,389,282

機械装置及び運搬具 2,408,485

土地 3,316,062

リース資産 148,919

建設仮勘定 45,360

その他 78,771

減価償却累計額 △2,793,298

有形固定資産合計 6,593,582

無形固定資産

その他 3,936

無形固定資産合計 3,936

投資その他の資産

投資有価証券 4,524

繰延税金資産 38,141

その他 123,067

貸倒引当金 △17,290

投資その他の資産合計 148,443

固定資産合計 6,745,961

資産合計 11,279,438

【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,355,467

工事未払金 292,373

短期借入金 ※ 800,000

１年内返済予定の長期借入金 665,807

リース債務 26,399

未払法人税等 74,169

契約負債 528,582

その他 361,782

流動負債合計 4,104,582

固定負債

長期借入金 3,045,434

リース債務 97,471

資産除去債務 15,605

その他 154,020

固定負債合計 3,312,532

負債合計 7,417,114

純資産の部

株主資本

資本金 293,775

資本剰余金 21,775

利益剰余金 3,546,150

株主資本合計 3,861,700

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 623

その他の包括利益累計額合計 623

純資産合計 3,862,324

負債純資産合計 11,279,438
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

売上高 11,856,502 ※１ 11,071,170

売上原価 10,526,408 9,834,690

売上総利益 1,330,093 1,236,479

販売費及び一般管理費 ※２ 899,249 ※２ 870,029

営業利益 430,844 366,449

営業外収益

受取利息 48 20

受取配当金 1,982 3,663

受取賃貸料 2,642 2,320

受取事務手数料 3,048 1,732

保険金収入 2,596 －

消費税等差額 3,864 －

助成金収入 8,355 2,415

補償金収入 － 1,931

その他 2,455 1,953

営業外収益合計 24,992 14,037

営業外費用

支払利息 71,954 63,324

その他 10,179 5,201

営業外費用合計 82,134 68,525

経常利益 373,702 311,961

特別利益

固定資産売却益 ※３ 8,180 ※３ 4,165

役員退職慰労引当金戻入額 6,840 －

投資有価証券売却益 － 55,561

保険解約返戻金 － 57,578

特別利益合計 15,020 117,304

特別損失

固定資産除売却損 ※４ 12,975 ※４ 7,947

ゴルフ会員権退会損 1,500 －

事業所建替関連費用 － 6,052

特別損失合計 14,475 13,999

税金等調整前当期純利益 374,247 415,266

法人税、住民税及び事業税 154,920 111,838

法人税等還付税額 △4,626 －

法人税等調整額 △12,985 24,230

法人税等合計 137,308 136,068

当期純利益 236,939 279,197

親会社株主に帰属する当期純利益 236,939 279,197

②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

当期純利益 236,939 279,197

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,684 △30,048

その他の包括利益合計 ※ 9,684 ※ △30,048

包括利益 246,623 249,149

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 246,623 249,149

【連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年６月30日）

売上高 9,084,840

売上原価 7,983,675

売上総利益 1,101,165

販売費及び一般管理費 681,378

営業利益 419,787

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 54

受取賃貸料 2,933

受取事務手数料 1,366

保険金収入 600

助成金収入 987

その他 680

営業外収益合計 6,632

営業外費用

支払利息 43,407

その他 3,698

営業外費用合計 47,106

経常利益 379,312

特別利益

固定資産売却益 3,032

特別利益合計 3,032

特別損失

固定資産除売却損 264

事業所建替関連費用 810

特別損失合計 1,074

税金等調整前四半期純利益 381,271

法人税、住民税及び事業税 127,697

法人税等調整額 16,293

法人税等合計 143,991

四半期純利益 237,279

親会社株主に帰属する四半期純利益 237,279

【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年６月30日）

四半期純利益 237,279

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 537

その他の包括利益合計 537

四半期包括利益 237,817

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 237,817

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 293,775 21,775 2,914,074 3,229,624

会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した当期首残高 293,775 21,775 2,914,074 3,229,624

当期変動額

剰余金の配当 △25,122 △25,122

親会社株主に帰属する当期純利益 236,939 236,939

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 211,817 211,817

当期末残高 293,775 21,775 3,125,892 3,441,442

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 20,450 20,450 3,250,075

会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した当期首残高 20,450 20,450 3,250,075

当期変動額

剰余金の配当 △25,122

親会社株主に帰属する当期純利益 236,939

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

9,684 9,684 9,684

当期変動額合計 9,684 9,684 221,501

当期末残高 30,134 30,134 3,471,576

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 293,775 21,775 3,125,892 3,441,442

会計方針の変更による累積的影響額 △20,814 △20,814

会計方針の変更を反映した当期首残高 293,775 21,775 3,105,077 3,420,627

当期変動額

剰余金の配当 △25,122 △25,122

親会社株主に帰属する当期純利益 279,197 279,197

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 254,075 254,075

当期末残高 293,775 21,775 3,359,153 3,674,703

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当期首残高 30,134 30,134 3,471,576

会計方針の変更による累積的影響額 △20,814

会計方針の変更を反映した当期首残高 30,134 30,134 3,450,762

当期変動額

剰余金の配当 △25,122

親会社株主に帰属する当期純利益 279,197

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△30,048 △30,048 △30,048

当期変動額合計 △30,048 △30,048 224,027

当期末残高 86 86 3,674,789

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）
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（単位：千円）

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 374,247 415,266

減価償却費 351,914 325,046

のれん償却額 13,370 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,295 4,274

受取利息及び受取配当金 △2,030 △3,684

支払利息 71,954 63,324

固定資産除売却損益（△は益） 4,794 3,782

ゴルフ会員権退会損 1,500 －

役員退職慰労引当金戻入額 △6,840 －

事業所建替関連費用 － 6,052

保険解約返戻金 － △57,578

投資有価証券売却益 － △55,561

売上債権の増減額（△は増加） 118,523 △191,450

仕入債務の増減額（△は減少） △58,892 239,544

その他 81,234 △35,053

小計 953,072 713,962

利息及び配当金の受取額 2,030 3,684

利息の支払額 △72,314 △63,021

法人税等の還付額 4,626 －

法人税等の支払額 △158,005 △139,740

営業活動によるキャッシュ・フロー 729,410 514,884

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △1 △0

有形固定資産の取得による支出 △51,707 △46,304

有形固定資産の売却による収入 26,695 7,593

無形固定資産の取得による支出 － △948

建設仮勘定の取得による支出 △47,565 △118,822

投資有価証券の売却による収入 － 80,963

投資有価証券の取得による支出 △2,844 △1,266

貸付金の回収による収入 816 816

保険積立金の積立による支出 △7,153 －

保険積立金の解約による収入 － 114,810

投資活動によるキャッシュ・フロー △81,761 36,841

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 450,000 －

長期借入金の返済による支出 △914,770 △972,908

割賦債務の返済による支出 △18,902 △2,577

リース債務の返済による支出 △55,844 △39,801

配当金の支払額 △25,122 △25,122

財務活動によるキャッシュ・フロー △564,639 △1,040,410

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 83,009 △488,683

現金及び現金同等物の期首残高 1,592,961 1,675,971

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,675,971 ※ 1,187,287

④【連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

　成友セキュリティ㈱

　令友工業㈱

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　ａ．有価証券

　その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　ｂ．　棚卸資産

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　ａ．有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。また、子会社は一部定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物及び構築物　　　　　　３～39年

　　　機械装置及び運搬具　　　　２～17年

　ｂ．無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　　また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　ｃ．リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

　ａ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　ｂ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しており

ます。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、4,504,488千円であります。

（５）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

（６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

　成友セキュリティ㈱

　令友工業㈱

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　ａ．有価証券

関係会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

　ｂ．棚卸資産

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　ａ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。また、子会社は一部定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物及び構築物　　　　　　３～39年

　　機械装置及び運搬具　　　　２～17年

　ｂ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　ｃ．リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

　ａ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　ｂ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益の認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　ａ．建設事業

建設事業においては、工事請負契約に基づき工事を行う義務を負っており、履行義務を充足するにつれて一定の

期間にわたり収益を認識する方法により収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法

は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）によっており、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に

見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価

回収基準を適用しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点ま

での期間がごく短い場合は、履行義務が全て充足された一時点で収益を認識しております。

　ｂ．環境事業

環境事業においては、主として「土壌汚染対策法」並びに「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の下、顧客と

の契約に基づき建設・建築現場から発生するがれき類、汚泥、汚染土壌等の処理を行う義務を負っており、履行義

務が充足される処理完了時点で収益を認識しております。
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　ｃ．環境エンジニアリング事業

環境エンジニアリング事業については、「土壌汚染対策法」の下、工事請負契約に基づき土壌汚染対策工事を行

う義務、また、顧客との契約に基づき指定調査機関として土壌汚染状況調査や環境分析センターにおいて環境計量

証明を行う義務を負っております。工事請負契約については、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識する方法により収益を認識しており、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対す

る発生原価の割合（インプット法）によっており、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない

が、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準を適用してお

ります。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場

合は、履行義務が全て充足された一時点で収益を認識しております。土壌汚染状況調査や環境計量証明業務につい

ては、履行義務が充足される調査結果の報告及び証明書の発行時点で収益を認識しております。

（５）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（重要な会計上の見積り）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．工事進行基準適用工事における完成工事高の計上

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

完成工事高　　　　　　4,504,488千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事進行基準による完成工事高については、工事原価総額の見積り額を基礎として当連結会計年度末までの実際

発生原価に応じた工事進捗度に工事収益総額を乗じて算定しております。

工事収益総額及び工事原価総額の見積りについては、工事着工段階において実行予算を策定し、着工後において

は毎月工事の現況を踏まえて見直しを実施しておりますが、顧客要望による工事内容変更、追加工事契約の締結、

資材価格や労務・外注費等の変動等の影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の完成工事高の計上額に重要な

影響を及ぼす可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　　　　　   56,451千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当連結会計年度末における将来減算一時差異に対して、将来の課税所得の見込みに基づき回収可能性があると判

断した部分について繰延税金資産を計上しております。

将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎とし受注残高の翌期以降の進捗見込み及び今後の受注見込み額を主

要な仮定としております。

将来の不確実な経営環境の変化により主要な仮定が変動する可能性があり、翌連結会計年度の繰延税金資産の計

上額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．工事契約における収益認識

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

工事の進捗度に応じて計上した売上高　　 4,161,189千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事請負契約に関して、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法における履行義務

の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しておりま

す。

工事収益総額及び工事原価総額の見積りについては、工事着工段階において実行予算を策定し、着工後において

は毎月工事の現況を踏まえて見直しを実施しておりますが、顧客要望による工事内容変更、追加工事契約の締結、

資材価格や労務・外注費等の変動等の影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の完成工事高の計上額に重要な

影響を及ぼす可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　　　　　   54,671千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当連結会計年度末における将来減算一時差異に対して、将来の課税所得の見込みに基づき回収可能性があると判

断した部分について繰延税金資産を計上しております。

将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎とし受注残高の翌期以降の進捗見込み及び今後の受注見込み額を主

要な仮定としております。

将来の不確実な経営環境の変化により主要な仮定が変動する可能性があり、翌連結会計年度の繰延税金資産の計

上額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（会計方針の変更）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。) 等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

従来、工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より、履行義務を充足するにつれて、履行義

務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出してお

り、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合は、原価回収基準を適用しております。な

お、期間がごく短い工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。また、環境事業に

おける産業廃棄物の処理については最終処理が完了した時点で収益を認識することとしております。なお、顧客への

財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引となる収益の認識については、従来は顧客から受

け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額を

収益として認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の

利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定

める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した

契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適

用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に

基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連

結会計年度より「受取手形及び売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「未成工事

受入金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に

定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は377,629

千円減少し、売上原価は367,230千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ10,398千

円減少しております。

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金

の当期首残高は20,814千円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は、当連結会計年度の１株当たり純資産は32.16円減少し、１株当たり当期純利益は

8.28円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」注

記については記載しておりません。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。) 

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準

第10号　2019年７月４日) 第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うことと

いたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月

４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載して

おりません。

（未適用の会計基準等）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

（収益認識に関する会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日　企業会計基準委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計基準委員

会）

（１）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計基

準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては
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Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日よ

り後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会

計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を

図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点と

し、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、

比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

（２）適用予定日

2022年９月期の期首から適用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用により、2022年９月期の連結財務諸表の利益剰余金期首残高が20,814千

円減少となります。また、売上高は377,629千円減少し、売上原価は367,230千円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ10,398千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等）

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日公表分　企業会計基準

委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計基準委員

会）

（１）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内容の詳細

なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準においては

Accounting Standards CodificationのTopic820「公正価値測定」）を定めている状況を踏まえ、企業会計基準委員

会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会計基準との整合性を

図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたものです。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算定方法を

用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第13号の定めを基本

的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸表間の比較可能性

を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその取扱いを定めることとされております。

（２）適用予定日

2022年９月期の期首から適用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響は、ありません。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　該当事項はありません。

（表示方法の変更）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の年度末

に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）
該当事項はありません。

（追加情報）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りについて

当社グループは、連結財務諸表の作成に当たり工事進行基準の適用、繰延税金資産の回収可能性、固定資産の減

損等について会計上の見積りを行っております。

当連結会計年度において新型コロナウイルス感染症の更なる拡大により、国内外の経済活動に大きな影響を与え

ておりますが、新型コロナウイルス感染拡大の当社グループ業績への影響は軽微でありました。今後も当該影響は

軽微であると仮定して会計上の見積りを行っております。

新型コロナウイルス感染症の更なる拡大や長期化等により経営環境が大きく変化した場合には、翌連結会計年度

の当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。
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役員退職慰労金制度の廃止

当社は、2020年12月24日開催の第46期定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金の打

切り支給を決議いたしました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、「役員退職慰労引当金」に

計上しておりました145,560千円を「その他」として固定負債に表示しております。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りについて

当社グループは、連結財務諸表の作成に当たり工事契約における収益認識、繰延税金資産の回収可能性、固定資

産の減損等について会計上の見積りを行っております。

当連結会計年度において新型コロナウイルス感染症の更なる拡大により、国内外の経済活動に大きな影響を与え

ておりますが、新型コロナウイルス感染拡大の当社グループ業績への影響は軽微でありました。今後も当該影響は

軽微であると仮定して会計上の見積りを行っております。

新型コロナウイルス感染症の更なる拡大や長期化等により経営環境が大きく変化した場合には、翌連結会計年度

の当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

前連結会計年度
（2021年９月30日）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

建物及び構築物 1,236,681千円 1,176,543千円

機械装置及び運搬具 307,359 282,153

土地 2,636,895 2,583,695

計 4,180,936 4,042,393

前連結会計年度
（2021年９月30日）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 724,293千円 477,119千円

長期借入金 3,374,159 2,758,070

計 4,098,452 3,235,189

前連結会計年度
（2021年９月30日）

当連結会計年度
（2022年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの
総額

1,600,000千円 1,600,000千円

借入実行残高 500,000 500,000

差引額 1,100,000 1,100,000

（連結貸借対照表関係）

　※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　上記のほか、建物等の保険請求権を担保に供しております。

　担保付債務は、次のとおりであります。

　※２　当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

　※３　財務制限条項

　前連結会計年度（2021年９月30日）

　　当連結会計年度末の借入金のうち1,815,520千円には、主に以下の財務制限条項が付されており、その特約条項は

次のとおりとなっております。

　（１）各年度の決算期の末日における純資産の部の金額を、直前の決算期末日における純資産の部の金額の75％以上に

維持すること（単体）。

　（２）２期連続して経常損失を計上しないこと（単体）。

　（３）各年度の決算期の末日における純有利子負債EBITDA倍率を0以上～10以下に維持すること（単体）。

　当連結会計年度（2022年９月30日）

　　当連結会計年度末の借入金のうち1,362,409千円には、主に以下の財務制限条項が付されており、その特約条項は

次のとおりとなっております。

　（１）各年度の決算期の末日における純資産の部の金額を、直前の決算期末日における純資産の部の金額の75％以上に

維持すること（単体）。

　（２）２期連続して経常損失を計上しないこと（単体）。

　（３）各年度の決算期の末日における純有利子負債EBITDA倍率を0以上～10以下に維持すること（単体）。
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前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

役員報酬 185,070千円 196,200千円

給料及び手当 265,075 263,203

退職給付費用 12,497 5,497

賞与引当金繰入額 9,520 10,954

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

機械装置及び運搬具 8,180千円 4,165千円

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

建物及び構築物 －千円 1,879千円

機械装置及び運搬具 12,975 5,939

その他 － 127

計 12,975 7,947

（連結損益計算書関係）

　※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

　※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　※４　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

その他有価証券評価差額金：

　当期発生額 13,961千円 12,338千円

　組替調整額 － △ 55,651

　税効果調整前 13,961 △ 43,313

　税効果額 △ 4,276 13,264

その他有価証券評価差額金 9,684 △ 30,048

その他の包括利益合計 9,684 △ 30,048

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
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当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 1,256,100 － － 1,256,100

　　合計 1,256,100 － － 1,256,100

自己株式

普通株式 － － － －

　　合計 － － － －

区分 内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の

種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会
計年度
期首

当連結会
計年度
増加

当連結会
計年度
減少

当連結会
計年度末

提出会社
（親会社）

2017年７月31日
ストック・オプション
としての新株予約権

(注)１．２

－ － － － － －

2019年９月２日
ストック・オプション
としての新株予約権

(注)１．２

－ － － － － －

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年12月24日
定時株主総会

普通株式 25,122 20 2020年９月30日 2020年12月25日

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年12月24日
定時株主総会

普通株式 25,122 利益剰余金 20 2021年９月30日 2021年12月27日

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 1,256,100 － － 1,256,100

　　合計 1,256,100 － － 1,256,100

 自己株式

普通株式 － － － －

　　　合計 － － － －

（連結株主資本等変動計算書関係）

　前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　（注）１．当社はストック・オプションとしての新株予約権を発行しておりますが、付与時は当社株式は非上場であ
り、「単位当たりの本源的価値」は０であるため、残高はありません。

　　　　２．ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　３．配当に関する事項

　　（１）配当金支払額

　　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
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区分 内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の

種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会
計年度
期首

当連結会
計年度
増加

当連結会
計年度
減少

当連結会
計年度末

提出会社
（親会社）

2017年７月31日
ストック・オプション
としての新株予約権

(注)１．２

－ － － － － －

2019年９月２日
ストック・オプション
としての新株予約権

(注)１．２

－ － － － － －

2021年12月24日
ストック・オプション
としての新株予約権

(注)１．２

－ － － － － －

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年12月24日
定時株主総会

普通株式 25,122 20 2021年９月30日 2021年12月27日

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年12月22日
定時株主総会

普通株式 50,244 利益剰余金 40 2022年９月30日 2022年12月23日

　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　（注）１．当社はストック・オプションとしての新株予約権を発行しておりますが、付与時は当社株式は非上場で
あり、「単位当たりの本源的価値」は０であるため、残高はありません。

　　　　　２．ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　　３．配当に関する事項

　　（１）配当金支払額

　　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

前連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 2,054,255千円 1,565,571千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 378,283 △ 378,284

現金及び現金同等物 1,675,971 1,187,287

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（リース取引関係）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

（１）リース資産の内容

有形固定資産

　油圧ショベル、バックホウ、搭乗式スイーパー、検査装置等であります。

（２）リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項　　(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
(2021年９月30日)

１年内 53,714

１年超 78,928

合計 132,643

当連結会計年度
(2022年９月30日)

１年内 49,077

１年超 39,837

合計 88,914

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

（１）リース資産の内容

有形固定資産

　油圧ショベル、バックホウ、搭乗式スイーパー、検査装置等であります。

（２）リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項　　(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（金融商品関係）

　前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

　１．金融商品の状況に関する事項

　（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。営業債

務である支払手形及び買掛金、工事未払金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。借入金、社債

は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、流動性リスク及び金利変動リスクに晒されております

が、適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理しております。

　（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における担当者が主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

②市場リスクの管理

　　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。

　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 2,054,255 2,054,255 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,037,511 1,037,511 －

(3) 完成工事未収入金 840,689 840,689 －

(4) 投資有価証券 70,243 70,243 －

資産計 4,002,699 4,002,699 －

(1) 支払手形及び買掛金 944,358 944,358 －

(2) 工事未払金 376,632 376,632 －

(3) 短期借入金 500,000 500,000 －

(4) 未払法人税等 84,051 84,051 －

(5) 長期借入金（１年内返済長期借入金含む） 4,844,757 4,844,657 △100

(6) リース債務 75,263 77,222 1,958

負債計 6,825,063 6,826,922 1,858

（単位：千円）

区分
当連結会計年度

（2021年9月30日）

ゴルフ会員権※ 21,695

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,054,255 － － －

受取手形及び売掛金 1,037,511 － － －

完成工事未収入金 840,689 － － －

合計 3,932,456 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 500,000 － － － － －

長期借入金 972,909 796,581 511,767 435,012 401,992 1,726,496

リース債務 45,501 14,915 6,207 5,210 3,428 －

合計 1,518,410 811,496 517,974 440,222 405,420 1,726,496

　２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資　産

(1)　現金及び預金、(2)　受取手形及び売掛金、(3)　完成工事未収入金
　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

(4)　投資有価証券
　　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債
(1)　支払手形及び買掛金、(2)　工事未払金、(3)　短期借入金、(4)　未払法人税等
　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

(5)　長期借入金（１年内返済長期借入金含む）、(6)　リース債務
　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

※　ゴルフ会員権については、預託金債権であり、市場性がなく、その契約内容から期間の算定が困難である
ことなどにより、合理的な将来キャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示
の対象としておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

４．社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 受取手形及び売掛金 1,284,269 1,284,269 －

(2) 完成工事未収入金 108,610 108,610 －

(3) 投資有価証券 2,794 2,794 －

資産計 1,395,675 1,395,675 －

(1) 支払手形及び買掛金 1,164,927 1,164,927 －

(2) 工事未払金 395,608 395,608 －

(3) 短期借入金 500,000 500,000 －

(4) 未払法人税等 54,442 54,442 －

(5) 長期借入金 3,871,849 3,871,779 △ 69

(6) リース債務 54,677 54,982 304

負債計 6,041,504 6,041,739 235

　当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　１．金融商品の状況に関する事項

　（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。営業債

務である支払手形及び買掛金、工事未払金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。借入金、社債

は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、流動性リスク及び金利変動リスクに晒されております

が、適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理しております。

　（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における担当者が主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

②市場リスクの管理

　　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

※１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。

※２．１年以内返済予定の長期借入金は、「(5)長期借入金」に含まれております。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,565,571 － － －

受取手形及び売掛金 1,284,269 － － －

完成工事未収入金 108,610 － － －

合計 2,958,452 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 500,000 － － － － －

長期借入金 794,281 511,767 432,712 397,392 329,276 1,406,420

リース債務 19,314 10,422 9,707 7,863 7,369 －

合計 1,313,595 522,189 442,419 405,255 336,645 1,406,420

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 2,794 － － 2,794

資産計 2,794 － － 2,794

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 3,871,779 3,871,779

リース債務 － 54,982 － 54,982

負債計 － 3,926,761 － 3,926,761

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）２．社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は取引所価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。

長期借入金、リース債務

長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入及びリース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

株式 68,795 25,160 43,635

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

株式 1,447 1,645 △198

合計 70,243 26,805 43,437

種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

株式 657 376 281

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

株式 2,137 2,294 △157

合計 2,794 2,670 124

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 81,053 55,651 －

合計 81,053 55,651 －

（有価証券関係）

前連結会計年度（2021年９月30日）

　その他有価証券

当連結会計年度（2022年９月30日）

１．その他有価証券

２．売却したその他有価証券

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

当連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

中小企業退職金共済制度に基づく拠出額 12,126千円

企業型確定拠出年金制度に基づく拠出額 8,689

合計 20,815

（退職給付関係）

　前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

　１．採用している退職給付制度の概要

　　　当社及び連結子会社は、中小企業退職金共済制度に加入しております。

　　　また、2021年４月１日より、中小企業退職金共済制度を廃止し、企業型確定拠出年金制度を採用しております。

　２．退職給付費用に関する事項

　当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　１．採用している退職給付制度の概要

　　　当社及び連結子会社は、企業型確定拠出年金制度を採用しております。

　２．退職給付費用に関する事項

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30

日）29,314千円であります。
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第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 2017年７月31日 2019年９月18日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　５名

当社監査役　１名

当社従業員　70名

子会社取締役１名

当社従業員　115名

株式の種類別のストック・オプショ
ンの数（注）

普通株式　85,560 株 普通株式　29,700 株

付与日 2017年８月１日 2019年10月１日

権利確定条件

権利行使時に、当社または当社子会
社の取締役、監査役、従業員その他
これに準ずる地位を有していること
株式の金融商品取引所への上場

権利行使時に、当社または当社子会社
の取締役、監査役、従業員その他これ
に準ずる地位を有していること
株式の金融商品取引所への上場

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 2019年８月１日～2027年７月31日 2021年９月19日～2029年９月18日

第１回新株予約権 第２回新株予約権

権利確定前 （株）

前連結会計年度末 81,360 28,000

付与 ― ―

失効 390 1,600

権利確定 ― ―

未確定残 80,970 26,400

権利確定後 （株）

前連結会計年度末 ― ―

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 ― ―

未行使残 ― ―

第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 2017年７月31日 2019年９月18日

権利行使価格 （円） 1,600 2,170

行使時平均株価 （円） ― ―

付与日における公正な
評価単価

（円） ― ―

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

（注）当社は2018年12月20日付で株式分割（普通株式１株を３株）を行っておりますが、上記株式数は分割後の株式数

で記載しております。

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2021年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

　①　ストック・オプションの数

（注）当社は2018年12月20日付で株式分割（普通株式１株を３株）を行っておりますが、上記株式数は分割後の株式数

で記載しております。

　②　単価情報

（注）当社は2018年12月20日付で株式分割（普通株式１株を３株）を行っておりますが、上記権利行使価格は分割後の

価格で記載しております。

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション付与時点において当社株式は未公開株式であるため、ストック・オプションの公正な評価単

価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる

当社株式の評価方法は、時価純資産方式及び類似公開会社比準方式により算出した価格を総合的に勘案して決定して

おります。
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第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 2017年７月31日 2019年９月18日 2021年12月24日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　５名

当社監査役　１名

当社従業員　70名

子会社取締役１名

当社従業員　115名
当社取締役　１名

当社従業員　１名

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの数（注）

普通株式　85,560 株 普通株式　29,700 株 普通株式　4,000株

付与日 2017年８月１日 2019年10月１日 2021年12月25日

権利確定条件

権利行使時に、当社また
は当社子会社の取締役、
監査役、従業員その他こ
れに準ずる地位を有して
いること
株式の金融商品取引所へ
の上場

権利行使時に、当社また
は当社子会社の取締役、
監査役、従業員その他こ
れに準ずる地位を有して
いること
株式の金融商品取引所へ
の上場

権利行使時に、当社また
は当社子会社の取締役、
監査役、従業員その他こ
れに準ずる地位を有して
いること
株式の金融商品取引所へ
の上場

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
2019年８月１日～2027年
７月31日

2021年９月19日～2029年
９月18日

2023年12月25日～2031年
12月24日

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権利確定前 （株）

前連結会計年度末 80,970 26,400 ―

付与 ― ― 4,000

失効 330 1,400 ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 80,640 25,000 4,000

権利確定後 （株）

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値

の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の

合計額

　当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　94,230千円

　当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの

　権利行使日における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－千円

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

（注）当社は2018年12月20日付で株式分割（普通株式１株を３株）を行っておりますが、上記株式数は分割後の株式数

で記載しております。

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2022年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

　①　ストック・オプションの数

（注）当社は2018年12月20日付で株式分割（普通株式１株を３株）を行っておりますが、上記株式数は分割後の株式数

で記載しております。
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第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 2017年７月31日 2019年９月18日 2021年12月24日

権利行使価格 （円） 1,600 2,170 2,170

行使時平均株価 （円） ― ― ―

付与日における公正
な評価単価

（円） ― ― ―

　②　単価情報

（注）当社は2018年12月20日付で株式分割（普通株式１株を３株）を行っておりますが、上記権利行使価格は分割後の

価格で記載しております。

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション付与時点において当社株式は未公開株式であるため、ストック・オプションの公正な評価単

価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる

当社株式の評価方法は、時価純資産方式及び類似公開会社比準方式により算出した価格を総合的に勘案して決定して

おります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値

の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の

合計額

　当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　 125,782千円

　当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの

　権利行使日における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－千円

当連結会計年度
（2021年９月30日）

繰延税金資産

長期未払金 49,553千円

賞与引当金等 16,841

売上原価否認 23,546

固定資産未実現利益 11,833

未払事業税 6,434

貸倒引当金 5,295

資産除去債務 4,703

その他 4,664

計 122,873

評価性引当額 △ 49,871

繰延税金資産合計 73,001

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 13,302

資産除去債務 △ 2,260

その他 △ 986

繰延税金負債計 △ 16,549

繰延税金資産の純額 56,451

（税効果会計関係）

前連結会計年度（2021年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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当連結会計年度
（2021年９月30日）

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.3

留保金課税 4.4

連結子会社との税率差異 0.7

住民税均等割 0.5

評価性引当額の増減 △ 0.6

その他 1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7

当連結会計年度
（2022年９月30日）

繰延税金資産

長期未払金 47,398千円

賞与引当金等 18,294

売上原価否認 12,000

固定資産未実現利益 10,670

未払事業税 5,037

貸倒引当金 5,295

資産除去債務 4,751

その他 4,494

計 107,943

評価性引当額 △ 49,872

繰延税金資産合計 58,071

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 38

資産除去債務 △ 2,130

その他 △ 1,231

繰延税金負債計 △ 3,399

繰延税金資産の純額 54,671

当連結会計年度
（2022年９月30日）

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.2

留保金課税 1.2

連結子会社との税率差異 0.2

住民税均等割 0.5

その他 △ 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.8

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

当連結会計年度（2022年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
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当連結会計年度
（自　2020年10月1日

　　至　2021年9月30日）

期首残高 15,190千円

時の経過による調整額 170

期末残高 15,360

当連結会計年度
（自　2021年10月1日

　　至　2022年9月30日）

期首残高 15,360千円

時の経過による調整額 154

期末残高 15,514

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

（１）土壌汚染対策法に基づく土壌汚染調査義務

当社が所有する工場の将来の土地形質変更時における調査義務であります。

（２）不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務

当社は事業所等の賃貸借契約に基づき原状回復義務を負っており、当該契約における賃借期間終了時の原状回復

義務に係る債務を資産除去債務として認識しております。なお、一部の資産除去債務については、負債計上に代え

て、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属する金額を

費用に計上する方法によっております。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

（１）土壌汚染対策法に基づく土壌汚染調査義務

使用見込期間は取得より22～31年と見積り、割引率は0.815～1.391％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

（２）不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務

当社が賃貸する事務所の使用見込期間は22年と見積り、割引率は1.181％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

３．当該資産除去債務の総額の増減

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

（１）土壌汚染対策法に基づく土壌汚染調査義務

当社が所有する工場の将来の土地形質変更時における調査義務であります。

（２）不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務

当社は事業所等の賃貸借契約に基づき原状回復義務を負っており、当該契約における賃借期間終了時の原状回復

義務に係る債務を資産除去債務として認識しております。なお、一部の資産除去債務については、負債計上に代え

て、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属する金額を

費用に計上する方法によっております。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

（１）土壌汚染対策法に基づく土壌汚染調査義務

使用見込期間は取得より22～31年と見積り、割引率は0.815～1.391％を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

（２）不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務

当社が賃貸する事務所の使用見込期間は22年と見積り、割引率は1.181％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

３．当該資産除去債務の総額の増減
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
環境事業 建設事業

環境エンジニア

リング事業
計

売上高

一定の期間にわたり移転され
る財・サービス

－ 4,025,310 135,878 4,161,189 － 4,161,189

一時点で移転される財・サー
ビス

5,955,623 441,201 182,430 6,579,255 330,724 6,909,980

顧客との契約から生じる収益 5,955,623 4,466,512 318,309 10,740,445 330,724 11,071,170

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 5,955,623 4,466,512 318,309 10,740,445 330,724 11,071,170

当連結会計年度期首残高

（2021年10月１日）

当連結会計年度期末残高

（2022年９月30日）

顧客との契約から生じた債権 1,075,637 1,392,880

契約資産 802,563 676,770

契約負債 268,093 395,055

（収益認識関係）

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント等

の警備業を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項）３．会計方針に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、主に工事請負契約に基づく工事において、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益

を認識する方法により認識した収益にかかる未請求の権利であります。契約資産は、対価に対する権利が無条件

になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。契約負債は、主に工事請負契約における顧客

からの前受金であります。

（単位：千円）

（２）残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は2,058,226千円であり、概ね１年以内

に履行義務が充足される見込みであります。
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（単位：千円）

報告セグメント その他
(注)１

調整額
(注)２

連結財務諸表
計上額
(注)３環境事業 建設事業 計

売上高

外部顧客への売上高 6,773,798 4,672,629 11,446,427 410,074 － 11,856,502

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 6,746 6,746 103,199 △109,945 －

計 6,773,798 4,679,375 11,453,173 513,273 △109,945 11,856,502

セグメント利益 459,339 578,968 1,038,307 50,411 △657,875 430,844

セグメント資産 7,365,235 1,049,702 8,414,937 299,586 2,467,301 11,181,826

セグメント負債 651,428 654,100 1,305,529 74,804 6,329,915 7,710,249

その他の項目

減価償却費 325,472 12,590 338,062 768 13,083 351,914

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

124,021 6,500 130,522 － 440 130,962

（セグメント情報等）

　【セグメント情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、「環境事業」及び「建設事業」の２つを報告セグメントとしております。

「環境事業」は、建設系産業廃棄物及び汚染土壌等の収集運搬及び中間処理並びに再資源化をしております。当

社が中間処理を受託している主な建設系産業廃棄物は、建物の新築や改築・解体に伴って生じたコンクリート破片

ないしアスファルト破片であるがれき類や汚泥、汚染土壌等であります。コンクリートがらは再生砕石としてそれ

ぞれコンクリート原料・道路工事の路盤材等に再資源化され、汚泥は改良土や建設現場の埋戻し材に再資源化され

ます。また汚染土壌等については、浄化・不溶化等を行ったうえで、セメント原料となる改質土として当社が処理

費用（運搬費を含む）を負担してセメント工場へ提供されます。

「建設事業」は、首都圏における、国土交通省及び東京都をはじめとする、国及び地方公共団体発注の公共工事の

元請、及び大手ゼネコン等が受注した公共工事等の下請を中心に事業展開しております。対象工事は幹線道路の整備

等に関する舗装・土木及び土地造成工事であります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

　棚卸資産の評価については、未成工事支出金においては収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価格で評価しており

ます。

　報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却後）ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント等

の警備業を含んでおります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用

△639,863千円、のれんの償却額△13,370千円及びセグメント間取引消去△4,641千円が含まれており

ます。

（２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産の主

なものは、当社での運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

（３）セグメント負債の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社負債であります。全社負債の主

なものは、当社での借入債務（１年内返済予定の長期借入金を含む長短借入金）であります。

（４）減価償却費は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

（５）有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加額で

あります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

2023/09/06 17:27:15／23021056_成友興業株式会社_有価証券届出書（新規公開）

- 80 -



（単位：千円）

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３環境事業 建設事業

環境エンジニ

アリング事業
計

売上高

外部顧客への売上高 5,955,623 4,466,512 318,309 10,740,445 330,724 － 11,071,170

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 7,020 － 7,020 118,517 △125,537 －

計 5,955,623 4,473,532 318,309 10,747,465 449,242 △125,537 11,071,170

セグメント利益 488,087 476,432 10,233 974,753 21,207 △629,510 366,449

セグメント資産 7,422,553 851,017 104,427 8,377,997 257,416 1,885,233 10,520,648

セグメント負債 833,038 800,392 25,259 1,658,691 28,801 5,158,365 6,845,858

その他の項目

減価償却費 292,284 11,207 8,381 311,872 575 12,597 325,046

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

195,662 19,248 1,896 216,806 － 1,010 217,816

　当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、「環境事業」、「建設事業」及び「環境エンジニアリング事業」の３つを報告セグメントとし

ております。

「環境事業」は、建設系産業廃棄物及び汚染土壌等の収集運搬及び中間処理並びに再資源化をしております。当

社が中間処理を受託している主な建設系産業廃棄物は、建物の新築や改築・解体に伴って生じたコンクリート破片

ないしアスファルト破片であるがれき類や汚泥、汚染土壌等であります。コンクリートがらは再生砕石としてそれ

ぞれコンクリート原料・道路工事の路盤材等に再資源化され、汚泥は改良土や建設現場の埋戻し材に再資源化され

ます。また汚染土壌等については、浄化・不溶化等を行ったうえで、セメント原料となる改質土として当社が処理

費用（運搬費を含む）を負担してセメント工場へ提供されます。

「建設事業」は、首都圏における、国土交通省及び東京都をはじめとする、国及び地方公共団体発注の公共工事

の元請、及び大手ゼネコン等が受注した公共工事等の下請を中心に事業展開しております。対象工事は幹線道路の

整備等に関する舗装・土木及び土地造成工事であります。

「環境エンジニアリング事業」は、土壌汚染対策法に基づく土壌汚染対策工事を主軸とし、指定調査機関として

土壌汚染状況調査や環境分析センターにおいて環境計量証明業務を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

　棚卸資産の評価については、未成工事支出金においては収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価格で評価してお

ります。

　報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却後）ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント等

の警備業を含んでおります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用

△630,376千円及びセグメント間取引消去865千円が含まれております。

（２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産の主

なものは、当社での運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

（３）セグメント負債の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社負債であります。全社負債の主

なものは、当社での借入債務（１年内返済予定の長期借入金を含む長短借入金）であります。

（４）減価償却費は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

（５）有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加額で

あります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

清水建設株式会社 1,282,203 環境事業

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

鹿島建設株式会社 1,217,466 環境事業

（単位：千円）

環境事業 建設事業 その他 全社・消去 合計

当期償却額 － － － 13,370 13,370

当期末残高 － － － － －

４．報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より、業績管理区分の変更に伴い報告セグメントの変更を行っております。

従来、環境エンジニアリング事業は「環境事業」に含まれておりましたが、2021年10月１日付で環境エンジニア

リング事業を部として独立させ、主要な事業の一つとして事業を取組んでいることに伴い、当連結会計年度より、

新たな報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会

計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「環境事業」の売上高は604,754千円減少、セグメン

ト利益は20,631千円減少しております。

　【関連情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

該当事項はありません。

　【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　該当事項はありません。

　【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

１．連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

２．連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

３．連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

１．連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

２．連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

３．連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

当連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

１株当たり純資産額 2,763.77円

１株当たり当期純利益 188.63円

当連結会計年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）
親会社株主に帰属する当期純利益
（千円）

236,939

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益（千円）

236,939

普通株式の期中平均株式数（株） 1,256,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約権
の数53,390個）
なお、新株予約権の概要は「第
４　提出会社の状況、１　株式
等の状況　（２）新株予約権等
の状況　①　ストックオプショ
ン制度の内容」に記載のとおり
であります。

（１株当たり情報）

　前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する
ものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんの
で記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

１株当たり純資産額 2,925.56円

１株当たり当期純利益 222.27円

当連結会計年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）
親会社株主に帰属する当期純利益
（千円）

279,197

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益（千円）

279,197

普通株式の期中平均株式数（株） 1,256,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

新株予約権３種類（新株予約権
の数55,880個）
なお、新株予約権の概要は「第
４　提出会社の状況、１　株式
等の状況　（２）新株予約権等
の状況　①　ストックオプショ
ン制度の内容」に記載のとおり
であります。

　当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在する
ものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんの
で記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

　前連結会計年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

当第３四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの
総額

1,600,000千円

借入実行残高 800,000

差引額 800,000

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当第３四半期連結会計期間末における当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
（自2022年10月１日

至2023年６月30日）

減価償却費 202,452千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月22日
定時株主総会

普通株式 50,244 40 2022年９月30日 2022年12月23日 利益剰余金

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額環境事業 建設事業
環境エンジニア

リング事業
計

売上高

外部顧客への売上高 5,175,972 3,225,240 365,439 8,766,651 318,189 － 9,084,840

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 3,124 － 3,124 54,110 △57,235 －

計 5,175,972 3,228,364 365,439 8,769,776 372,299 △57,235 9,084,840

セグメント利益 573,333 271,811 16,861 862,006 33,649 △475,868 419,787

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント

等の警備業を含んでおります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。

 セグメント利益は、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用△477,113千円

及びセグメント間消去1,245千円が含まれております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
環境事業 建設事業

環境エンジニア

リング事業
計

売上高

一定の期間にわたり移転
される財・サービス

－ 2,770,126 171,846 2,941,973 － 2,941,973

一時点で移転される財・
サービス

5,175,972 455,113 193,592 5,824,678 318,189 6,142,867

外部顧客への売上高 5,175,972 3,225,240 365,439 8,766,651 318,189 9,084,840

（収益認識関係）

当社グループの収益認識の時期別に分解した内容は次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間(自　2022年10月１日　至　2023年６月30日)

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、建設工事現場・イベント等

の警備業を含んでおります。
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当第３四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益 188円90銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 237,279

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利
益（千円）

237,279

普通株式の期中平均株式数（株） 1,256,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

―

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 500,000 500,000 0.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 972,909 794,281 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 45,501 19,314 1.0 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,871,848 3,077,567 1.3
2023年10月～
2031年11月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 29,761 35,362 1.0
2023年10月～
2024年4月

合計 5,420,021 4,426,526 － －

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 511,767 432,712 397,392 329,276

リース債務 10,422 9,707 7,863 7,369

【借入金等明細表】

　（注）１．平均利率については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びリース債務の連結決算日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

【資産除去債務明細表】

　　　　　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年９月30日）

当事業年度
（2022年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,860,218 1,405,656

受取手形 95,545 125,681

売掛金 887,041 1,102,878

完成工事未収入金 840,689 108,610

契約資産 － 676,770

原材料及び貯蔵品 17,871 32,602

未成工事支出金 12,048 11,940

前払費用 34,991 36,701

その他 154,382 31,813

流動資産合計 3,902,789 3,532,656

固定資産

有形固定資産

建物 ※１ 2,596,811 ※１ 2,576,173

構築物 609,475 621,243

機械及び装置 ※１ 2,237,709 ※１ 2,219,012

車両運搬具 75,253 83,504

工具、器具及び備品 78,819 75,525

土地 ※１ 3,236,318 ※１ 3,236,318

リース資産 247,260 148,753

建設仮勘定 115,737 261,742

減価償却累計額 △2,522,881 △2,683,853

有形固定資産合計 6,674,504 6,538,419

無形固定資産

ソフトウエア 3,047 2,504

その他 1,434 1,434

無形固定資産合計 4,482 3,939

投資その他の資産

投資有価証券 70,243 2,794

関係会社株式 172,000 192,000

出資金 5,940 5,940

従業員に対する長期貸付金 1,990 1,174

破産更生債権等 15,120 15,120

長期前払費用 13,753 7,779

繰延税金資産 54,130 53,614

その他 138,105 79,822

貸倒引当金 △17,290 △17,290

投資その他の資産合計 453,992 340,955

固定資産合計 7,132,979 6,883,315

資産合計 11,035,768 10,415,971

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年９月30日）

当事業年度
（2022年９月30日）

負債の部

流動負債

支払手形 292,902 306,593

買掛金 651,905 858,738

工事未払金 396,463 413,497

短期借入金 ※２ 500,000 ※２ 500,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※３ 942,909 ※１,※３ 794,281

リース債務 45,501 19,314

未払金 30,753 53,895

未払費用 59,496 61,763

未払法人税等 73,833 54,442

未払消費税等 63,435 21,003

前受金 1,549 461

未成工事受入金 268,093 －

契約負債 － 395,055

預り金 196,940 15,957

賞与引当金 44,990 49,024

流動負債合計 3,568,773 3,544,029

固定負債

長期借入金 ※１,※３ 3,871,848 ※１,※３ 3,077,567

リース債務 29,761 35,362

資産除去債務 15,360 15,514

その他 160,633 153,221

固定負債合計 4,077,604 3,281,667

負債合計 7,646,378 6,825,696

純資産の部

株主資本

資本金 293,775 293,775

資本剰余金

資本準備金 21,775 21,775

資本剰余金合計 21,775 21,775

利益剰余金

利益準備金 5,876 8,388

その他利益剰余金

別途積立金 100,650 100,650

繰越利益剰余金 2,937,179 3,165,600

利益剰余金合計 3,043,705 3,274,639

株主資本合計 3,359,255 3,590,189

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 30,134 86

評価・換算差額等合計 30,134 86

純資産合計 3,389,390 3,590,275

負債純資産合計 11,035,768 10,415,971
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

売上高

環境事業売上高 6,773,798 5,955,623

完成工事高 4,663,650 4,463,355

環境エンジニアリング事業売上高 － 318,309

売上高合計 11,437,448 10,737,287

売上原価

環境事業売上原価 ※１ 6,254,139 ※１ 5,417,237

完成工事原価 ※１ 3,988,571 ※１ 3,900,629

環境エンジニアリング事業売上原価 － 305,793

売上原価合計 10,242,711 9,623,659

売上総利益

環境事業総利益 519,658 538,386

完成工事総利益 675,079 562,725

環境エンジニアリング事業総利益 － 12,516

売上総利益合計 1,194,737 1,113,628

販売費及び一般管理費 ※２ 806,525 ※２ 771,807

営業利益 388,212 341,820

営業外収益

受取利息 46 18

受取配当金 ※１ 16,977 ※１ 18,659

受取賃貸料 2,642 2,680

保険金収入 2,513 －

助成金収入 8,355 2,315

その他 2,455 4,009

営業外収益合計 32,991 27,682

営業外費用

支払利息 71,515 62,912

支払手数料 5,559 4,770

その他 4,490 136

営業外費用合計 81,565 67,818

経常利益 339,638 301,685

特別利益

固定資産売却益 ※３ 8,180 ※３ 4,255

役員退職慰労引当金戻入額 6,840 －

投資有価証券売却益 － 55,561

保険解約返戻金 － 57,578

特別利益合計 15,020 117,395

特別損失

固定資産除売却損 ※４ 12,975 ※４ 7,947

ゴルフ会員権退会損 1,500 －

事業所建替関連費用 － 6,052

特別損失合計 14,475 13,999

税引前当期純利益 340,183 405,081

法人税、住民税及び事業税 134,971 105,244

法人税等還付税額 △4,626 －

法人税等調整額 △12,572 22,966

法人税等合計 117,772 128,211

当期純利益 222,411 276,870

②【損益計算書】
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前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ材料費 286,230 4.6 271,871 5.0

Ⅱ外注費 4,281,330 68.4 3,445,727 63.6

Ⅲ経費 1,686,579 27.0 1,699,637 31.4

　（うち人件費） （838,978） （13.4） （800,422） （14.8）

計 6,254,139 100.0 5,417,237 100.0

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ材料費 584,249 14.6 703,824 18.0

Ⅱ外注費 2,148,217 53.9 1,857,969 47.7

Ⅲ経費 1,256,104 31.5 1,338,835 34.3

　（うち人件費） （441,951） （11.1） （472,232） （12.1）

計 3,988,571 100.0 3,900,629 100.0

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ材料費 － － － －

Ⅱ外注費 － － 157,468 51.5

Ⅲ経費 － － 148,324 48.5

　（うち人件費） （－） （－） （36,051） （11.8）

計 － － 305,793 100.0

環境事業売上原価明細書

完成工事原価明細書

環境エンジニアリング事業売上原価明細書
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（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合

計
資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途

積立金
特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

当期首残高 293,775 21,775 21,775 3,364 100,650 5,508 2,736,893 2,846,416 3,161,966
会計方針の変更による累積
的影響額

－

会計方針の変更を反映した当
期首残高

293,775 21,775 21,775 3,364 100,650 5,508 2,736,893 2,846,416 3,161,966

当期変動額
剰余金の配当 2,512 △27,634 △25,122 △25,122
当期純利益 222,411 222,411 222,411
特別償却準備金の取崩 △5,508 5,508 － －
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － － 2,512 － △5,508 200,285 197,289 197,289
当期末残高 293,775 21,775 21,775 5,876 100,650 － 2,937,179 3,043,705 3,359,255

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 20,450 20,450 3,182,416
会計方針の変更による累積
的影響額

－

会計方針の変更を反映した当
期首残高

20,450 20,450 3,182,416

当期変動額
剰余金の配当 △25,122
当期純利益 222,411
特別償却準備金の取崩 －
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

9,684 9,684 9,684

当期変動額合計 9,684 9,684 206,973
当期末残高 30,134 30,134 3,389,390

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計資本
準備金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 293,775 21,775 21,775 5,876 100,650 2,937,179 3,043,705 3,359,255
会計方針の変更による累積
的影響額

△20,814 △20,814 △20,814

会計方針の変更を反映した当
期首残高

293,775 21,775 21,775 5,876 100,650 2,916,364 3,022,890 3,338,440

当期変動額
剰余金の配当 2,512 △27,634 △25,122 △25,122
当期純利益 276,870 276,870 276,870
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－

当期変動額合計 － － － 2,512 － 249,235 251,748 251,748
当期末残高 293,775 21,775 21,775 8,388 100,650 3,165,600 3,274,639 3,590,189

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 30,134 30,134 3,389,390
会計方針の変更による累積
的影響額

△20,814

会計方針の変更を反映した当
期首残高

30,134 30,134 3,368,575

当期変動額
剰余金の配当 △25,122
当期純利益 276,870
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△30,048 △30,048 △30,048

当期変動額合計 △30,048 △30,048 221,699
当期末残高 86 86 3,590,275

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）
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【注記事項】

（重要な会計方針）

　前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物　　　　　　　　３～38年

　　機械及び装置　　　　２～17年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度負担額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、4,504,488千円であります。

６．その他財務諸表作成のための基礎となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　　移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。
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３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物　　　　　　　　３～38年

　　機械及び装置　　　　２～17年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　また、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度負担額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益の認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（１）建設事業

建設事業においては、工事請負契約に基づき工事を行う義務を負っており、履行義務を充足するにつれて一定の

期間にわたり収益を認識する方法により収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法

は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）によっており、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に

見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価

回収基準を適用しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点ま

での期間がごく短い場合は、履行義務が全て充足された一時点で収益を認識しております。

（２）環境事業

環境事業においては、主として「土壌汚染対策法」並びに「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の下、顧客と

の契約に基づき建設・建築現場から発生するがれき類、汚泥、汚染土壌等の処理を行う義務を負っており、履行義

務が充足される処理完了時点で収益を認識しております。

（３）環境エンジニアリング事業

環境エンジニアリング事業については、「土壌汚染対策法」の下、工事請負契約に基づき土壌汚染対策工事を行

う義務、また、顧客との契約に基づき指定調査機関として土壌汚染状況調査や環境分析センターにおいて環境計量

証明を行う義務を負っております。工事請負契約については、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識する方法により収益を認識しており、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対す

る発生原価の割合（インプット法）によっており、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない

が、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準を適用してお

ります。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場

合は、履行義務が全て充足された一時点で収益を認識しております。土壌汚染状況調査や環境計量証明業務につい

ては、履行義務が充足される調査結果の報告及び証明書の発行時点で収益を認識しております。

（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

１．工事進行基準適用工事における完成工事高の計上

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

完成工事高　　　　　　4,504,488千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（１）の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）１．工事進行基準適用工事にお

ける完成工事高の計上（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の内容と同一であり

ます。

２．繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　　　　　   54,130千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（１）の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）２．繰延税金資産の回収可能性

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の内容と同一であります。
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当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

１．工事契約における収益認識

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

工事の進捗度に応じて計上した売上高　　 4,161,189千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（１）の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）１．工事契約における収益認識

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の内容と同一であります。

２．繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金資産　　　　　   53,614千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（１）の金額の算出方法は、連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）２．繰延税金資産の回収可能性

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」の内容と同一であります。

（会計方針の変更）

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。) 等

を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

従来、工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を適用しておりましたが、当事業年度より、履行義務を充足するにつれて、履行義務の

充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行

義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しており、

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合は、原価回収基準を適用しております。なお、期

間がごく短い工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。また、環境事業における

産業廃棄物の処理については最終処理が完了した時点で収益を認識することとしております。なお、顧客への財又は

サービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引となる収益の認識については、従来は顧客から受け取る

対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額を収益と

して認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益

剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める

方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、

新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当

事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計

処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減しております。

また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形」及び「売掛金」は、当事業年

度より「受取手形」、「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「未成工事受入

金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経

過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度損益計算書は、売上高は377,629千円減少

し、売上原価は367,230千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ10,398千円減少しており

ます。

当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期

首残高は20,814千円減少しております。

当事業年度の１株当たり純資産額は32.16円減少し、１株当たり当期純利益は8.28円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注記に

ついては記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。) 

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10

号　2019年７月４日) 第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。
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（表示方法の変更）

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係

る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

該当事項はありません。

（追加情報）

前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りについて

当社は、財務諸表の作成に当たり工事進行基準の適用、繰延税金資産の回収可能性、固定資産の減損等について

会計上の見積りを行っております。

当事業年度において新型コロナウイルス感染症の更なる拡大により、国内外の経済活動に大きな影響を与えてお

りますが、新型コロナウイルス感染拡大の当社業績への影響は軽微でありました。今後も当該影響は軽微であると

仮定して会計上の見積りを行っております。

新型コロナウイルス感染症の更なる拡大や長期化等により経営環境が大きく変化した場合には、翌事業年度の当

社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

役員退職慰労金制度の廃止

当社は、2020年12月24日開催の第46期定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金の打

切り支給を決議いたしました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、「役員退職慰労引当金」に

計上しておりました145,560千円を「その他」として固定負債に表示しております。

当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りについて

当社は、財務諸表の作成に当たり工事契約における収益認識、繰延税金資産の回収可能性、固定資産の減損等に

ついて会計上の見積りを行っております。

当事業年度において新型コロナウイルス感染症の更なる拡大により、国内外の経済活動に大きな影響を与えてお

りますが、新型コロナウイルス感染拡大の当社業績への影響は軽微でありました。今後も当該影響は軽微であると

仮定して会計上の見積りを行っております。

新型コロナウイルス感染症の更なる拡大や長期化等により経営環境が大きく変化した場合には、翌事業年度の当

社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

前事業年度
（2021年９月30日）

当事業年度
（2022年９月30日）

建物 1,228,273千円 1,176,543千円

機械及び装置 307,359 282,153

土地 2,583,695 2,583,695

計 4,119,328 4,042,393

前事業年度
（2021年９月30日）

当事業年度
（2022年９月30日）

1年内返済予定の長期借入金 694,293千円 477,119千円

長期借入金 3,374,159 2,758,070

計 4,068,452 3,235,189

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。
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前事業年度
（2021年９月30日）

当事業年度
（2022年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 1,600,000千円 1,600,000千円

借入実行残高 500,000 500,000

差引額 1,100,000 1,100,000

※２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。

これらの契約に基づく事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高は

次のとおりであります。

※３　財務制限条項

　　財務制限条項については、連結財務諸表「注記事項（連結貸借対照表関係）」に同一の内容を記載しているの

で、注記を省略しております。

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

環境事業売上原価 9,844千円 15,269千円

完成工事原価 180,138 210,790

受取配当金 15,000 15,000

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

役員報酬 174,207千円 179,400千円

給料及び手当 236,545 233,379

退職給付費用 12,347 4,377

賞与引当金繰入額 8,170 9,604

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

車両運搬具 8,180 4,255

計 8,180 4,255

前事業年度
（自　2020年10月１日

至　2021年９月30日）

当事業年度
（自　2021年10月１日

至　2022年９月30日）

建物 －千円 1,741千円

構築物 － 137

機械及び装置 12,975 5,939

工具、器具及び備品 － 127

計 12,975 7,947

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度21％、当事業年度18％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度79％、当事業年度82％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

※４　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

（有価証券関係）

　前事業年度（2021年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式172,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　当事業年度（2022年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式192,000千円）は、市場価格のない株式等であるた

め、記載しておりません。
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当事業年度
（2021年９月30日）

繰延税金資産

長期未払金 49,553千円

賞与引当金等 15,859

売上原価否認 23,546

固定資産未実現利益 11,833

未払事業税 5,514

貸倒引当金 5,295

資産除去債務 4,703

その他 4,245

計 120,552

評価性引当額 △ 49,871

繰延税金資産合計 70,680

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 13,302

資産除去債務 △ 2,260

その他 △ 986

繰延税金負債計 △ 16,549

繰延税金資産（負債）の純額 54,130

当事業年度
（2021年９月30日）

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.4

留保金課税 4.9

評価性引当額の増加 △ 0.6

住民税均等割 0.5

その他 △ 1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.6

当事業年度
（2022年９月30日）

繰延税金資産

長期未払金 47,398千円

賞与引当金等 17,340

売上原価否認 12,000

固定資産未実現利益 10,670

未払事業税 5,037

貸倒引当金 5,295

資産除去債務 4,751

その他 4,082

計 106,577

評価性引当額 △ 49,872

繰延税金資産合計 56,705

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 38

資産除去債務 △ 2,130

その他 △ 921

繰延税金負債計 △ 3,090

繰延税金資産（負債）の純額 53,614

（税効果会計関係）

　　前事業年度（2021年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　当事業年度（2022年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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当事業年度
（2022年９月30日）

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.2

留保金課税 1.2

住民税均等割 0.4

その他 △ 1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.7

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

（収益認識関係）

　当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（重要な後発事象）

　前事業年度（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

　該当事項はありません。

　当事業年度（自　2021年10月１日　至　2022年９月30日）

　該当事項はありません。
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投資有価証券
その他
有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

大豊建設株式会社 158 657

株式会社大林組 2,302 2,137

計 2,460 2,794

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産

建物 2,596,811 3,626 24,263 2,576,173 822,571 108,451 1,753,602

構築物 609,475 13,288 1,519 621,243 278,891 22,715 342,352

機械及び装置 2,237,709 9,222 27,920 2,219,012 1,375,435 132,197 843,576

車両運搬具 75,253 10,944 2,694 83,504 55,561 11,808 27,942

工具、器具及び備品 78,819 － 3,294 75,525 56,669 8,719 18,855

土地 3,236,318 － － 3,236,318 － － 3,236,318

リース資産 247,260 25,833 124,340 148,753 94,723 38,736 54,030

建設仮勘定 115,737 146,005 － 261,742 － － 261,742

有形固定資産計 9,197,386 208,920 184,032 9,222,273 2,683,853 322,629 6,538,419

無形固定資産

ソフトウエア 8,546 480 － 9,026 6,521 1,022 2,504

その他 1,434 － － 1,434 － － 1,434

無形固定資産計 9,980 480 － 10,460 6,521 1,022 3,939

長期前払費用 40,421 3,850 28,231 16,040 8,260 12,816 7,779

【有形固定資産等明細表】

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。
　　　　　　構築物　　　　　　　城南島第１事業所　　 13,288千円
　　　　　　機械及び装置　　　　城南島第２事業所　　  9,222千円
　　　　　　リース資産　　　　　あきる野事業所　　　 16,493千円、城南島第２事業所　　  5,070千円
　　　　　　建設仮勘定　　　　　あきる野事業所　　　146,005千円

　　　　２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　　建物　　　　　　　　あきる野事業所　　△ 22,763千円
　　　　　　機械及び装置　　　　あきる野事業所　　△ 19,020千円、城南島第１事業所　 △ 8,900千円

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）

（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 17,290 － － － 17,290

賞与引当金 44,990 49,024 44,990 － 49,024

【引当金明細表】

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 毎年９月30日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日
毎年３月31日

毎年９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え（注）１

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店（注）１

買取手数料 無料（注）２

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただしやむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、官報
に掲載する方法により行います。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
http://www.seiyukogyo.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】

　（注）１．当社株式は、株式会社名古屋証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１

項に規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２．単元未満株式の買取手数料は、当社株式が名古屋証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係

る手数料相当額として別途定める金額」に変更されます。

３．当会社の単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、定款に定めておりま

す。

（１）　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

該当事項はありません。

2023/09/06 17:27:15／23021056_成友興業株式会社_有価証券届出書（新規公開）

- 103 -



第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】
該当事項はありません。
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項目 新株予約権

発行年月日 2021年12月25日

種類
第３回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 4,000株

発行価格 2,170円（注）２

資本組入額 1,085円

発行価額の総額 8,680,000円

資本組入額の総額 4,340,000円

発行方法

　2021年12月24日開催の臨
時株主総会において、会社
法第236条、第238条及び第
239条の規定に基づく新株予
約権の付与（ストック・オ
プション）に関する決議を
行っております。

保有期間等に関する
確約

（注）３．

新株予約権

行使時の払込金額 2,170円

行使請求期間
2023年12月25日から
2031年12月24日まで

行使の条件及び譲渡に関する事項

「第二部　企業情報　第４　提出
会社の状況　１　株式等の状況　
（２）新株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。

第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

　（注）１．第三者割当等による株式等の発行の制限に関し、株式会社名古屋証券取引所（以下「同取引所」とい

う。）の定める規則等並びにその期間については以下のとおりであります。

（１）同取引所の定める同施行規則第282条の規定において、新規上場申請者が、新規上場申請日の直前事

業年度の末日から起算して１年前より後において、役員又は従業員等に報酬として新株予約権の割

当てを行っている場合には、当該新規上場申請者は、割当てを受けた役員又は従業員等との間で、

書面により報酬として割当てを受けた新株予約権の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有

状況に係る照会時の同取引所への報告その他同取引所が必要と認める事項について確約を行うもの

とし、当該書面を同取引所が定めるところにより提出するものとされております。

（２）新規上場申請者が、前項の規定に基づく書面の提出等を行わないときは、同取引所は新規上場申請

の不受理又は受理の取消しの措置をとるものとしております。

（３）当社の場合、新規上場申請日の直前事業年度の末日は2022年９月30日であります。

２．発行価格は、時価純資産方式及び類似会社比準方式により算定された価格を総合的に勘案して決定してお

ります。

３．同施行規則第282条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当てを受けた役員又は従業員等との間で、報酬

として割当てを受けた新株予約権を、原則として割当てを受けた日から上場日の前日または新株予約権の行

使を行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っております。

４．新株予約権の行使時の払込金額、行使請求期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については、以下のと

おりとなっております
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社と
の関係

斉藤 衛 東京都江東区 会社役員 3,000
6,510,000

（2,170）

特別利害関係者等

（当社の取締役）

北垣 栄一 神奈川県横浜市港北区 会社員 1,000
2,170,000

（2,170）
当社の従業員

２【取得者の概況】

2021年12月24日開催の定時株主総会決議に基づく新株予約権の発行

３【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はありません。
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

細沼 順人（注）１．７ 東京都千代田区 978,771 71.79

細沼 菜穂子（注）３．７ 東京都福生市 233,138 17.10

成友興業従業員持株会（注）７ 東京都あきる野市草花1141番地１ 22,900 1.68

細沼 理恵（注）２．７ 東京都福生市 16,791 1.23

元石 真祐美（注）４．10 東京都福生市
9,060

(9,060)
0.66

(0.66)

萩森 孝紀（注）４ 群馬県前橋市
5,700

(5,700)
0.42

(0.42)

鈴木 裕（注）４ 東京都あきる野市
5,220

(5,220)
0.38

(0.38)

多摩信用金庫（注）７ 東京都立川市曙町二丁目８番28号 4,500 0.33

新富 明男（注）４ 東京都東久留米市
3,780

(3,780)
0.28

(0.28)

藤盛 諭（注）８ 東京都あきる野市
3,210

(3,210)
0.24

(0.24)

原 光英（注）８ 東京都福生市
3,150

(3,150)
0.23

(0.23)

新井 和史（注）６ 東京都羽村市
3,150

(3,150)
0.23

(0.23)

斉藤 衛（注）４ 東京都江東区
3,000

(3,000)
0.22

(0.22)

塩浦 智之（注）８ 東京都あきる野市
2,760

（2,760)
0.20
(0.20)

隅田 貴広（注）８ 東京都あきる野市
2,520

(2,520)
0.18

(0.18)

小島 祥樹（注）４ 東京都北区
2,100

（2,100)
0.15

(0.15)

紺野 勝（注）６ 東京都西多摩郡日の出町
2,070

(2,070)
0.15

(0.15)

木下 実（注）８ 東京都青梅市
1,920

(1,920)
0.14

(0.14)

脇坂 貴史（注）８ 東京都大田区
1,800

(1,800)
0.13

(0.13)

蓬田 義京（注）８ 東京都調布市
1,770

(1,770)
0.13

(0.13)

越田 秀克（注）８ 東京都調布市
1,740

（1,740)
0.13

(0.13)

金子 守（注）８ 神奈川県相模原市中央区
1,740

(1,740)
0.13

(0.13)

惟村 宣治（注）８ 東京都あきる野市
1,740

(1,740)
0.13

(0.13)

石森 修（注）８ 東京都東大和市
1,560

(1,560)
0.11

(0.11)

守重 鶴夫（注）８ 東京都羽村市
1,560

(1,560)
0.11

(0.12)

青木 泰三（注）８ 東京都あきる野市
1,470

(1,470)
0.11

(0.11)

石川 誠（注）８ 東京都あきる野市
1,380

(1,380)
0.10

(0.10)

石岡 利美（注）８ 東京都東久留米市
1,230

(1,230)
0.09

(0.09)

髙橋 伸治（注）８ 東京都東小平市
1,080

(1,080)
0.08

(0.08)

松﨑 修（注）８ 東京都目黒区
1,020

(1,020)
0.07

(0.07)

北垣 栄一（注）８ 神奈川県横浜市港北区
1,000

(1,000)
0.07

(0.07)

清水 寿敏（注）８ 埼玉県さいたま市北区
990

(990)
0.07

(0.07)

第３【株主の状況】
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

狐塚 由次郎（注）８ 東京都北区
830

(830)
0.06

(0.06)

清水 正人（注）８ 東京都青梅市
770

(770)
0.06

(0.06)

橋本 和広（注）８ 東京都西多摩郡日の出町
770

(770)
0.06

(0.06)

木村 直朗（注）８ 東京都武蔵村山市
770

(770)
0.06

(0.06)

増永 正勝（注）８ 埼玉県所沢市
710

(710)
0.05

(0.05)

殿岡 正樹（注）８ 東京都日野市
710

(710)
0.05

(0.05)

戸谷 幸道（注）８ 東京都墨田区
680

(680)
0.05

(0.05)

伊藤 達也（注）８ 東京都青梅市
680

(680)
0.05

(0.05)

上條 純（注）８ 東京都あきる野市
680

(680)
0.05

(0.05)

矢光 優佳（注）８ 東京都青梅市
650

(650)
0.05

(0.05)

小澤 直樹（注）８ 東京都羽村市
650

(650)
0.05

(0.05)

田村 康（注）８ 東京都八王子市
650

(650)
0.05

(0.05)

計良 浩介（注）８ 東京都青梅市
620

(620)
0.05

(0.05)

月澤 麻衣（注）８ 東京都大田区
620

(620)
0.05

(0.05)

片桐 晃二（注）８ 東京都武蔵村山市
620

(620)
0.05

(0.05)

師岡 翼（注）８ 東京都八王子市
590

(590)
0.04

(0.04)

髙田 幹郎（注）８ 東京都八王子市
590

(590)
0.04

(0.04)

米本 隆文（注）８ 東京都品川区
560

(560)
0.04

(0.04)

須藤 大知（注）８ 東京都荒川区
560

(560)
0.04

(0.04)

太田 顕（注）９ 東京都羽村市
560

(560)
0.04

(0.04)

長谷川 達也（注）８ 東京都あきる野市
530

(530)
0.04

(0.04)

坂井 慶太（注）８ 神奈川県横浜市鶴見区
530

(530)
0.04

(0.04)

熊澤 樹（注）８  東京都八王子市
530

(530)
0.04

(0.04)

新山 謙（注）８ 東京都府中市
530

(530)
0.04

(0.04)

大塚 亘（注）８ 東京都大田区
530

(530)
0.04

(0.04)

鈴木 勇太（注）８ 東京都東村山市
530

(530)
0.04

(0.04)

関川 正人（注）８ 東京都あきる野市
530

(530)
0.04

(0.04)

中川 昌樹（注）８ 東京都あきる野市
530

(530)
0.04

(0.04)

元木 研士郎（注）８ 東京都青梅市
530

(530)
0.04

(0.04)

石川 隆行（注）８ 東京都江戸川区
500

(500)
0.04

(0.04)
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

竹江 宏曜（注）８ 神奈川県相模原市南区
500

(500)
0.04

(0.04)

本多 満貴（注）８ 東京都大田区
500

(500)
0.04

(0.04)

竹村 洋平（注）８ 東京都武蔵野市
500

(500)
0.04

(0.04)

不破 貴史（注）８ 東京都大田区
500

(500)
0.04

(0.04)

岡野 敏丈（注）８ 東京都目黒区
500

(500)
0.04

(0.04)

上野 亮（注）８ 東京都江戸川区
500

(500)
0.04

(0.04)

飯田 健一（注）８ 東京都大田区
500

(500)
0.04

(0.04)

奈良 洋治（注）８ 山梨県上野原市
470

(470)
0.03

(0.03)

川島 清（注）８ 東京都福生市
470

(470)
0.03

(0.03)

小川 正春（注）８ 東京都江東区
470

(470)
0.03

(0.03)

土田 正俊（注）８ 東京都豊島区
440

(440)
0.03

(0.03)

萩森 隆文（注）５.８ 東京都東村山市
350

(350)
0.03

(0.03)

山本 展義（注）８ 神奈川県横浜市磯子区
300

(300)
0.02

(0.02)

加藤 雄介（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

中澤 貴博（注）８ 東京都福生市
300

(300)
0.02

(0.02)

松井 祐也（注）８ 東京都杉並区
300

(300)
0.02

(0.02)

大澤 努（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

遠藤 京之朗（注）８ 東京都港区
300

(300)
0.02

(0.02)

銭谷 駿太（注）８ 東京都武蔵野市
300

(300)
0.02

(0.02)

鯨岡 俊樹（注）８ 東京都東久留米市
300

(300)
0.02

(0.02)

友原 圭佑（注）８ 東京都あきる野市
300

(300)
0.02

(0.02)

三好 隼矢（注）８ 東京都杉並区
300

(300)
0.02

(0.02)

尾﨑 純（注）８ 埼玉県新座市
300

(300)
0.02

(0.02)

田中 信介（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

菅原 貴子（注）８ 神奈川県横浜市鶴見区
300

(300)
0.02

(0.02)

林 浩太朗（注）８ 東京都東村山市
300

(300)
0.02

(0.02)

宮原 秀（注）８ 東京都練馬区
300

(300)
0.02

(0.02)

谷村 瞳（注）８ 東京都世田谷区
300

(300)
0.02

(0.02)

今泉 有絵（注）８ 東京都墨田区
300

(300)
0.02

(0.02)

川﨑 真枝（注）８ 東京都品川区
300

(300)
0.02

(0.02)

小池 大祐（注）８ 東京都東村山市
300

(300)
0.02

(0.02)
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

西野 裕佳（注）８ 東京都小平市
300

(300)
0.02

(0.02)

西嶋 直昭（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

平野 和太瑠（注）８ 東京都昭島市
300

(300)
0.02

(0.02)

吉田 牧子（注）８ 山梨県甲州市
300

(300)
0.02

(0.02)

鞠子 凌（注）８ 神奈川県横浜市戸塚区
300

(300)
0.02

(0.02)

吉村 大樹（注）８ 東京都立川市
300

(300)
0.02

(0.02)

飯田 和泉（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

羽田 涼祐（注）８ 東京都品川区
300

(300)
0.02

(0.02)

網岡 淳（注）８ 東京都武蔵野市
300

(300)
0.02

(0.02)

江黒 遥花（注）８ 埼玉県吉川市
300

(300)
0.02

(0.02)

山口 翔平（注）８ 東京都あきる野市
300

(300)
0.02

(0.02)

金子 龍太郎（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

笹生 峻也（注）８ 千葉県船橋市
300

(300)
0.02

(0.02)

波多辺 真帆（注）３．８ 東京都渋谷区
300

(300)
0.02

(0.02)

栁澤 はるか（注）８ 東京都杉並区
300

(300)
0.02

(0.02)

平野 秀文（注）８ 東京都福生市
300

(300)
0.02

(0.02)

新井 大貴（注）８ 東京都品川区
300

(300)
0.02

(0.02)

三浦 直哉（注）８ 東京都小平市
300

(300)
0.02

(0.02)

常盤 駿也（注）８ 神奈川県横浜市南区
300

(300)
0.02

(0.02)

藤井 祐宇（注）８ 東京都府中市
300

(300)
0.02

(0.02)

浅山 将汰（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

鈴木 綾音（注）８ 神奈川県相模原市中央区
300

(300)
0.02

(0.02)

山岸 未菜（注）８ 東京都墨田区
300

(300)
0.02

(0.02)

矢光 飛鳥（注）８ 東京都青梅市
300

(300)
0.02

(0.02)

長谷川 大輔（注）８ 東京都八王子市
300

(300)
0.02

(0.02)

内山 真希奈（注）８ 東京都福生市
300

(300)
0.02

(0.02)

新井 翔太（注）８ 埼玉県飯能市
300

(300)
0.02

(0.02)

安藤 みなみ（注）８ 東京都世田谷区
300

(300)
0.02

(0.02)

在原 拓実（注）８ 東京都あきる野市
300

(300)
0.02

(0.02)

内藤 真大（注）８ 東京都昭島市
300

(300)
0.02

(0.02)
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

林 遥希（注）８ 神奈川県横浜市鶴見区
300

(300)
0.02

(0.02)

岩佐 氏稔（注）８ 東京都大田区
300

(300)
0.02

(0.02)

計 －
1,363,360
(107,260)

100.00
(7.87)

　（注）１．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長）

２．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長の配偶者）

３．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長の二親等内の血族）

４．特別利害関係者等（当社の取締役）

５．特別利害関係者等（当社の取締役の二親等内の血族）

６．特別利害関係者等（当社の子会社の代表取締役社長）

７．特別利害関係者等（大株主上位10名）

８．当社の従業員

９．当社の元従業員

10．取締役　元石真祐美の戸籍上の氏名は、小森園真祐美であります。

11．株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

12.（　）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。
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独立監査人の監査報告書

2023年８月31日

成友興業株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 齋藤　晃一

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　禎

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる成友興業株式会社の2020年10月１日から2021年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、成友

興業株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
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　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2023年８月31日

成友興業株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 齋藤　晃一

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　禎

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる成友興業株式会社の2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、成友

興業株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等

委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど
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　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

2023/09/06 17:27:15／23021056_成友興業株式会社_有価証券届出書（新規公開）

- 115 -



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月31日

成友興業株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 齋藤　晃一

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　禎

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている成友興業株式会

社の2022年10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６月

30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年10月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、成友興業株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
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　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2023年８月31日

成友興業株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 齋藤　晃一

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　禎

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる成友興業株式会社の2020年10月１日から2021年９月30日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、成友興業

株式会社の2021年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。
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　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2023年８月31日

成友興業株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 齋藤　晃一

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　禎

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる成友興業株式会社の2021年10月１日から2022年９月30日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、成友興業

株式会社の2022年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びに

これらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等

委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
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　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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